
平成28年９月宮崎県定例県議会

環境農林水産常任委員会会議録

平成28年９月14日～16日

場 所 第４委員会室



- 1 -

平成28年９月14日（水曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成28年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第２号 平成28年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計補正予算（第１号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・県が出資している法人等の経営状況について

一般社団法人宮崎県林業公社

公益財団法人宮崎県環境整備公社

公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター

公益社団法人宮崎県農業振興公社

一般財団法人宮崎県内水面振興センター

公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団

一般社団法人宮崎県肉用牛枝肉価格安定基金

協会

一般社団法人宮崎県家畜改良事業団

一般社団法人宮崎県酪農公社

一般財団法人宮崎県水産振興協会

○請願第14号 指定生乳生産者団体制度の存続

と機能強化に関する国への意見

書提出を求める請願

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・第七次宮崎県森林・林業長期計画の「平成27

年度取組の概要」について

・都城盆地硝酸性窒素削減対策実行計画の策定

について

・野生鳥獣による農林作物等の平成27年度被害

額について

・建設工事等におけるコスト調査の実施につい

て

・県産材等の需要拡大に係る当面の取組につい

て

・第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の平成

27年度取組の概要について

・第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画の平

成27年度取組の概要について

・野生鳥獣による農林作物等の平成27年度被害

額について

・県立農業大学校の学科再編等に伴う学校用地

の活用方針について

・早期水稲の作柄と価格の動向について

・建設工事等におけるコスト調査の実施につい

て

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

環境森林部次長
川 野 美奈子

（ 総 括 ）

環境森林部次長
那 須 幸 義

（ 技 術 担 当 ）

平成28年９月14日(水)
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部 参 事 兼
大 西 祐 二

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
長 友 善 和

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 川井田 哲 郎

循環社会推進課長 温 水 豊 生

自 然 環 境 課 長 廣 津 和 夫

森 林 経 営 課 長 渡  幸 一

山村・木材振興課長 下 沖 誠

み や ざ き ス ギ
三重野 裕 通

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 西 山 悟

木 材 利 用 技 術
小 田 久 人

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 甲 斐 良 一

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

○右松委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

委員席の変更についてでありますが、ただい

ま御着席のとおり決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員会の日程についてであります。日

程につきましては、お手元に配付いたしました

日程案のとおり行うこととしてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時４分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○大坪環境森林部長 おはようございます。本

日もどうぞよろしくお願い申し上げます。

それでは、お手元に配付しております環境農

林水産常任委員会資料の表紙をごらんいただき

たいと存じます。

本日の説明事項は、予算議案が１件、報告事

項が３件、その他報告事項が５件でございます。

まず、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第

１号「平成28年度宮崎県一般会計補正予算（第

４号）」についてであります。

これにつきましては、後ほど御説明をいたし

ます。

次の、Ⅱの報告事項につきましては、地方自

治法及び宮崎県の出資法人等への関与事項を定

める条例に基づきまして、県が出資している法

人等の経営状況について御報告するものでござ

います。

当部所管の法人としましては、一般社団法人

宮崎県林業公社、公益財団法人宮崎県環境整備

公社、公益社団法人宮崎県林業労働機械化セン

ターの３法人であります。

次に、Ⅲのその他報告事項は、第七次宮崎県

森林・林業長期計画の平成27年度取組の概要に

ついてなど、５項目を報告いたします。

それでは、委員会資料の１ページをごらんく

ださい。

この表は、歳出予算を課別に集計したもので

ございます。

平成28年９月14日(水)
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平成28年９月14日(水)

今回の補正予算につきましては、一般会計で、

表の中ほど、補正額Ｂの列の小計の欄にござい

ますように、２億6,525万1,000円の増額をお願

いしておりまして、補正後の一般会計予算額は、

補正後の額Ｃの列の小計にございますとお

り、233億4,284万7,000円となります。

この結果、補正後の予算総額は、一般会計と

特別会計を合わせまして、同じくＣの列の一番

下、合計欄にありますとおり、239億4,510万3,000

円となります。

次に、２ページでございます。

議案第１号に関します、２、平成28年度繰越

明許費についてであります。

これは、工法の検討や関係機関との調整に日

時を要したことによりまして、翌年度への繰り

越しをお願いするものであります。

自然環境課が所管します山地治山事業におき

まして、表の繰越額の一番下、合計の欄にあり

ますように、２カ所で１億5,491万7,000円でご

ざいます。

なお、前回の委員会で私から御説明しました

国立公園満喫プロジェクトにつきましてですが、

去る９月８日に、宮崎、そして鹿児島両県で地

域協議会を発足させました。そして、今後12月

末までに事業計画を策定することになっており

ますので、今後、関係市町村や団体等とも連携

して作業を進めてまいります。検討状況の進捗

につきましては、今後適宜報告をさせていただ

きたいと存じますので、何とぞよろしくお願い

申し上げます。

それでは、それぞれ説明事項の詳細につきま

しては、担当課長等が御説明を申し上げますの

で、よろしくお願いをいたします。

○大西環境森林課長 それでは、環境森林課の

補正予算につきまして御説明をいたします。

お手元の平成28年度９月補正歳出予算説明資

料の35ページをお開きいただきたいと思います。

環境森林課の補正額は、左から２列目の補正

額の欄にありますように、一般会計で3,571

万5,000円の増額補正をお願いするものでありま

す。

この結果、補正後の額は、右から３列目の補

正後の額の欄にありますように、一般会計が36

億5,797万円となり、特別会計と合わせまして、40

億463万9,000円となります。

37ページをお開きください。

上から５段目の（事項）地球温暖化防止対策

費の3,571万5,000円の増額であります。

これは、その下の説明欄Ⅰの再生可能エネル

ギー等導入促進基金事業の実施に伴う補正であ

りまして、詳細は、常任委員会資料で説明をさ

せていただきます。

資料変わりまして、常任委員会資料の３ペー

ジをお願いいたします。

再生可能エネルギー等導入推進基金事業につ

いてであります。

この事業は、１にありますとおり、公共施設

へ再生可能エネルギーを導入することによって、

二酸化炭素排出量が削減された低炭素社会の実

現を推進するとともに、大規模災害時等に備え

た災害に強い地域づくりを構築することを目的

とするものであります。

右のページの２をごらんいただきたいと思い

ます。

この事業につきましては、平成24年９月県議

会で御承認をいただきまして、国費９億円を宮

崎県環境保全基金に積み増しする形で基金造成

したものであります。

平成24年度から28年度までの５年間で事業を

実施し、期間終了後、基金に残額がある場合は、
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これを国庫に返還することとされております。

昨年度までの４年間で、28件、８億1,800万円

余の実績があります。避難所となる小中学校や

県立高校、また、防災拠点となる市町村の庁舎

などに太陽光発電設備やソーラー式ＬＥＤ街路

灯の導入を図ってまいりました。

左のページにお戻りいただきまして、２の事

業の概要であります。

今回の補正額3,571万5,000円は、昨年度の事

業入札執行残などによりまして基金に残ってい

る額でありまして、申し上げましたように、今

年度が事業期間の最終年度になっておりますこ

とから、今年度中に、これを有効に使い切らせ

ていただこうというものであります。

（５）の事業内容でありますが、ソーラー式

ＬＥＤ街路灯、避難誘導等になりますが、これ

の設置費に係る市町村への補助でありまして、

補助率は10分の10、当初予算で予定しておりま

した三股町に加えまして、小林市を補助対象と

するものであります。

補助金額は、合わせて8,291万円であります。

３の事業効果でありますが、今回設置が予定

されておりますソーラー式ＬＥＤ街路灯は、右

のページの１のイメージ図にありますようなソ

ーラーパネルを備えたものであります。節電効

果とともに、災害時など電力供給が絶たれた場

合でも、内臓された蓄電池によりまして一定期

間照明機能が維持できますことから、避難施設

への安全な誘導が確保されるものと考えており

ます。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

○温水循環社会推進課長 それでは、続きまし

て、循環社会推進課の補正予算について御説明

をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の39ページをお開

きください。

循環社会推進課の補正額は、左から２列目の

補正額の欄にありますように、800万円の増額で

あります。

この結果、補正後の額は、右から３列目にあ

りますように、19億8,163万6,000円となります。

それでは、内容について御説明をいたします。

１枚めくっていただきまして、41ページをお

開きください。

上から５段目の（事項）産業廃棄物処理対策

推進費で、800万円の増額であります。

説明欄１の産業廃棄物トラックスケール設置

支援事業の増額でありますが、詳しい内容につ

きましては、委員会資料で説明をさせていただ

きます。

お手元の委員会資料の５ページをお開きいた

だきたいと思います。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま

すように、産業廃棄物税の適正な課税・徴収の

ために実施しているものでありますが、今年度、

本事業の募集を行いましたところ、当初の想定

を大きく上回る設置需要がありました。

そのため、事業者の設置需要が高い現状を勘

案しまして、補正予算をお願いすることにより、

さらなるトラックスケールの設置を推進して、

産業廃棄物税の適正課税体制の構築を図るもの

であります。

ここで、右側のページをごらんいただきたい

と思います。

１にありますように、トラックスケールとは、

トラックに荷物を積載したまま荷物の重量を計

算する装置でありまして、図にありますとおり

トラックが乗るはかりの部分と重量計算を行う

管理機器からなっております。
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２の補助金交付実績につきましては、平成18

年度から25年度までの８年間、同種の事業を実

施してきたところでありますが、最初の２年間

を除きまして、年間５件程度で推移をしており

ました。

また、３の設置希望調査結果につきましては、

産業廃棄物協会の協力を得まして、平成28年度

から３カ年内の設置希望調査を実施しました結

果、21社の設置希望がありました。

これらのことを踏まえまして、６件分の予算

枠を確保していたところでありましたが、当初

の想定を大きく上回る設置需要があったため、

今回、補正予算をお願いするものであります。

左側のページに戻っていただきまして、２の

事業概要は、ごらんのとおりでありますが、（２）

の財源につきましては、産業廃棄物税基金であ

ります。また、（５）の事業内容については、産

業廃棄物処理業者が整備するトラックスケール

の新設、更新及び改修に要する費用を補助する

ものでありまして、積算や補助の具体的な内容

については、ごらんのとおりとなっております。

３の事業効果でありますが、適切な重量計測

を行う事業者の維持・増進を図ることによりま

して、産業廃棄物税の適正課税体制が構築され、

事業者間の信頼関係の向上及び県民の産業廃棄

物税制度に対する信頼性の確保につながるもの

と考えております。

説明は以上であります。

○廣津自然環境課長 それでは、自然環境課の

補正予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の43ページをお開

きください。

自然環境課の補正額は、一般会計で２億2,153

万6,000円の増額をお願いしております。この結

果、補正後の額は、右から３列目にありますよ

うに、37億9,454万3,000円となります。

45ページをお開きください。

上段の（事項）緊急治山事業費で２億1,955

万4,000円の増額、その下の（事項）鳥獣管理費

で、「県南地域へのシカ侵入監視対策事業」の実

施に係る補正でありまして、198万2,000円の増

額をお願いしております。

詳細につきましては、常任委員会資料のほう

で御説明をいたします。

常任委員会資料の７ページをお開きください。

初めに、緊急治山事業であります。

１の事業の目的・背景でございますが、熊本

地震、あと、６月梅雨災等により発生しました

荒廃山地を当該発生年に緊急に復旧整備しまし

て、再度の災害発生の防止や民生の安定に資す

るものであります。

２の事業の概要でありますが、（１）の補正額

は、２億1,955万4,000円で、（４）の事業内容と

しましては、右のページの写真にありますとお

り、熊本地震や梅雨災等によりまして、五ヶ瀬

町上滝下地区、波帰地区、綾町釜牟田地区の３

地区におきまして山腹崩壊や土砂流出が発生し

まして、住民生活や林業生産活動等への影響が

懸念されます。こういったことから、それぞれ

山腹工や谷どめ工を施工しまして、緊急に復旧

整備するものであります。

３の事業効果でありますが、被災地を緊急に

復旧整備することで再度の災害発生防止が図れ

るものと考えております。

続きまして、９ページをお開きください。

新規事業の県南地域へのシカ侵入監視対策事

業であります。

１の事業の目的・背景についてでございます

が、まず、右側のページをごらんください。

本県におけます鹿の生息域は、薄く網かけを
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しておりますとおり、年々拡大しておりまして、

農林作物等への被害が深刻な状況にございます。

これまで、県南の三股町、日南市、串間市で

は、被害は確認されておりませんが、日南市で、

鳴き声を聞いたとか、足跡を見つけたとか、目

撃者とか、そういった情報がありますことから、

県南地域への鹿の生息域拡大が懸念されており

ます。

その一方で、２の課題のところにありますけ

れど、県南地域での鹿の監視体制を強化しまし

て、対策を検討する必要がありますが、鹿の生

息域の境界付近というのは国有林が多くなって

いるということで、関係者が連携した取り組み

が必要であると考えております。

そこで、３の関係機関との連携にありますと

おり、国有林や関係市町村の有害鳥獣対策協議

会を構成員とします協議会を設置しまして、監

視カメラなどにより鹿の侵入を早期に把握しま

して、定着する前に捕獲等の対策を講じ、県南

地域での鹿被害を未然に防止したいと考えてお

ります。

９ページのほうに戻っていただきまして、２

の事業の概要でありますが、予算額は198万2,000

円で、事業内容としましては、①の監視の方法

等を検討する広域協議会の開催、②の監視カメ

ラの設置や目撃情報の収集などの行動把握等の

調査、③の分析、検討、報告書の作成などを行

うことにしております。

４の事業効果でありますが、県南地域におけ

る鹿被害を未然に防ぐことで、農林業の振興等

が図られるものと考えております。

自然環境課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○右松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんでしょうか。

○図師委員 まず、再生可能エネルギー等導入

推進基金事業についてなんですけれども、今年

度が利用最終年度ということで追加の補正が上

がってきているわけなんですが、委員会資料の

４ページの２の（４）①、②を見ますと、今ま

での導入件数と、市町村と学校の配分があるわ

けなんですけれども、市町村に設置されたのが21

件ということなんですが、これは21市町村と捉

えていいのかということと、それぞれ21市町村

で総計すると何基設置をされたか。あと、設置

をするための基準みたいなものがあったのかど

うかをあわせてお伺いしたいんですが。

○大西環境森林課長 平成24年度から27年度ま

での４年間で、補助金を交付した市町村は合計

で16市町村になります。

それとあと、どういったものかという話なん

ですけれども、ソーラー式ＬＥＤ街路灯もそう

なんですけれども、主にやはり小中学校におけ

る太陽光発電設備、それと、蓄電池、これが主

なものになっております。

それと、設置の基準ですが、補助率そのもの

は10分の10ということなんですけれども、最初

の目的にもありましたように、これは災害対応

というところが主なことになっておりますので、

災害時等に最低限の電源を賄う。例えば、避難

所の二、三日分の電源が賄える程度のものとい

うことでございます。例えばですけれども、学

校でいきますと、大体発電能力が20キロワット

程度の太陽光発電設備と蓄電池になるんです

が、20キロワットというのは、一般家庭用が大

体４キロワット程度でありますので、一般家庭

用の５軒程度分というようなものになっており

ます。

○図師委員 16市町村の小学校、中学校の庁舎

内もしくはその周辺の設置が主だったというこ
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とで、これは一般道の街灯というか、そういう

避難灯の役割をするような設置はなかったとい

うことですか。

○大西環境森林課長 もう少し詳しく申し上げ

ますと、設置をされているところが小中学校で

あったり、役場の庁舎でありましたり、あるい

は社会福祉施設であったり、あるいは公園だっ

たりとか、そういった公共施設になるわけです。

街路灯につきましては避難誘導灯ということ

でありますが、例えば、平常時であれば、これ

は、例えば学校の付近であれば、その市道なり

町道なりが、いわば通学路にもなっております

ので、平常時には防犯灯の役目も果たす、そう

いった性格のものになっております。

○図師委員 これは、手を挙げなかった市町村

があるということですよね。

あともう一つ、バッテリー保証が10年間とい

うことなんですが、その後の維持管理はどうい

うふうになるのか教えてください。

○大西環境森林課長 これは、10年間保証とい

うことで、これはメーカー保証になるわけです

けれども、その後は、当然それぞれの設置主体

において維持管理をしていただくということに

なるわけです。

先日、既に設置をされている、ある市に聞い

てみたんですけれども、ほとんどメンテナンス

がかからないということでありました。もちろ

ん、そこもまだ二、三年程度でありますから、

今後、どれぐらいのメンテが必要になってくる

かという問題がありますけれども、これまで照

明がつかなかったことは一度もないということ

で、そういう意味ではかなり信頼がおける代物

ではないかなと考えております。

○図師委員 設置しなかった市町村の……。

○大西環境森林課長 済みません。設置を希望

されなかったところということなんですけれど

も、先ほど申し上げたように、16の市町村が手

を挙げられて、それらの市町村に対しては全て

補助金を交付いたしております。残る10の市町

村のうち、今回、補正をお願いしております三

股町がその10のうちに入っておりますので、差

し引き９の市町村が手を挙げられなかったとい

うことになります。

これは、それぞれの御事情があるとは思うん

ですけれども、例えば、もう既に類似のものを

つけておられるとか、あるいは、さっき申し上

げたように、街路灯であれば防犯灯としての役

目もありますので、ほかの補助金等で手当をさ

れたところもあるやに聞いておりますので、こ

れはそれぞれの御事情かなと考えております。

○山下委員 同じく再生可能エネルギーで、24

年からスタートしたということなんですが、こ

れは学校等やいろんな公共の場所とかにつけて、

一つのＰＲも兼ねて普及拡大もつなげていくん

だというような、ちょうど環境農林水産常任委

員会にいたもんですから、そういう提案があっ

たかに思うんですが、いわゆる設置することに

よって、この事業を導入することによって、学

校でも教育現場での学習活動にも役立っただろ

うと思うんですが。外部向けのＰＲ効果、そこ

は何か実績としてあったもんですか。

○大西環境森林課長 外部向けのＰＲというの

は、実は、なかなか難しいところがあるんです

けれども、例えば、発電設備につきましては、

特に小中学校あるいは高校の場合は屋上につけ

てありますので、パネル自体はなかなか見づら

いところにございます。ただ、モニターが設置

してありまして、刻々変わる発電量ですとか、

そういったものを、例えば、学校であれば生徒

の目にとまるようなところにも設置をしてある
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例もあると聞いておりますので、そういう意味

では、そういったモニターを通じてこの事業あ

るいは再生可能エネルギーの大切さ、環境学習

といったものにもつながっているのかなと思い

ます。

それと、街路灯です。こちらのほうは、もう

明らかにわかりますので、こちらのほうはよく

よくＰＲができるようにはなっていると思いま

す。

○山下委員 街路灯というのは、最初からやっ

ている事業ですか。

○大西環境森林課長 最初からこの事業の対象

になっております。

○河野委員 県のほうの導入、７件とあります

けれど、よろしかったら設置学校を教えてくだ

さい。

○大西環境森林課長 申し上げます。

宮崎北高校、宮崎南高校、都城商業高校、延

岡しろやま支援学校、日南高校、門川高校、そ

れと、高千穂高校、以上、７つの県立学校に設

置をいたしております。

○黒木委員 ４ページの２の（１）にあります

が、宮崎県環境保全基金、これに９億円を積み

増したわけですね。そして、９億円を今年、28

年度で使い切るということですから、環境保全

基金というのは残っているわけですか。

○大西環境森林課長 環境保全基金は、平成元

年度に設置をされておりまして、４億円の基金

になります。この４億円というのは、環境省か

らの補助金が２億円、同額の県費２億円、足し

まして４億円の環境保全基金を設置いたしてお

ります。

今回、御説明をしております再生可能エネル

ギー等導入推進基金につきましては、その後、

平成24年の９月の補正予算でお願いをしたもの

でございまして、既に、この基金事業を導入す

るに当たって、もう設置をされておりました環

境保全基金の中に仕分けをしまして、会計は独

立させまして、そこに９億円を積み増ししたと

いう形です。例えば、通常の環境学習その他に

使わせていただいております環境保全基金とは

別にこの基金事業は経理をするという仕組みで、

これまで運用をしてきているということでござ

います。

○黒木委員 では、この基金残高はどれぐらい

あるんでしょうか。

○大西環境森林課長 環境保全基金につきまし

ては、おおむね４億円です。と申しますのが、

環境保全基金につきましては、これまで、いわ

ゆる利息運用、運用型で実施をしてきておりま

すので、ほぼ４億円程度ということでございま

す。

○井上委員 ちょっと図師委員の答弁に対して、

社会福祉施設にも活用したというふうになって

いましたけれど、例えば、社会福祉協議会とか、

そういうところの意味ですか。

○大西環境森林課長 その例は、高鍋町の中央

公民館、老人福祉センターでありまして、これ

は分類上、社会福祉施設ということで町の施設

になります。

○井上委員 問題は蓄電池のほうなんですけれ

ど、災害時に一番活用できるのはこの蓄電池の

ほうだと思うんです。だから、いろんな場所で

欲しいと思われている内容の一つではあるわけ

ですが、先ほど河野委員からも出ましたが、学

校の中での特別支援学校は延岡しろやまだけ。

教育委員会のほうからこれについてはなかった

んですか。蓄電池って、医療的なケアの必要な

子供たちにとってみれば大きなあれだと思うん

ですけれど、なかなかそれを各学校で、特別支
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援学校で設置するというのはちょっとなかなか

難しいので、その辺についてはなかったんです

か。

○大西環境森林課長 詳細は、実は把握をして

いないんですけれども、市町村と県のそれぞれ

の配分というものも、この事業がスタートする

時点で検討をされたと聞いております。それで、

県立学校については７校分ということになった

と思うんですが、延岡しろやま支援学校のみな

らず、いわゆる県内の地域バランスということ

を考えた上で、先ほどお答えしたような７つの

学校に、いわば位置的に設置をされているとお

考えいただければなと思います。

それと、蓄電池については、今回の事業につ

きましては、全て太陽光のパネルとセットで全

部蓄電池は導入をされております。井上委員が

おっしゃったように、災害時に、特に夜間に一

番威力を発揮するのはまさに蓄電池であります

ので、これはもう全部設置されております。

それと、支援学校は確かに各地にございます

けれども、私自身が今、そういった自家発電を

含めて全体にどれだけのものが、設置をされて

いるか把握をしておりませんので、申しわけご

ざいませんが、その点はお答えができないとこ

ろでございます。

○井上委員 大規模災害時にも、それに向けて

の導入基準みたいなものが構築されて、つくら

れているので、これはすごく有効な事業だった

なと思うんです。国から９億というのは大変あ

りがたいことでしたけれども、今後については

どのような考えをお持ちなんですか。

○大西環境森林課長 実は、今、御指摘のあっ

た点が一番、私たちも気になるところでござい

ます。それで、再生可能エネルギーの導入につ

いての、特に国費の関係なんですが、今回と同

じような10分の10のスキーム、こういったもの

は残念ながら、もう環境省のほうではございま

せん。ただ、今年度の国の二次補正予算におき

ましては、補助率は若干下がるんですけれども、

総額で20億円程度の予算化がされるやに伺って

おりますので、こういったものがもし使えるも

のであれば、積極的に導入を図っていきたいと

は考えております。ただ、まだ詳細が明らかに

なっておりませんので注視をしていきたいと

思っております。

もう一つ、経産省との連携事業を環境省のほ

うではされておるようですけれども、いわゆる

導入可能性調査を含めて、もう少し幅広いとこ

ろでの再生可能エネルギーの地方への普及と

いった事業も考えられておるようでございます

ので、こちらのほうもあわせて注視をしていき

たいと考えております。

○井上委員 ぜひ予算確保をお願いをしておき

たいなと思います。私どももそうですけれど、

再生可能エネルギーを具体的に、目に見える形

でアピールするには本当こういうのが一番いい

と思うし、災害時の蓄電池の活用というのは、

これは、もう物すごい大きいことですので、先

ほど課長から、宮崎県内のバランスを考えて、

設置場所も決めたと言っていただいたので、そ

のことも多分頭に入ってのことだろうと思いま

すが、今後やっぱりもっとバランスとかも含め

てそうですけれども、国に対しての要望という

のを強めていただければと思っておりますので、

よろしくお願いしときます。

○外山委員 １点だけ、いいですか。１点だけ。

宮崎県環境保全基金、これは４億円、ずっと残

して、当初からずっとあるわけです。これは運

用益でもって運用をしただけでしょう。今、ほ

ぼ運用益なんてのはないですよね。これは、今
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後、この基金を利用するためには同じように積

み増してやるしか方法はないんでしょうか。最

終的に取り崩しとかあるのかな。

○大西環境森林課長 少し説明が足りませんで

した。４億円につきましては、これまでずっと

設置以来、運用型で実施をしてきたわけですが、

外山委員がおっしゃるように、今、この超低金

利の時代にあって、じゃ、金利利息が一体いか

ほどなのかということになりますが、実は年間

で160万円程度でございます。したがいまして、

実は今年度から一部取り崩しをさせていただい

ております。この基金は一部取り崩しもできる

ということで、ただ、その使い道については、

国費が入っておりますから、環境省とよく相談

をしてということになっております。聞いてい

る範囲では、他県においては、もう取り崩しを

始めているところもあるということでございま

すので、今後、積み増しは難しい面があるかも

しれないんですけれども、取り崩しもあわせて

やりながら、しっかりと運用をさせていただき

たいと思っております。

○山下委員 トラックスケールなんですが、今、

産業廃棄物の処理業者の数はどれぐらいあるん

ですか。業態がさまざまあろうかと思うんです

が。

○温水循環社会推進課長 収集運搬業と中間処

理や最終処分を行う処分業者、それぞれ合わせ

まして、おおむね1,000軒程度であります。

○山下委員 わかりました。６ページの中で、27

年の９月に調査をかけて、新設・更新・改修で21

社の希望があるということですよね。これは、

今後の、30年度までの事業ですから、十分これ

には対応し得る予算規模でしょうか。どんな見

通しを持っていますか。

○温水循環社会推進課長 予算規模に関しまし

ては、事業を構築する際に十分検討を行ったと

ころですが、結果的に、今回、非常に要望数が

多かったと。そこを今回、分析をしているんで

すが、６ページの２の、これまでの交付実績の

ところをごらんいただきたいんですけれども、

平成18年から25年まで８年間、新規の設置に限っ

て同様の事業を実施してきたところです。実施

当初が14件、11件と非常に多かったわけですが、

その後、落ち着いてきまして、５件、５件、５

件と。平均で大体年間５件程度で推移をしてき

たもんですから、今回もちょっと１件足して６

件ということで、６件分の予算ということで積

算をさせていただいたところだったんですが、

結果的に３年ぶりの事業を実施といったような

こともありまして、業者さんのほうで早く申請

をしないと、次年度以降なくなるんじゃないか

といったような懸念もあったのではないかとい

うようなことがうかがえまして、今回、特に手

を挙げる業者さんが多かったのではないかと認

識をしているところであります。

○黒木委員 産業廃棄物税ですけれど、これは、

どういう仕組みになっているんですか。トン当

たり幾らということでしょうか。そして、県に

どれぐらいかの税収があるのか、お伺いします。

○温水循環社会推進課長 産業廃棄物の焼却処

理を行う場合に、１トン当たり800円、そして、

最終処分を行う場合に、１トン当たり1,000円の

税金がかかるシステムとなっております。その

結果、昨年度でいきますと、年間で大体２億2,000

万円程度の収益がございました。そして、それ

を基金として、毎年度の税収を積み上げていま

して、平成27年度末で約３億8,000万円の基金残

高があります。そして、それを、今年度の産廃

税の基金充当事業が約２億9,000万円ありまし

て、活用していると。また、今年度、おおむね
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２億2,000万円程度の産廃税が入ってくるといっ

たような形で運用を行っているところでありま

す。

○黒木委員 この基金の使い道といいますのは、

こういう施設整備とか、そういったものが中心

になってくるんでしょうか。

○温水循環社会推進課長 大きく、これは目的

税でありまして、産業廃棄物の排出抑制、そし

て、再生利用の促進、そして、その他、適正処

理の推進といった、３つの目的に対して税を使っ

ているところであります。

○黒木委員 緊急治山事業ですけれども、これ

は、五ヶ瀬は特に地震の影響が大きかったんじゃ

ないかと思うんですけれど、五ヶ瀬は激甚災害

にならなかったんですか。

○廣津自然環境課長 現段階では、ちょっと…

…。不明なところがあります。ちょっとしばら

くお待ちください。申しわけありません。

○大坪環境森林部長 ※激甚災害につきまして、

基本的には災害ごとに指定をされますので、当

該事業も対象になると理解しております。

○黒木委員 というと、もう県の持ち出しも、

また減ってくると考えてよろしいわけですね。

○大坪環境森林部長 激甚災害に指定されます

と地元負担が１割軽減されますので、それに沿っ

て計算をしていくことになろうかと考えており

ます。

○島田副委員長 県南になぜ鹿がいないかの、

原因がわからんとです。一回、新燃が爆発をし

たときに北郷に鹿が入ったんです。ところが、

また、すぐにいなくなったんです。だから、鹿

の生息する地域の条件、それと県南の条件が違

うというのはわかるんですけれど、なぜ県南に

いないのかなと思って。

○廣津自然環境課長 鹿の生態で確たる理由と

いうのは、はっきりわからないところでありま

すけれど、言われているのは、高速道、宮崎道

が走っております。そこを越えられなくて鹿が

県南のほうに行けなかったんじゃないか。ただ、

最近は高速道をくぐる部分もありますので、そ

ういったところから少しずつ入っているんじゃ

ないかというような状況でございます。

○島田副委員長 餌は県南だから豊富にあると

思うんだけれど、でも、県南に生息をしないと

いうところです。山も急峻じゃないから県北よ

りも生息しやすいという条件はあると思うんで

すけれど、その原因です。これを調べれば、県

北の鹿がいなくなるような、生息ができない条

件というのもわかるんじゃないですか。

○廣津自然環境課長 鹿の生息の実態は、もう

過去には、雌鹿はとれないとか、とっても１頭

までとか、そういう規制がかかっているぐらい

のもので、そんなにたくさんはいなかった。そ

れが少しずつ自分たちの生育区域を広げてきて

いるということで、10ページの地図にお示しを

しておりますけれど、少しずつ広がってきてい

るという状況です。今までは、先ほど言いまし

たように、大きな道路とか川とか、そういった

ものが障害になって広がりが妨げられていたん

ではないかという想定ぐらいしかできていない

状況です。

道路もあるんですけれど、それにつけ加えま

して、あと、北諸方面から来るときに都城の大

きな市街地がありまして、その部分も一つの障

害になっているんじゃないかと。生息区域とし

ては、霧島あたりは結構な密度がありますので、

あの区域には相当数いると思いますけれど、そ

ういったことで拡大は妨げられてきたんじゃな

いかということでございます。

※23ページに訂正発言あり
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○島田副委員長 屋久島の鹿、私は海があるか

ら鹿がおりないのかなと思っていたけれど、屋

久島の鹿は海までおりるんです。原因として、

私はツワブキのにおいが嫌いなんじゃないかな

と思って。ツワブキは海の海岸地帯しか生えて

いないんです。内陸には生えていないんです。

だから、そういうのかなと思ったけれど、屋久

島の鹿を見ると、それも何か違うみたいな感じ

がするんですけれど、そういうのはわからんと

ですよね。

○廣津自然環境課長 鹿の生息数の実態調査と

いうのは毎年やっておりますので、そういった

調査を専門的にとっているところに委託をして、

やる予定にしています。そういった中で、今、

副委員長が言われたツワブキ、そういった影響

があるのかどうかも含めて、研究をしてみたい

と思います。

○外山委員 じゃ、１点だけ。鹿の侵入が、大

分、熊本、いわゆる県境あたりはやっぱり同様

にあるんですか。宮崎県北特有なのかな。

○廣津自然環境課長 鹿につきましては、熊本、

大分県境にも生息数がたくさんありまして、そ

れを各県協力して捕獲をしようということで、

福岡、大分、熊本、宮崎、鹿児島で連携して県

境部分での各活動もやっているところです。

○外山委員 関連ですけれど、生息域の問題と

いうのは、これはもう学者とか研究家の分野で

すもんね。そっちに依頼して調べてもらうしか

ないんじゃないのかな。なぜ県南におりてこな

かったのかとか。ですよね。

○廣津自然環境課長 生息域拡大の地図を載せ

ておりますけれど、その中で、捕獲の実績があっ

たとか、目撃されたんでということで、ふん粒

調査とかいたしまして、確認をされたところに

こういう色がついていくというようなことで、

生息域の拡大を把握しているということでござ

います。

○右松委員長 よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは次に、報告事項に関す

る説明を求めます。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 私から

は、Ⅱの報告事項の１、一般社団法人宮崎県林

業公社について説明をさせていただきます。

常任委員会資料の11ページをお開きください。

地方自治法第243条の３第２項及び宮崎県の出

資法人等への関与事項を定める条例第４条第３

項の規定に基づきます、県出資法人等の経営状

況等について御報告をいたします。

林業公社は、（１）にありますように、昭和42

年に造林、育林等の森林・林業に関する事業等

を行うことにより、県土の保全や森林資源の培

養を図り、緑資源の持つ多面的な機能を総合的

かつ高度に発揮させて、地域経済の振興と住民

の福祉の向上に寄与することを目的に設立をさ

れております。

社員につきましては、（２）にありますように、

県と12の市町村、森林組合など、合わせて19団

体であります。

（３）の組織でありますが、役員は15名で、

そのうち理事長が知事、副理事長が県環境森林

部長となっております。

また、職員は総務企画課・業務課の２課、８

名となっております。

概要は記載のとおりでありますが、説明につ

きましては、白い冊子の平成28年９月定例県議

会提出報告書（県が出資している法人等の経営

状況について）で説明をさせていただきます。

33ページをお開きください。

まず、平成27年度の事業報告書についてであ
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ります。

１の事業概要をごらんください。

林業公社は、平成19年策定の経営方針及び、

平成24年に改訂しました第３期経営計画に基づ

き、経営改善に努めながら、以下の（１）から

（７）にあります、計画的な主伐販売や利用間

伐などの業務に取り組んでおります。

34ページをお開きください。

平成27年度は、２の事業実績にありますよう

に、保育事業や造林施設事業等を実施し、分収

林の適正な管理や収入の確保等に取り組んでお

ります。

次に、経営状況等について説明をいたします。

この報告書の173ページをお開きください。

平成28年度宮崎県出資法人等経営評価報告書

であります。

まず、林業公社の概要ですが、上から４行目

の総出資額は1,350万円で、このうち県出資額

が500万円で、全体の37％となっております。

次に、真ん中の枠内の県関与の状況でありま

す。

人的支援では、右側の平成28年度、４月１日

現在の欄をごらんください。合計15名の役員の

うち、常勤役員が県退職者の１名、非常勤役員

が14名で、うち県職員が２名、県退職者が２名

となっております。また、職員数４名のうち、

３名が県職員となっております。

その下の財政支出等は、平成27年度は、森林

整備等に関する補助金として5,953万5,000円の

ほか、右側ですが、公社への無利子貸し付けを

行っており、平成27年度末現在、県からの借入

金残高は259億6,259万2,000円、その下の県の損

失補償契約に基づく債務残高が77億213万7,000

円となっております。

また、その下ですが、派遣した３名の県職員

の人件費としまして、1,663万4,000円の支出を

行っております。

なお、次の主な県財政支出の内容の①林業公

社貸付金は、平成27年度は９億6,155万4,000円

となっております。

次に、一番下の枠の実施事業であります。

林業公社は、分収林事業や植栽未済地を解消

するために、森林所有者から施業を受託して再

造林等を行う森林施業受託事業等を実施してお

ります。

次に、その下の活動指標であります。

林業公社におきましては、経営の安定化を図

るため、年度ごとの伐採量の平準化を進めるこ

とにしており、長伐期施業転換面積を活動指標

として、分収林契約の契約延長に努めておりま

す。

平成27年度は、200ヘクタールの目標に対

し、149ヘクタールの変更契約を締結しており、

達成度は74.5％となっております。

次に、174ページをお開きください。

財務状況であります。

表の左側は、正味財産増減計算書であります。

右へ３列目、平成27年度の欄をごらんくださ

い。

１行目の経常収益は、６億6,481万8,000円、

その下の経常費用は、８億6,574万2,000円となっ

ており、当期経常増減額は、マイナス２億92

万4,000円となっております。

これは、27年度に売り払った分収林について、

過去の投資経費を売上原価として費用計上する

会計処理を行っておりますが、主伐売上代金が

この売上原価を下回ったことにより、マイナス

が発生しているものであります。

その下の経常外収益は、1,057万5,000円、そ

の下の経常外費用は、17億4,410万1,000円とな
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ります。

経常外費用が26年度以降大きくふえておりま

すが、これは、26年度より適用を開始しました

林業公社会計基準におきまして、主伐計画のあ

る森林について帳簿上の価格と実際の売却価格

に大きな差がある場合、正味売却額にまで減額

するようになっており、いわゆる減損処理を行っ

たことによるものであります。

この結果、当期経常外増減額は、マイナス17

億3,352万6,000円となっております。

当期経常増減額に当期経常外増減額を加えた

当期一般正味財産増減額は、マイナス19億3,445

万円となっております。その下の一般正味財産

期首残高がマイナス66億44万8,000円であります

ので、その下の正味財産期末残高は、マイナス85

億3,489万8,000円となっております。

次に、右半分の貸借対照表の右端、平成27年

度の欄をごらんください。

流動資産と固定資産を合わせた資産の合計

は、296億3,848万5,000円で、このうち、約293

億円が、造林から育林に係るこれまでの投資経

費の累積である森林勘定でございます。

次に、下の流動負債と固定負債を合わせた負

債の合計は、381億7,338万3,000円であり、この

うち、約340億円が県及び金融機関からの長期借

入金であります。

なお、資産から負債を差し引いた正味財産は、

マイナス85億3,489万8,000円であります。

次に、その下の財務指標をごらんください。

林業公社におきましては、財務指標として、

①の年度末資金残高、②の主間伐等収入、③の

償還利息の３つを指標としております。

改訂計画では、①の年度末資金残高を１

億5,000万円確保する計画でありましたが、27年

度は３億855万2,000円となっております。また、

②の主間伐等収入は４億4,053万8,000円の計画

に対し、４億2,302万2,000円、③の償還利息に

つきましては、１億4,109万6,000円の計画に対

し、１億1,951万4,000円となっております。

なお、改訂計画の実績等につきましては、後

ほど別添の資料で説明をさせていただきます。

続きまして、真ん中の枠の直近の県監査の状

況についてであります。

昨年度の監査におきまして、現金預金の計上

誤り及び通勤手当の認定に関する手続について

注意があり、これらに対しては是正されている

ところでありますが、今後このようなことがな

いよう指導してまいります。

また、「債務超過となっており、その額も前年

度と比較して増加している。第３期経営計画（改

訂計画）の目標達成のため、その着実な取り組

みが望まれる」との要望があり、「改訂計画に基

づき、経営努力による収入増等の経営改善に引

き続き取り組む」こととしております。

次に、一番下の枠、総合評価をごらんくださ

い。

右側の県の評価でありますが、主伐等の財産

収入で、それまでの森林の造成に要した経費を

賄うほどの収入が確保できていないため、債務

超過が続くなど、依然として厳しい経営状況で

ありますが、経営改善に積極的に取り組んでお

り、目標を上回る収益を確保できたところであ

ります。

今後とも、公社に対しまして、さらなる経営

努力等を行うことを求め、一層の収支改善が図

られるよう厳しく指導・監督を行うことにして

おります。

続きまして、先ほど申し上げました改訂計画

に基づく公社の単年度収支の状況等について御

説明いたします。
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資料は、右上に資料１と表示されております

一般社団法人宮崎県林業公社の収支実績及び改

善効果額についてという資料でございます。

表紙をめくっていただきまして、まず、１の

第３期経営計画（改訂計画）の策定経緯であり

ますが、林業公社は、木材価格の低迷等により、

資金不足が見込まれたことから、平成24年３月

に第３期経営計画の改訂計画を策定し、経営改

善に取り組んでいるところであります。

次に、２の第３期経営計画（改訂計画）にお

ける収支計画及び実績についてでありますが、

表１をごらんください。

計画期間中の単年度収支の計画と実績をとり

まとめていまして、平成27年度については、太

枠で囲っております。

収入の主なものは、主伐や間伐の売り上げ、

補助金、長期借入金であります。支出の主なも

のは、事業費、分収交付金、償還金であります。

間伐等で一部計画を下回っているところがご

ざいますが、木材の売り払い単価が計画を上回っ

たことや、公社自身の経営努力によりまして、

表の下から３段目の差し引き収支では、平成24

年度が6,400万円、25年度が4,100万円、26年度

が1,800万円、27年度が3,500万円のプラスとな

り、計画を上回る実績となっております。

この結果、表の一番下の年度末資金残高も、

目標としております１億5,000万円に対して計画

を上回っており、おおむね改訂計画に沿った経

営改善が行われていると考えております。

次に、右ページをごらんください。

３の「林業公社の収支不足を解消するための

改善計画」に基づく改善効果額であります。

この改善計画は、第３期経営計画の改訂計画

において、平成29年度までに見込まれる資金不

足を解消するために、林業公社が行うべき経営

努力や利息の軽減などの取り組みをまとめたも

のであります。

平成23年に策定した林業公社のあり方に関す

る基本方針では、公社にこれらの取り組みを強

く求めた上で、なお不足する分につきましては、

県及び市町村による支援を行うことにしており

ます。

表の２をごらんください。改善計画と平成27

年度までの実績をまとめております。

１の林業公社自身の経営努力では、平成25年

度から予定をしておりました帯状複層林施業の

着手時期がおくれたものの、上から２行目の列

状間伐の実施や７行目の主伐の追加伐採等によ

る計画に沿った収入の確保などで計画以上の実

績を上げております。

また、２の利息の軽減では、金融機関の協力

を得まして繰り上げ償還等に取り組んだ結果、

計画を上回る利息の軽減が図られております。

これらの改善効果額は、その下の網かけがし

てあります経営努力等の欄にありますとおり、24

年度が4,307万1,000円、25年度が8,343万9,000

円、26年度が１億2,685万2,000円、27年度が１

億1,334万8,000円と、いずれも計画を上回って

おりまして、左のページにあります単年収支で

の収入の確保や支出の削減につながったものと

考えております。

説明は以上でございます。

○温水循環社会推進課長 続きまして、委員会

資料の12ページをお開きいただきたいと思いま

す。

循環社会推進課からは、公益財団法人宮崎県

環境整備公社につきまして御報告をいたします。

まず、（１）の設立の目的にありますように、

当公社は、エコクリーンプラザみやざきの運営

を通して、産業廃棄物や一般廃棄物の処理等の
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事業を行うことによって、本県のすぐれた自然

環境の保全及び県民の生活環境の保全等に取り

組んでいるところであります。

（２）の事業参画市町村等につきましては、

宮崎市、国富町、綾町と西都・児湯地区の市町

村で組織された西都児湯環境整備事務組合の４

団体となっております。

（３）の組織につきましては、役員は16名で、

県ＯＢの理事長と副理事長及び理事は、県環境

森林部長と県央地区10市町村の長で構成をされ

ております。

また、職員は総務課など３つの課で13名となっ

ております。

次に、（４）の出資の状況につきましては、基

本財産は１億110万円で、そのうち県は45.6％に

当たります4,610万円を出捐しております。

なお、公社は、（５）の特記事項にありますよ

うに、廃棄物処理法に基づき、公共関与による

産業廃棄物処理及び一般廃棄物処理を行います

廃棄物処理センターとして、平成12年12月に厚

生大臣の指定を受けまして、廃棄物処理施設エ

コクリーンプラザみやざきを整備し、平成17年11

月から供用を開始いたしております。

それでは、法及び条例に基づき、公社の経営

状況等について御報告をいたします。

平成28年９月定例県議会提出報告書（県が出

資している法人等の経営状況について）の43ペ

ージをお開きいただきたいと思います。

まず、平成27年度事業報告書について御説明

をいたします。

１の事業概要でありますが、（１）の廃棄物の

円滑かつ適正な処理につきましては、県央地域10

市町村の一般廃棄物並びに県下全域を対象とし

た産業廃棄物の処理を、円滑かつ適正に行った

ところであります。

次に、（２）の安心・安全・安定したシステム

の運用につきましては、将来にわたります安心

・安全・安定した廃棄物処理システムの運用に

向け、システムの検証とその確立に努めました。

次に、（３）の業者への損害賠償請求訴訟につ

きましては、平成22年４月に提起しました損害

賠償請求訴訟について、平成27年度は弁論準備

手続等が６回開催をされまして、準備書面及び

書証等により公社の主張を陳述したところであ

ります。

なお、損害賠償請求訴訟につきましては、第

一審がことしの４月28日に結審をしたところで

ありまして、判決が、来る10月21日に言い渡さ

れる予定となっております。

次に、めくっていただきまして、44ページを

ごらんください。

２の事業実績につきましては、表に記載して

ありますように、一般廃棄物及び産業廃棄物の

処理を行いますとともに、環境学習啓発や温浴

施設の管理運営を行ったところであります。

続きまして、経営状況等の詳細につきまして

は、出資法人等経営評価報告書によりまして御

説明をさせていただきます。

同じく報告書の171ページをお開きいただきた

いと思います。

まず、上段の左端に概要と記載された表につ

きましては、先ほどの委員会資料の説明等と重

なりますので割愛をさせていただきます。

次に、中ほどの左端に、県関与の状況と記載

された表をごらんいただきたいと思います。

まず、その上のほうの人的支援の状況であり

ますが、表の右側、平成28年度をごらんくださ

い。16名の役員のうち、県職員が２名、県退職

者が１名となっており、職員数につきまして

は、13名のうち県職員が４名、県退職者が１名
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となっております。

次に、その下の財政支出等の欄をごらんいた

だきたいと思います。

中ほどの平成27年度の欄でありますが、県補

助金8,000万円につきましては、その下にありま

す左端、主な県財政支出の内容の事業名①に記

載しております宮崎県環境整備公社運営費補助

金であります。

また、上の欄のほうに戻っていただきまして、

右端の欄にあります県借入金残高、平成27年度

の欄、3,575万7,000円につきましては、施設整

備時に県が貸し付けた１億7,872万5,000円の残

高でありまして、その下の県の損失補償契約等

に基づく債務残高５億8,360万円につきまして

は、同じく施設整備時に公社が金融機関から借

り入れました20億9,000万円の損失補償の残高で

あります。

このほか、その下のその他の県からの支援等

の欄にありますように、県において浸出水調整

池補強工事などの費用や運営資金の貸し付けを

行っております。

次に、ページの一番下の表をごらんください。

公社では、実施事業の欄にあるとおり、先ほ

ど説明いたしました４つの事業を行っていると

ころであります。

その下の左端にあります活動指標をごらんい

ただきたいと思います。３つの活動指標を掲げ

ております。

まず、①の産業廃棄物搬入量につきましては、

平成27年度は、目標値5,000トンに対し、実績値

は6,955トン、達成率は139.1％、②の施設見学

者数につきましては、目標値１万に対し、実績

値は１万2,004人、達成率120％、③の産業廃棄

物処理契約件数につきましては、目標値480件に

対し、実績値は639件、達成率133.1％となった

ところであります。

なお、その下の指標の設定に関する留意事項

にありますとおり、①から③の活動指標につき

ましては、平成27年度の実績及び平成32年で県

の公共関与が終了することを踏まえまして、平

成29年度の目標値を平成28年度と同水準に設定

をしたところであります。

次に、172ページをごらんください。

上段の左端に財務状況と記載された表をごら

んいただきたいと思います。表の左半分に正味

財産増減計算書、右半分に貸借対照表を記載し

ております。

まず、左側の正味財産増減計算書の平成27年

度の欄をごらんください。

１行目の経常収支は、市町村からの運転委託

料や産業廃棄物処理料金収入などで30億5,944

万7,000円、その下の行、経常費用は、施設の運

転経費や管理費などで31億6,471万8,000円と

なっており、その下の当期経常増減額及び４つ

下にあります当期一般正味財産増減額は１億527

万1,000円のマイナスとなっております。

また、表の下から４行目になりますが、当期

指定正味財産増減額は、周辺環境整備基金から

宮崎市が実施します周辺環境整備事業に対する

補助金などの支出によりまして、１億6,432

万9,000円のマイナスとなっております。

この結果、一番下の行にありますように、平

成27年度末の正味財産期末残高は、３億5,870

万1,000円となっております。

次に、右側の貸借対照表の平成27年度の欄を

ごらんください。

まず、１行目の資産は49億8,455万5,000円と

なっておりまして、その内訳は、１つ下の流動

資産、これは現金預金や未収金などであります

が、これが11億1,375万円、その下の固定資産、
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これは土地、建物や機械装置などでありますが、

これが38億7,080万5,000円となっております。

次に、その下の負債は46億2,585万4,000円と

なっておりまして、その内訳は、１つ下の流動

負債、これは未払い金や銀行からの短期借入金

などでありますが、これが33億4,600万7,000円、

その下の固定負債、これは銀行からの長期借入

金などでありますが、これが12億7,984万7,000

円となっております。

次に、その下の正味財産は、資産から負債を

差し引いた３億5,870万1,000円となっておりま

して、その内訳は、その下の指定正味財産、こ

れは基本財産と周辺環境整備基金積立金であり

ますが、これが１億7,322万5,000円、また、そ

の３つ下の一般正味財産、これは指定正味財産

を除きます正味財産のことでありますが、これ

が１億8,547万6,000円となっております。

次に、財務状況の下、左端に財務指標と記載

された表をごらんください。

①の産廃処理収入につきましては、平成27年

度の目標値１億4,000万円に対し、実績値は１

億6,545万5,000円、達成率は118.2％、②の産廃

収支につきましては、目標値8,700万円に対し、

実績値は１億1,872万4,000円、達成率は136.5％

となっております。

なお、財務指標の下の指標の設定に関する留

意事項にありますとおり、①の産廃処理収入及

び②の産廃収支につきましては、平成27年度の

実績及び平成32年で県の公共関与が終了するこ

とを踏まえ、平成29年度の目標値を平成28年度

と同水準に設定をしたところであります。

次に、中ほどの左端に記載された直近の県監

査の状況でありますが、昨年度の監査におきま

しては、指摘事項等はありませんでした。

最後に、下の段の左端に総合評価と記載され

た表をごらんください。表の右側上段に記載し

ております県の評価であります。

まず、平成25年３月に発生した爆発事故によ

り稼働を停止しておりました灰溶融設備につい

ては、平成27年３月の公社理事会におきまして

廃止が決定されたところでありますが、これに

伴いまして、焼却処理を安定的に行うため、必

要な設備の改修に着手したところであります。

財務面につきましては、主な収入源でありま

す自動車シュレッダーダストの搬入が前年より

減少したものの、営業活動を積極的に行った結

果、その他の廃棄物の搬入増につながりまして、

目標を上回る収入を確保することができました。

今後も、営業活動のさらなる強化や経費削減

等により、収支改善を図っていく必要があると

考えております。

また、平成33年以降の運営主体につきまして

は、宮崎市となることが決定したところであり

ます。今後、新たな運営主体への円滑な移行に

向けまして、事業参画市町村等とともに諸課題

を計画的に協議・検討してまいりたいと考えて

おります。

説明は以上であります。

○下沖山村・木材振興課長 それでは、常任委

員会資料の13ページをお開きください。

宮崎県の出資法人等への関与事項を定める条

例第４条第３項の規定に基づく報告であります。

公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター

についてであります。

当センターは、（１）設立の目的にありますよ

うに、高性能林業機械の共同利用や林業事業体

の雇用管理等の改善、新たに林業に就業しよう

とする者への就業支援など、低コスト林業の促

進や林業労働力の確保を目的としまして、平成

７年２月に設立をされております。
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会員は、（２）にありますように、宮崎県、宮

崎県森林組合連合会、宮崎県造林素材生産事業

協同組合連合会の３団体により構成されており

ます。

（３）の組織としましては、役員８名、職員

１名であります。

出資の状況は、（４）にありますように、総額

が900万円となっておりまして、このうち、県

が400万円を出捐し、その比率は44.4％でありま

す。

（５）の特記事項にありますように、当セン

ターは、林業労働力の確保の促進に関する法律

に基づきまして、林業労働力確保支援センター

として知事の指定を受けております。

なお、当センターが行っております林業就業

の相談・指導や高性能林業機械の共同利用等の

事業は、この法律に基づいた事業であります。

次に、平成28年９月定例県議会提出報告書

の175ページをお開きください。

当センターは、地方自治法第243条の３第２項

には該当しませんので、出資法人等経営評価報

告書により経営状況等の詳細を御説明いたしま

す。

一番上の枠、概要につきましては、さきに説

明いたしました内容と重複いたしますので省略

いたします。

次に、その下の枠、県関与の状況であります。

人的支援といたしましては、枠の右上の平成28

年度にありますように、役員数は８名で、県退

職者は非常勤の理事１名、県職員は、非常勤の

副理事長１名と、常勤の専務理事１名の計２名

となっております。

その下の財政支出等につきましては、平成27

年度の欄にありますように、委託料として1,013

万4,000円、その下の補助金で587万8,000円、右

の欄の県職員人件費としまして673万円を支出し

ておりまして、その内容といたしましては、そ

の下の枠、主な県財政支出の内容にありますよ

うに、①の事業は、林業への新規就業を希望す

る人たちへの相談指導等を行うもの、②の事業

は、林業作業士の養成を行うもの、③の事業は、

林業就業希望者に対しまして就職ガイダンス・

現地見学会を行うもの、④の事業は、高校生を

対象にした林業体験や森林・林業体験教室を行

うもの、⑤の事業は、素材生産の低コスト化に

必要な運転技能講座を行うものであります。

その下の枠、実施事業につきましては、①の

林業にかかわる相談・指導業務から⑥の林業機

械の共同利用業務まで、６つの事業を実施して

おります。

その下の活動指標としましては、①の相談件

数及び職業講習会・研修会等参加者数を上げて

おりまして、目標値の365人に対し、平成27年度

の実績は357人と目標値をわずかに下回っており

ます。

次に、②の共同利用機械実動平均稼働月数を

上げておりまして、目標値6.5カ月に対しまして、

平成27年度の実績は10.3カ月となったところで

ありまして、目標を達成しております。

次に、176ページをお開きください。

財務状況についてであります。

左側半分が正味財産増減計算書、右側が貸借

対照表となっております。

まず、左側の正味財産増減計算書の27年度の

状況でありますが、一番上の経常収益は、１

億2,245万2,000円、その下の経常費用は、１

億1,151万5,000円で、当期経常増減額は、1,093

万7,000円となっております。

次に、経常外収益は484万8,000円、その下の

経常外費用はゼロ円で、当期経常外増減額は484
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万8,000円となっております。

なお、経常外収益は、高性能林業機械等を売

却したことによる固定資産売却益となっており

ます。

次に、中ほどにあります法人税・住民税及び

事業税としまして、２万1,000円を計上しており

まして、その結果、その下の行にあります当期

一般正味財産増減額は、当期経常増減額に当期

経常外増減額を足したものから税額を差し引い

た1,576万4,000円となっております。

次に、下から５行目、一般正味財産期末残高

は、１億1,152万6,000円であります。下から２

行目、指定正味財産期末残高は、1,629万1,000

円となっております。

この結果、財務状況の一番下、正味財産期末

残高は、１億2,781万7,000円となったところで

あります。

次に、右側の貸借対照表の27年度の状況であ

ります。一番右上の資産につきましては、その

下の流動資産と固定資産を合わせまして１

億3,506万9,000円であり、その下の負債につき

ましては、流動負債と固定負債を合わせまし

て725万2,000円となっております。

資産から負債を差し引いた正味財産は１

億2,781万7,000円となっております。

財務状況の下、財務指標につきましては、①

の自己収入比率を上げておりまして、中央の右

側、平成27年度の欄でありますが、目標値50％

に対しまして、実績値は62％となっております。

これは、高性能林業機械の平均稼働月数が向上

したことによりまして、自主事業の収益が増加

したことによるものであります。

最後に、ページの下半分、総合評価でありま

すが、枠内の右側の県の評価にありますように、

活動指標については、新規就業者や林業事業体

を対象とした相談件数及び職業講習会・研修会

等の参加者数は目標値をわずかに下回ったもの

の、高性能林業機械の共同利用の平均稼働月数

については、目標値を大きく上回っております。

また、財務関係では、高性能林業機械導入促

進事業に積極的に取り組んだことにより自主事

業である高性能林業機械利用料の収益は前年度

より約470万円増加するなど、自立性が高まって

おります。

今後も、引き続き自主事業である高性能林業

機械導入促進の事業ＰＲに努めまして、収益増

を図るとともに、その管理・運営体制の継続的

見直しを行うなどによりまして、経営基盤の強

化を図っていく必要があると考えております。

説明は以上であります。

○右松委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

報告事項についての質疑をお願いします。

○図師委員 では、まず、林業公社の件からお

伺いしたいんですが、県の評価にもありますよ

うにかなり厳しい財務状況ではあります。その

要因の一つとして、別の資料でも取り上げられ

ておりましたけれども、主伐の売り上げは、ま

あまあ計画よりは実績のほうが上回っておるん

ですが、間伐の売り上げが伸びてないと。計画

からするともう３分の１以下になっております

が、私が考えるに、木質バイオマスなり、稼働

は十分しておりますが、間伐がうまく流れてい

ないんじゃないかなという懸念もありますけれ

ども、この実態はどうなっているんでしょう。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 公社有

林9,400ヘクタールございますが、そのほとんど

が既にもう標準伐期を過ぎております。それで、

今後、契約満期を迎える分収林がふえていく関

係で、現在、長伐期施業に転換を進めておると
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ころでございます。そういうところで、長伐期

に持っていったやつを間伐していくということ

で、森林所有者の方々には協議をしているとこ

ろなんですけれども、実際所有者の方々も高齢

の方がふえておりまして、先延ばしするんでは

なくて、早く始末をして現金を受け取りたいと

いう方が多くなっておりまして、なかなか間伐

に対して了解がもらえないという状況がござい

まして、計画どおり間伐が実施できていない状

況にあります。

○図師委員 先ほども言いましたが、間伐が順

調にできていないということなんですが、木質

バイオマス発電所への燃料材の確保というのは、

以前ほど枯渇の傾向にはなくて、逆に言うと潤

沢に、また、保留材もかなり確保をできている

という話も聞くんですが、ここの間伐が余り回っ

ていないということは、以前もちょっとありま

したが、Ｂ材、Ｃ材、そこらあたりももうそち

らに回されている可能性もあるということなん

ですか。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 林業公

社の山につきましては、手入れがかなりよくさ

れておりますので、ほとんどがＡ材、Ｂ材とい

うことになります。ただ、実際に端の部分とか、

根元の部分、そういうところについては、これ

までは販売の対象となっておりませんでしたけ

れども、今、木質バイオマス発電施設がある関

係で、今まで利用されていなかったその辺の部

材につきましても、販売対象として売り払って

おりまして、その分がバイオマスの資源として

流れていっていると考えております。

○図師委員 ここにあります第３期経営計画で

すか、私も、この内容はちょっと正確には覚え

ていないんですが、30年スパン、40年スパンと

かいうもので公社の経営を黒字化していくとい

うような計画もあったかと思うんですが、この

３次計画はそうじゃないかもしれませんけれど

も、健全な事業運営に関して、ここ数年、特

に26、27、28と今年度も含めた流れというのは

長期健全化計画の流れには沿っているんですか。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 経営計

画につきましては、10年単位でつくっておりま

す。29年度までが第３期経営計画という時期に

なっておりまして、一応今の公社の状況は、こ

の計画に沿ってほぼ行ってると、改善が進んで

いるという状況でございます。

○図師委員 もう最後にしますが、今、ひとこ

ろよりは材価が落ちてはきているとはいえ、10

年ぐらい前からすると、まあまあ高どまりの傾

向にあるのかなと思うんですが、ここにきて主

伐材の売り上げをさらに伸ばすとか、伸びてい

く傾向があるとか、そういう見通しはいかがな

もんなんですか。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 主伐に

つきましても、計画的に伐採をしていくという

ことで、毎年、約200ヘクタール前後を伐採とい

う計画を組んでおります。それに基づきまして、

実際そのときの材価なども加味しまして、多少

増加をさせたりとか、そういうことはしており

ますけれども、経営計画に沿った伐採を行って

おります。

○図師委員 計画ももちろん大切ですけれども、

今、言われたのは伐採計画のほうだと思うんで

すが、いわゆる経営計画の好転化を図るための

時々の、年次年次の伐採の増加というのは、臨

機応変にされていくべきだと思います。

○長友みやざきの森林づくり推進室長 年度末

資金残高１億5,000万円以上、必ず確保をすると

いうことが、林業公社の経営には絶対必要であ

りますので、そのためには計画面積は、主伐面
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積はありますけれども、収支状況を見ながら、

不足するようであれば伐採もふやしていくとい

う格好で、金額を１億5,000万確保するというこ

とでの経営を進めているところでございます。

○図師委員 積極的なそういう現場判断を期待

しております。

もう一つ。環境整備公社についてなんですが、

初歩的なところからちょっと教えてほしいんで

すが、経営主体が宮崎市に移行されていく中で、

今まで県が出資をしている出資金並びに県の損

失補償に関する債務残高とか、このあたりの取

り扱いはどうなるんですか。

○温水循環社会推進課長 産業廃棄物の事業の

ほうで、累積の赤字が今年度で約６億1,000万ぐ

らいあります。ただし、今年度から西都児湯地

域の安定型最終処分場の埋立枠が不足するとい

うことで、公社が持っています産廃分の埋立枠

を転用して使ってもらうことになりました。そ

れによって、大体平成32年までで５億少々が収

入として入ってくることになります。それで、

結果的に、今の見通しでいきますと４億少々が

不足をすると、要するに累積赤字として残ると

いうことになるんですが、当然県としてはそれ

を回収する必要があります。それについては、

回収自体は可能な計画になっておりまして、最

終的に公社が持っております資産がございます。

土地とか建物、これが簿価で８億8,000万程度あ

ります。それらを売却することによって最終的

には県が貸し付けております貸付金については、

全て返却が可能と考えているところであります。

○図師委員 今の説明ですと、公社が持ってい

る土地に関係団体の搬入を受け入れることで、

平成32年まで収入が得られて、そのうちから債

務のほうに充て込まれるということなんですが、

それでもまだ４億強残るということで、それは

平成32年度以降も返却を求めていく、年次的な

県への債務責任を果たしてもらうという計画に

はなっているんですか。

○温水循環社会推進課長 ※１平成33年以降は、

新たな運営主体として宮崎市になる予定です。

そのために、それまでに県が持っておる資産等

を売却いたしまして、その枠としては十分ある

と認識をしておりますので、それを売却するこ

とによって清算可能と考えております。

○図師委員 済みません。理解がうまくできて

いないところもあるんですが、県が持っている

資産を売却してしまえば、例えば、今の公社が

持っている土地の中の一部であったりとか、建

物の一部であったりとかいうことになりかねま

せんか。

○温水循環社会推進課長 公社が持っている部

分以外は、宮崎市を初め関係市町村が処理をし

ているということになります。したがいまして、

平成33年以降は宮崎市が運営主体になる予定で

すので、宮崎市さんが中心にその資産を運用し

ていくということになって、県は平成32年で公

共管理を終了するに伴って、そこで清算をさせ

ていただくと。それに向けて、今現在、もう準

備に協議、着手をしているところであります。

○外山委員 その件で１点だけ。資産は宮崎市

に売るわけ、売却先というのは。そうなるわけ

ですね。33年度に。

○温水循環社会推進課長 ※２基本的には宮崎市

が運営主体になりますので、宮崎市のほうと交

渉をして宮崎市のほうに売却をするという形に。

○外山委員 県の債務を全部なくすということ

ですね。そういうことですね。

○温水循環社会推進課長 おっしゃるとおりで

あります。

※１、２ 23ページに訂正発言あり
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○右松委員長 環境整備公社のほうで、関連で

あればお願いします。

それ以外でもあればお願いします。いかがで

しょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、その他の報告事項が

説明時間19分ということでありますので、ここ

で一旦切らせていただいて、午後１時から再開

ということにさせていただきたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後０時58分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

○大坪環境森林部長 午前中の私の答弁の中で

訂正すべき点がございましたので発言をさせて

いただきたいと存じます。

午前中、黒木委員からの御質問で激甚災害指

定の件がございました。今回の熊本地震につき

ましては、４月24日に激甚災害に指定をされて

おりまして、治山ダムや林道等の工事につきま

しては、かさ上げの対象となります。しかしな

がら、今回の補正予算で計上している箇所は、

山腹の崩壊に伴う林地被害ということで、これ

は制度上、対象とはならないということでござ

いましたので、大変残念ですけれども、発言の

訂正をさせていただきます。

○温水循環社会推進課長 済みません。私のほ

うからも発言の訂正をお願いしたいと思います。

午前中の最後の質問で、図師委員と外山委員

から公社の資産処分について、私、宮崎市に売

却をする旨の発言をいたしましたが、平成33年

以降は宮崎市が運営主体になるんですが、平成32

年までは、宮崎市を初めとします10市町村と公

社が施設の共有者ということになりますので、

正しくは、宮崎市を初めとする10市町村に対し

て売却をするということであります。訂正をし

て、おわびを申し上げます。

○右松委員長 それでは次に、その他報告事項

に関する説明を求めます。

○大西環境森林課長 報告事項の１点目であり

ます。第七次宮崎県森林・林業長期計画の「平

成27年度取組の概要」について御説明をいたし

ます。

そこに資料はございませんけれども、この計

画につきましては、平成23年度から32年度まで

の10年間を計画期間とするものであります。昨

年度、平成27年度はその中間年度に当たります

ことから、その内容を見直しいたしまして、改

定を行ったものであります。

それでは、御説明をいたします。お手元の資

料２をごらんいただきたいと思います。記載内

容に一部誤りがございましたため、差しかえを

させていただいております。まことに申しわけ

ございません。

この資料につきましては、そこにありますよ

うに、要約編と本編で構成をしております。本

日は、要約編に沿って説明をさせていただきま

す。

めくっていただきまして、資料の１ページを

お願いいたします。

まず、１の計画の概要でありますが、黄色の

枠内にあります本県の森林・林業・木材産業の

目指す姿を踏まえまして、その下の緑色の枠内

にあります基本目標、低炭素社会づくりをリー

ドする力強い林業・木材産業の確立と山村の再

生を掲げまして、３つの施策の基本方向、これ

に沿いまして施策を推進しております。

次に、２の平成27年度における取組の概要に

ついてであります。
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（１）人と環境を支える多様で豊かな森林づ

くりでありますが、①にありますとおり、植栽

や間伐等の支援を行いまして、資源循環の森林

づくりなどに取り組みますとともに、②にあり

ますとおり、計画的な施業による適正な森林管

理などに努めたところであります。

その下のグラフですが、間伐実施面積は前年

度を上回ったものの、国庫補助の対象となる森

林の減少などから、中間目標値、これは長期計

画の中間年度に当たります平成27年度時点での

目標値でありますが、その達成状況は52％となっ

ております。

また、再造林面積につきましては、森林整備

事業の中でも植栽を優先的に実施しましたこと

などにより、前年度及び中間目標値を上回った

ところであります。

２ページをごらんください。

③にありますとおり、林地の保全や保安林制

度の適正な運用に努めますとともに、計画的な

治山事業の実施などに取り組んだところであり

ます。

保安林指定率は、中間目標値を若干下回った

ものの、山地災害危険地区の治山事業着手率と

ともに、ほぼ計画に沿った実績を上げておりま

す。

次に、（２）循環型の力強い林業・木材産業づ

くりについてであります。

①にありますとおり、施業の集約化等を進め

ますとともに、資源の循環利用システムの確立

に向けた取り組みを進めたところであります。

森林整備による二酸化炭素吸収量を認証する

オフセット・クレジット認証森林累計面積は、

前年度と同じ面積となっておりますが、中間目

標値の約２倍となっております。

また、②にありますとおり、素材生産のさら

なる効率化・低コスト化、大径材にも対応した

伐採・搬出など、合理的で安定的な原木供給体

制の整備に取り組んだところであります。

素材生産量については、27年実績値は178

万7,000立方メートルと、前年値及び中間目標値

を上回る成果を上げたところであります。

３ページをお願いいたします。

③にありますとおり、製材品の加工・流通体

制のさらなる効率化等によりまして、競争力の

ある木材産業の構築を図ったところであります。

製材品出荷量は、80万1,000立方メートルと、

前年値を上回りまして、ほぼ計画どおりの成果

を上げたところであります。

次に、④にありますとおり、官民一体となっ

たチームみやざきスギによる販路拡大など、県

内外での県産材の需要拡大に努めたところであ

ります。

木材輸出額は、前年度をわずかに下回ったも

のの、中間目標値を大きく上回っております。

公共建築物における木造率は、前年度及び中

間目標値をともに上回っております。

次に、⑤にありますとおり、シイタケなど特

用林産物の生産体制の強化や品質の向上を図っ

たところであります。

乾シイタケ生産量及び木炭生産量ともに、生

産者の減少や高齢化などの影響で年々減少傾向

にありまして、中間目標値を下回っております。

次に、４ページをお願いいたします。

⑥にありますとおり、試験研究機関の研究員

等の資質向上を図りますとともに、現場ニーズ

を踏まえた試験研究に取り組んだところであり

ます。

林業技術センター及び木材利用技術センター

の研究成果の移転累計件数を掲げておりますが、

両センターとも中間目標値を達成しておりまし
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て、研究成果が順調に移転されている状況にあ

ります。

次に、（３）森林・林業・木材産業を担う山村

・人づくりについてであります。

①にありますとおり、治山施設の設置などに

よる安全で快適な生活環境の確保や、②にあり

ますとおり、意欲ある林業事業体の育成や新た

な担い手の確保・育成などに取り組んだところ

であります。

森林施業プランナーの育成につきましては、27

年度までの実績が累計で80人となり中間目標値

を上回っております。

林業就業者数につきましては、27年国勢調査

の確定値がまだ出ておりませんが、22年は2,690

人と17年の調査時からは約16％増加するととも

に、高齢化率は19％となり３ポイント低下して

おります。

また、③にありますとおり、森林環境教育に

取り組みますとともに、県民やボランティア団

体、企業など多様な主体が参画した森づくり活

動を推進したところであります。

森林ボランティア等による森林整備面積は、

前年度を下回ったものの、企業による森林整備

面積とともに、中間目標値を上回っております。

最後になりますが、５ページをお願いいたし

ます。

平成27年度の主な取り組み等につきまして、

写真をピックアップして御紹介をしたものでご

ざいます。次のⅡの本編につきましては、後ほ

どごらんいただきたいと存じます。

説明は以上であります。

○川井田環境管理課長 資料の15ページをお開

きください。

都城盆地硝酸性窒素削減対策実行計画（最終

ステップ）の策定について御説明いたします。

①の計画の策定の趣旨ですが、平成12年度に、

都城盆地内の浅井戸の13％で硝酸性窒素濃度が

地下水の環境基準を超えていたことが判明し、

水質の保全は重要な課題となっておりました。

そこで、当時、盆地内の１市６町からの要望

に基づき、平成16年度に都城盆地硝酸性窒素削

減対策基本計画を策定するとともに、協議会を

設立し、17年度から実行計画に基づき対策を推

進しているところです。

平成27年度末で当計画の第２ステップが終了

し、本年７月、協議会において最終ステップを

策定しましたので御報告いたします。

②の協議会の構成ですが、鹿児島県曽於市を

含む盆地内２市２町等で組織しております。

中ほどの図をごらんください。協議会の下に

幹事会を置き、対策の進行管理や実行計画の策

定等を行っていますが、具体的には、４つの部

会を組織し、それぞれ連携しながら対策を実施

しております。

最終ステップの計画期間は、平成28年度から32

年度までで、目標を「全ての井戸の硝酸性窒素

濃度を環境基準である10ミリグラムパーリッタ

ー以下とする」としております。

右のページをごらんください。

計画の概要です。

硝酸性窒素濃度を削減するためには、土壌等

への窒素の供給量を削減させることが重要です。

第２ステップの評価ですが、平成26年度の窒

素供給量が21年度と比較して4.9％減少しまし

た。これは、農用地への施肥が3.4％増加したも

のの、家畜排せつ物が15.5％、生活排水が8.2％

減少したものによります。

下の図２をごらんください。

110本のモニタリング井戸の調査結果でありま

すが、折れ線グラフで示した硝酸性窒素濃度の
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平均値は、調査を開始した平成17年から減少傾

向を示しておりますが、棒グラフで示した環境

基準を超過した井戸本数の割合に顕著な変化が

なく、今後も対策を継続して実施することが必

要であるとされました。

今後の主な取り組み内容ですが、アの家畜排

せつ物対策といたしまして、野積み、素掘りな

どの不適正な管理、これを監視することや、県

外を含めた広域へ堆肥を流通させることなど、

畜産経営者に対する啓発にあわせて実施してま

いります。

イの施肥対策ですが、適正施肥の推進や化学

肥料低減技術を導入すること、また、ＧＡＰ（農

業生産工程管理）を推進させるなど、農業経営

者に対する啓発を図ることとしております。

ウの生活排水対策として、公共下水道の計画

的整備や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ

の転換を進めるとともに、適正な維持管理を促

進するなど、住民啓発に努めてまいります。

エの地下水水質モニタリングですが、これま

で行ってきました110カ所の井戸水等の調査を継

続して実施していくことにいたしました。

今後もこの計画の推進と進行管理に努めてま

いります。

説明は以上です。

○廣津自然環境課長 委員会資料の17ページを

ごらんください。

３の野生鳥獣による農林作物等の平成27年度

の被害額について御報告いたします。

本件につきましては、農政水産部の審議にお

きましても、同じ資料を使いまして説明が行わ

れることになっておりますので、私からは、環

境森林部で所管しております特用林産物と人工

林の被害額等を中心に説明させていただきます。

まず、（１）の平成27年度被害の状況について

でございます。

平成27年度の被害額は、合計欄にありますと

おり、全体で６億2,200万円余で、前年度の約７

億100万円余より約7,800万円、率にしまして11

％の減少となっております。

このうち、①の部門別の表では、２段目のシ

イタケ、タケノコなどの特用林産物が2,500万円

余で前年度に比べ３％の減少、その下の杉やヒ

ノキなどの人工林につきましては、9,400万円余

で、前年度の約２倍の被害となっております。

次に、②の作物別被害の状況につきまして

は、27年度の被害額の多い順に記載しておりま

して、人工林が５番目、特用林産物が６番目と

なっております。

次に、③の鳥獣別被害の状況でございます

が、27年度は、前年度に比べまして、鹿が５％、

イノシシが21％、猿が５％の減少となっており

ます。

18ページをごらんください。

（２）の被害額増減の要因についてでござい

ます。

②の特用林産物につきましては、防護柵の整

備が不十分なところなどで被害が発生しました

ことから、シイタケの被害が増加した一方で、

タケノコの被害が減少したことから、全体とし

ての被害額は、前年度より減少しております。

③の人工林につきましては、造林面積の増加

に伴いまして、植栽後、間もない造林木への鹿

による食害がふえましたこと等によりまして、

被害額が増加しております。

次に、（３）の今年度の主な取り組みについて

でございます。

②の特用林産物につきましては、侵入防止ネッ

トや電気柵、人工ほだ場の整備を進めますとと

もに、鳥獣被害対策支援センターと連携しまし
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て、林内のほだ場での猿被害対策手法を検討す

ることとしております。

また、③の人工林では、ネットの下から鹿な

どが入りにくいように、地表にたるませた強化

型の防護柵設置の普及、定着を図ってまいりま

す。

さらに、④にありますように、国の交付金等

を活用した有害鳥獣捕獲に加えまして、県によ

る捕獲事業を実施するなど、捕獲対策を強化し

てまいります。

最後に、⑤にありますように、狩猟免許試験

を受験しやすい環境整備を継続しますとともに、

新たに初心者への捕獲技術向上講習会を実施す

ることによりまして、狩猟者の確保・育成を図

ることにしております。

続きまして、資料の19ページをごらんくださ

い。

４の建設工事等におけるコスト調査の実施に

ついて御説明いたします。

この調査は、公共三部が関係しますので、農

政水産部の審議、それから、商工建設常任委員

会でも報告をするものでございます。

まず、（１）の目的でございますけれど、今回

のコスト調査は、県が発注しました建設工事等

につきまして、受注した企業の採算性を分析・

把握するために実施するもので、最低制限価格

の検証を行うための基礎資料とするものであり

ます。

次に、（２）の調査内容についてでございます。

まず、①の調査対象案件の抽出でございます

が、公共三部が発注しました土木一式工事等の

建設工事や測量設計などの建設関連業務のうち、

平成27年４月１日以降に発注して平成28年６

月30日までに完成したものの中から、地域や工

種、契約金額等を考慮して抽出をいたします。

次に、②の調査票の作成でありますが、調査

対象案件の受注企業に調査票を送付しまして、

決算金額における直接工事費や間接工事費など

のほか、決算金額と契約金額との差異が生じた

理由等についても任意に回答していただくこと

としております。

直接工事費などの工事費の構成につきまして

は、右のページに記載のとおりとなっておりま

す。

次に、③の集計・分析でございますが、調査

対象案件ごとに決算金額と契約金額から損益率

を算出しまして、損益率に影響を与える要因別

に分類しまして、採算性についての分析を行う

ことにしております。

最後に、（３）の調査実施期間でございます。

調査期間は、平成28年７月から29年３月までと

しておりまして、調査のスケジュールとしまし

ては、これまでに、調査票の郵送や各地区での

説明会を終えておりまして、10月上旬までに調

査票を回収し、その後、集計・分析を行います。

それらの結果を踏まえまして、最低制限価格の

見直しの必要性について検討を行うことにして

おります。

説明は以上であります。

○三重野みやざきスギ活用推進室長 それでは、

その他報告事項、５番目、県産材等の需要拡大

に係る当面の取組について御報告させていただ

きます。

委員会資料21ページでございます。

県産材の需要拡大が図られますよう、国内外

に向けて、この秋、お手元の資料のような取り

組みを予定しているところでございます。

簡単に紹介させていただきます。

１番目の九州地区木材青壮年会連合会九州地

区大会でございます。木材青壮年会連合会とい
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いますのが、木材にかかわる企業の若手の経営

者を中心とした団体でございまして、日ごろ商

売でいろいろとライバル関係にあるんですが、

こういった講習の機会を設けまして、お互いを

切磋琢磨しながらいろいろ取り組みを進めてい

こうと、お互いに共存共栄を図っていこうと、

そういった会でございます。こちらの九州地区

大会が９月17日に日南市において行われる予定

でございます。

続きまして、県産材活用セミナーでございま

す。こちらにつきましては、これまで余り木材

が使われていませんでした非住宅といったとこ

ろに新たな分野での木材利用を進めると、こう

いった目的で、木材業界はもとより設計者や建

築業の関係団体、都城高専など、建築関係者に

幅広くお声かけをして、新しい木材利用といっ

たことをテーマにしてセミナーを開催すること

としてございます。今回、ＣＬＴなど新たな部

材を使った建築事例に精通しております住友林

業の杉本さんといった方をお招きいたしまして

御講演をいただくこととしてございます。

３番目の林産物等台湾市場調査でございます。

こちら、シイタケあるいは木材の新たな販売先

ということで台湾というところに注目をしてい

るところでございます。こちらの市場状況であ

るとかプロモーションといったところを事前に

調査をしてまいるといった取り組みでございま

す。

４番目の韓国木造軸組構法入門セミナーでご

ざいます。今年度に入りましても、釜山、ソウ

ルと続きまして、３カ所目、４カ所目の開催と

なります。これまで開催をしましたところ、日

本の在来軸組構法に対する関心というのは非常

に高く、各回100人を超えるお客様にお越しいた

だいているところでございます。これまでの２

回のセミナーを通じまして、実際に新たな商談

が始まるといった効果も見られ始めているとこ

ろでございますので、引き続き、海外に対して

アピールをしていきたいと考えてございます。

５番目の、25年連続杉生産日本一記念式典に

つきましては、現在、詳細検討中でございまし

て、日程と場所のみの御案内でございますが、

今後につながるといったものとして企画してい

きたいと考えてございます。

このほか、住宅フェアでの県産材のアピール

であるとか技術開発であるとか、さまざまな取

り組みがございますが、こういったいろんな支

援を通じまして、引き続き、県産材の需要拡大

といったことが図られるよう努めてまいるとい

うことで考えてございます。

説明は以上でございます。

○右松委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

その他報告事項についての質疑はありますで

しょうか。

○山下委員 まず、第七次の長計の報告なんで

すが、木材の搬出量が、丸太の生産量がかなり

な増加になっているという報告ですよね。その

中で、私、いつも感じるんですけれども、製品

が売れないから原木をなかなか上げてくれない、

そういう状況はずっと続いているんですが、本

当に丸太の搬出がふえてくる中で、やっぱり林

家の手元に残る再生産可能な、後、植栽してい

くための山元に残る施策というのは本当に生き

ているのかなということをいつも疑問に思って

いるんです。例えば、製材業の人たちには、以

前、十何年前から20年近く前から、品確法で木

材を乾燥しないといけないということで、各製

材業者が乾燥施設を入れたり、製材効率を高め

るためのいろんな事業が製材業にあると思うん
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です。だけれど、それが、製材業もそれに補助

を入れて合理化して、何とか安い製品の製造、

原価を下げること、これはもう企業努力でやっ

ていると思うんですが、費用を入れた分だけ、

補助を突っ込んだだけ、山元に残ってきている

かということが非常に不透明だなという思いが

あるもんですから、そこの評価というのはどの

ようにされていますか。

○那須環境森林部次長（技術担当） 委員のおっ

しゃるとおり、林業と申しますと、山から川ま

でということで、木材産業にはかなりの施設整

備をして製品の付加価値化に努めてまいりまし

た。それで、昨今、木材価格というのは１万円

時代と言われてきておりまして、山元に返すに

は低コストということを主眼に置いて、山村の

活性化、手元に残るような施策に努めてまいり

ました。

今、主伐の時期になっておりますので、切っ

てすぐに植えるということは必要だということ

で、低コスト化、それから、苗の供給も大切で

ありますので、そこら辺は県民が一体となって

取り組んでいけるようにしたいと考えておりま

す。

木質バイオマスも出てきておりますので、こ

こ一、二年は木材価格が平均価格で申しますと

１万円以上ありますので、四、五年前の6,000

円、7,000円台とは違うような利益は残ってきて

いるのかとは思っておりますが、非常に歩みの

のろい状況ではございます。そこら辺は一体と

なって公共事業の予算の確保に努めてまいりな

がら、宮崎県は日本一というふうに言われてお

りますので、それに向かって全員で推進してま

いりたいと考えております。

○山下委員 製材業者の損益分岐点です。例え

ば、皆さん方が分析して、丸太を最大で何ぼま

で買ったときに、値上がりしたら、製品出荷の

価格に対して合わないんだとか、業界とのそう

いう話し合いというのはされていないんですか。

例えば、やっぱり丸太の買い入れをここまでは

上げてくれよとか、そういう業界との話し合い

というのは積み上げをされていないんですか。

どうしても製材業界の皆さん方の動向を見てい

ると、僕は、経営は悪くはないと思うんです。

新たな設備投資の状況から見て。あの人たちは

やっぱり利益を確保するために、いかに原木を

安く買うかということにどうしても特化をして

いるような気がするもんですから、これだけ７

割が山を占める宮崎県の特徴もあって、もう伐

期も来て、どんどん更新を進めていかないとい

けない。その中で、本当に製材業界の人たちに

ここまで上げてくれよとか、そういう交渉のつ

なぎということはしてないんですか。

○那須環境森林部次長（技術担当） 委員のおっ

しゃるとおり、製材業は非常に基盤整備をして

おります。それで、製品も付加価値をつけて売

れるような状態になっております。ただ、川下

がといいますと、やっぱり少しでも安く原木を

仕入れたいというのはもう常でございますので、

そこについては、山手側としての価格交渉の場

と申しますか、そういう民民の取引になります

んでなかなか難しい点はございますが、情報交

換会は常にやっておりまして、それぞれの地区、

業界等と話し合いの場は持つようには心がけて

おりますが、基本的には民民で決まる価格交渉

ですので、そこまでは深く突っ込めていないと

ころは事実でございます。

○山下委員 何だって需要と供給のバランスと

いうのがあると思うんですが、材が何ぼでもあ

るんだと。だから、やっぱりメーカーが、買い

手市場の原理がずっと続いているような気がす
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るんです。補助金の窓口にもなっているわけで

すから、そこ辺を行政指導として、ある程度、

林家の再生産可能な水準というのを、今、言わ

れましたけれども、私は１万ちょっとで、今、

これだけやっぱり労働力が不足している山の現

状を見るときに、立米１万円ちょっと超えるぐ

らいで林家は採算をとれるんですか。

○那須環境森林部次長（技術担当） 確かに平

均価格、Ａ材からＣ材、Ｂ材までの平均が１万

四～五百円というところでございます。私たち

の机上の上の考えでは、やはり１万2,000円はあ

りたい。諸塚村の村長さんに聞きますと、やは

り１万5,000円は欲しいということで、もっとも

だと考えております。しかし、市場の流れ、外

国材との競争もあり、なかなか飛躍的に上がる

ということは望めませんので、それについては

いろいろ協力をしながら進めていきたいと思い

ます。

今、本県は、約二千二、三百ヘクタールぐら

い伐採をしておりますし、再造林も1,800程度、

全体でしますと約７割５分程度は再造林をして

おりますが、このまま同じペースで切り続けて

いけば資源の枯渇というところも気になります

ので、今のつかみでは、20年、30年、今のよう

なのが続いても宮崎県の地位は揺るがないと思

いますけれども、これから先の50年、100年と、

子子孫孫まで続いていくかということを考えた

ときに、やはり今のうちに切ったら植えておか

なくてはいけないということがございますので、

それについてはしっかり努めていきたいと思っ

ております。

○山下委員 細かい数字は、もうここでは申し

上げませんが、毎年、伐採される面積に対して

再造林化、その辺が県北に比べて県南が非常に

植林率がおくれてるということなんですが、やっ

ぱりその辺の問題解消というのは、私は、価格

をある程度、言われた、１万2,000円、１万5,000

円ぐらいに限りなく近づけていくことがより起

爆剤になろうと思うんです。そのことをしっか

りと業界側とも取り組んでほしいなと。そのこ

とは要望しておきたいと思うんですが、４ペー

ジの中で、森林施業プランナーの育成というこ

とで、目標数値を80名確保ができたらというこ

となんですが、年次、ずっとこういうデータが

出ている中で、定着率というのはどれほどある

もんですか。プランナーですから指導者的な立

場だろうけれども、こういう育成をした人たち

は、山里にずっと100％残っていくもんですか。

○渡森林経営課長 森林施業プランナーとい

いますのは、森林組合等の職員でございまして、

こういう伐採をしたらいいとか、間伐をしたら

いい、造林をしたらいいという施業を組合員の

方に提示をするというか、そういう計画を提示

する役目の人たちでございます。

それで、この方々は森林組合の職員というこ

とでございまして、組合に定着した人間という

ことでございます。

○山下委員 私たちも森林組合の人たちと話を

すると、こういうプランナーを育てても、その

下に来てくれる作業員、ここの確保がもう非常

に厳しいと。いろんな事業ということは、森林

組合におろして、それで、こういう事業をやる

からこれをやってくれということでおろされて

くると思うんですが、やはり人材の確保という

のは非常に厳しい状況にあると思うんです。こ

の長計の中では、ある程度担い手も確保ができ

ているとかというような報告を聞いたところな

んですが、本当に現場というのをどれほど把握

しておられるかなという思いでいつもおるんで

すが、状況がわかっていたら教えてください。
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○下沖山村・木材振興課長 林業担い手の確保

のお尋ねだと思うんですけれども、担い手の確

保につきましては、国の緑の雇用事業、それと、

県の担い手対策事業によりまして、毎年160名前

後の新規の就業者数はいるんですけれど、それ

に、定年による退職者数、それから自己都合に

よる退職者数も含めまして、その方たちはやっ

ぱり百二、三十名いるということで、若干であ

りますけれども、数として確保はできているの

かなと感じているところでございます。

しかしながら、高齢化等も進んでおりますの

で、そういったところにも考慮をしながら、今

後いろんな事業を通じて林業就業者の確保に努

めてまいりたいと考えています。

○井上委員 事業拡大の推進というのは、これ

はやっぱり徹底してやるべきだろうと思ってい

ます。私の住まいが大塚ということもあるんで

すが、ちょうど西高とかの学校があって、新規

の住宅の着工と、それとアパートだとか、マン

ションだとか、建設というのがすごく多いとこ

ろでもあります。空き地になってしばらくする

と、もう４軒、５軒、新規で着工をされていく

というような状態なんです。マンションの建設

なんかもどんどん進んでいるわけですが、来る

材木がどこから来ているのかというのを見ると、

大淀川の空き地の土手側のところに県外から車

で来て、そのまんま積んでいって、そのまま持っ

てくるというのが目立つ。それはもう、前も私

は委員会でも言ったことがあるので、そのあた

りは常に考えておいていただきたいことの内容

の一つでもあるんですが、県産材の需要を拡大

するという、公共物を木造化していくというこ

とだけはよく聞くわけですけれども、ほかにハ

ウスメーカーに対して宣伝をしていくとか、書

いてあるわけですけれども、それの定着の状況

と、それと、それだけで本当に県産材の需要の

拡大と言えるのかどうか。新たな需要拡大をど

うしていくのかということについては、どのよ

うな考えを持っていらっしゃるのか、そこを聞

かせていただきたいと思います。

○三重野みやざきスギ活用推進室長 委員から

の県産材の需要拡大、これからの取り組み方針

ということでお尋ねかと思います。

お話のとおり、県産材の需要拡大をどうして

いくか非常に重要な話でございまして、私ども、

まず、家に使われるものをふやす。これが一番

重要なところでございますが、こちらについて

は、確かに住宅着工戸数のこれからの伸びとい

うこともございますので、こちらについては、

まず、今、持っている市場を取り逃がさないよ

うにしっかりと質を高めて売っていくというこ

とが一つあるかと思います。

そのほかに新たな需要ということで申し上げ

ますと、先ほど御案内をさせていただいた非住

宅分野、これまで木材が使われていなかった、

例えば鉄筋コンクリートで建っていた店舗であ

るとか事務所であるとか、そういったところに

新たに木材を使えないかといったことで今、取

り組みを進めているところでございます。具体

的には、内装に使っていただくだとか、建築方

法についても、鉄骨じゃなくて木造でつくって

も値段が変わらないといったことを伝えながら、

それは設計する側にでも伝えながら用途という

のを広げていきたいというのがございます。あ

るいは、内装材といったところにつきましても、

今であれば合板であるとか、クロスを張るといっ

たところが中心でございますが、こちらについ

て木造の腰板を使ってみるとか、そういった新

たな用途開発というところを進めていくという

ところがございます。また、海外の展開といっ



- 32 -

平成28年９月14日(水)

たところもございますので、御案内をしている

韓国への展開などを含めまして、しっかり出荷

を進めていこうということで考えてございます。

お手元、資料の長期計画の取り組みの３ペー

ジでございますが、製材品出荷量、昨年、71万

立方から80万立方ということで、着実にこれは

増加傾向にございますので、こういったところ

をさらに広げて、県内の木材が使われるといっ

た状態をつくっていきたいと考えてございます。

○井上委員 先ほど山下委員から、製材業の人

たちのこととかをもう毎回言われるわけですが、

それはすごく大切なことで、循環をしない限り

は経済の発展というのはないし、林業の発展と

いうのも絶対にないと思うんです。きのう、私

たちは林活議連の役員会をしたんですが、先ほ

ど言われたように、国内外ということも、その

中で、強く受けとめて、そのことも学びたいと

思っているところです。

ただ、誘導策といったらおかしいんですが、

ある程度、やっぱりなぜ木がいいのか、なぜ木

にしたほうがいいか、そして、木にするべきと

ころを木にしていくということを、どうやった

ら導き出せるのかということが、今までのよう

なやり方の中でそのまま進んでいったときにそ

れで大丈夫なのかと。大規模災害とか起こって

いて、ある意味では視点が、もうそれが随分変

わっているところもあるわけで、そういうこと

も含めて、どう県産材を有効活用していただく

かということを、しっかりもう一回、組み立て

ていただけるといいなと思っています。

一つの例として、私も何回も申し上げて恐縮

なんだけれども、福祉施設をつくろうとされる

方々のところのあそこあたりは、お話を聞くと、

小さかった施設なんかを大きくして一つつくり

たいと思うときに、そういうところへのアプロ

ーチというのが余りないわけです。普通の個人

住宅だとか、そういう公共的な施設に関しては

あるけれども。ここは、私はやっぱり見逃して

はいけないと思うんです。高齢者施設というの

は、小さくしていたやつを大きくしたり、大き

いやつを小さくばらしたりということを再三

やっておられるわけです。だから、本当に県産

材をどこで、どんなふうに利用をしていただく

かという。常に、企画的な発想だけではなく、

企画外のといったらおかしいんですけれど、新

たな需要拡大に向けてアプローチをしていくと

いう姿勢を持ったほうがいいのではないかと思

うんです。障がいのある子供さんたちがいるよ

うな障がい者施設については、本当に木のほう

がいいんです。ぶつかってもけがをすることも

なくて、自傷行為みたいなのともう間違うよう

なことが起こったりするわけで、絶対に木のほ

うがいい。そして、その木の使い方も、もっと

ちょっと違う形での木の使い方。普通の住宅を

建てるような使い方でなく、そういうのがプレ

ゼンできるようにしていくと、もっともっと需

要拡大をしていけるのではないかなと思うわけ

です。

だから、確かに大規模災害とかを考えたとき

に、多くの皆さんに利用をしていただいている

建築物はどうあるべきなのかという点での考え

方というのはそれぞれあるとは思うんですが、

もう少し知恵を出したらといったらおかしいん

ですけれど、そういう需要の拡大と、それと、

製材業の方たちとタイアップしたみたいな知恵

の出し合いというのが、そういうのがもう少し

考えられていくと、宮崎県産材ってもっと売れ

ていくのではないだろうかと、そして、効果の

出る予算の使い方ができるのではないかと思う

んですが、そのあたりをもう少し丁寧にやって



- 33 -

平成28年９月14日(水)

いただけるといいなと思っています。

18ページを見ると、確かにいろんなことをやっ

ていただいているとはよくわかっているわけで

すが、あえて言うなら、やはりもう少し視点を

変えたところでも木を使ってもらうということ

を丁寧にアプローチをしていく。そしてまた、

新製品を拡大していくということも、うちには

木材センターがあるわけだからいろんなことを

考えて、そういうことにもマッチしたような建

て方とか、そういうものもぜひ見つけ出してい

ただければと思うんです。そのあたり、もう議

論の余地はないんだという感じなんですか。

○三重野みやざきスギ活用推進室長 委員のほ

うから非常に貴重な御意見をいただきましてあ

りがとうございます。

本当にいろんな場面で木を使っていただくと

いうことは、私も進めているわけでございます。

委員がおっしゃられるとおり、木のよさという

のは私も非常にいいと売り込んでいるわけでご

ざいますが、私もいろいろ検討をする中で、例

えば、川崎市との連携というのを進めているん

ですが、これは、昨年いろんな委員会だとかで

やって、都市部での利用というのをさまざま検

討してまいりました。

その中で見えてきましたのは、やはり山地側

からすると木のよさがあるというふうに、思い

込みではないんですけれども、強い思いを持っ

ているわけでございますが、やはり都市部のほ

うからしますと、それをすぐ具体的に示してく

れと、その効果はどの程度かといったことがあ

るやに考えています。そういったこともござい

まして、今年度、内装だとかそういった場面で

使う際に、どういったことを伝えていけばいい

のか、あるいは技術的な知恵を乗り越えるため

にどういったことをやっていけばいいのかと

いったことを、都市部の家具メーカーなどを入

れまして検討会をやっているところでございま

す。そういった知恵も生かしながら、一つは内

装とかのよさ、また、都市部への新たな需要の

伝え方といったところをしっかりと検討をして

まいりたいということでございます。

また、福祉施設への木造の利用という御提案

がございました。実は、ことしも、木のあるお

もてなし空間整備事業という事業を一つ、持っ

てございまして、これは、空港、銀行だとか人

がよく集まる場所といったところの木質化を進

めている事業でございますが、こちらにつきま

しては、福祉法人といったところにも補助対象

を広げてございまして、医療法人のほうにも木

質化をしていただくということを進めていると

ころでございます。

また、こちらの事業の掘り起しがまだちょっ

とでございますので、私ども、さらにこういっ

たいいところがありますよといったことを伝え

ながら、木のよさを伝えていくと、実際に効果

もあるといったところをお示ししていきたいと

思います。本当にいろんな知恵を使いながら、

県産材の用途を広げていくということに確かに

終わりはございませんので、引き続き、できる

ことをしっかり積み上げていくということで取

り組んでまいりたいと考えております。

○井上委員 最終的にはこういうことを言いた

いわけですが、新年度予算のときに環境森林部

でいろんな事業を組み立てていかれると思うん

ですけれど、そのときにやっぱり新たな誘導策

というのを一回見せてもらいたいなというのが

あるわけです。今のままだと固定的なことしか

できないところがあるので、そうではなく、木

を使うということについての誘導策が本当に有

効なものになるような、いろんな場面のところ
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というか、これから建設がふえるであろうとい

うところに、そこに有効に働くような新規の事

業とかをぜひ出していただけたらなと期待をし

ています。

今度、できるやつは、お力添えいただいたこ

ともあって大変いいものができ上がると思って

います。普通の住宅とは違っていかにその人た

ちが、障がいのある人たちが暮らすのには普通

のうちではなぜだめなのかということとかもよ

くおわかりいただいて、ぜひ、また見ていただ

きたいなと思います。やはりそういうこととか

がマッチをするというか、そういうところの方

々が、次をアプローチしようとするときに考え

ていただけるような誘導策も含めて、少し知恵

を絞っていただけたらいいのではないかなと

思っています。ですから、ぜひそれをやってい

ただきたい。新規の事業ででも、また一回見せ

ていただきたいと思っています。もう今はひね

り出すようにして言わない限りはなかなかひね

れない、何も絞れないという状態ですので、絞っ

ていただけたらと思っています。

○三重野みやざきスギ活用推進室長 これから、

新しい予算の検討ということも始まりますし、

また、今年度、後半の事業展開というところも

ございますので、うまくそういったものをつな

ぎながら、しっかり絞り出したところをさらに

絞り出すような、よい施策というのを、知恵を

絞っていきたいと考えてございます。

○井上委員 それともう一つ。これに関して言

えば、再造林をどうしていくのかというのは、

もう山下委員が再三言われたので、大変重要な

ことだと思うので、そこも手だてをしっかりやっ

ていただきたいと思っています。

木質バイオマスのあれで、切られるのは、そ

れはもう切る理由があって切られているんだか

ら、それはそことして認めたとしても、植えな

いまま、そして、切るときの切り方もひどいま

んま山の中に入られて、あとどうにもならない

というような状態をそのままさらされるという

ことは、分収林なんかもそうなんですけれど、

それはちょっと見るに見かねるという状態にな

りますので、ぜひどういう形で再造林をしてい

くのかということをきめ細かにやっていただけ

るように。地域地域の山に、もちろん皆さん方

もよく御存じなんだと思うんですが、私は特に

宮崎を中心にぐるぐる回っていますので、山と

いう山を歩いたりするわけですが、本当に残念

な結果に今、なっているのは事実ですので、そ

こをどうやって再造林できるのか、本当にそう

いうことができるのか。地域の方に言わせると、

もうそこはもうそのままで、誰も植えないまま

終わるんではないかと言われたりもしますので、

やっぱりきめ細かな、切った人たちというのが

誰で、切った後はどうしていくのかということ

を誰が点検をするのかなと思うときもあります

ので、ぜひその辺をきめ細かにやっていただけ

たらなと思うんです。多分、山がはげていても

わからないんですよね。どうなんですか。

○下沖山村・木材振興課長 伐採現場としまし

ては、素材生産業者がやるもの、それから、森

林組合の作業班がやるものと、大体大まかに２

つに分かれると思うんです。中部管内は、かな

り県外からも素材生産業者は入っているという

ような話も聞いております。県内の素材生産業

者については、県の造林素材生産事業協同組合

─県素連に対して、伐採した後に再造林がで

きるような、そういった仕組みをやるように指

導はしております。ただし、県外の業者につい

ては、なかなかそこまで指導はしていなくて、

伐採した後、なかなか植えづらいような、その



- 35 -

平成28年９月14日(水)

まま切りっぱなしのような現場もあるのは把握

をしていますので、出先等を通じまして、伐採

現場パトロール等もやっておりますので、そう

いったところを重点的に指導はしていきたいと

考えています。

○那須環境森林部次長（技術担当） 再造林に

つきましては、もう委員がおっしゃるとおり、

我々の至上命題だと思ってやっておりますが、

民有林の所有者の方なんですけれども、大体伐

採の形式を見ますと、75％は相対取引というこ

とで、所有者と素材生産業者の方あるいは森林

組合の方等のお話で決まるというような状況が

言われます。あとの残りは、もう入札というこ

とで、どこが伐採されたかというのは、情報は

つまびらかになるような状況でございます。今、

考えておりますのは、相対取引分の１対１の取

引、75％分の伐採の仕方、初めから終わりまで

ということを特に注意して指導体制を強化して

まいりたいと検討をしております。また、それ

がすぐにできるかというと、実行を伴うもので

ございますので非常に難しいかもしれませんけ

れども、そういうところから始めていきたいと

今、考えておるところでございますので、また、

いろんな場面で御指導をいただきたいと考えて

おります。

○島田副委員長 長期計画のことなんですが、

炭素社会づくりというのが出てきておりますけ

れども、今までは循環型林業と環境がメインだっ

たと思うんですが、戦後71年になった後に、こ

れからの林業づくりというのは本当、非常に大

変な状況になると思うんです。それは、先ほど

から出ている木材の消費量というのがもう限定

をされてくるようになってくると、今度は森づ

くりを少し考えていかないと大変な状況になる

なという気がするわけです。

その中で、山を売るときに、木材を売るとき

に土地まで処分をするという、人口減少で地域

は過疎化になっていって、子供たちが都市部に

いるところは全部、全て山を放棄していくよう

な状況になっているわけじゃないですか。所有

者移転がなかなか難しいわけですから、この部

分を今度は行政が土地の確保をできるような、

それを簡単に所有者移転ができるように、ある

いは市町村がとるか森林組合が買うかというよ

うな状況の中で、環境林というような方法になっ

ていって、山の頂上まで植えずに、昔やった災

害防災対策林。山の頂上まで植えるんじゃなく

て里山から経済林を植えて、中腹に防火帯をつ

くったりとか、そういうような植え方をやって

いくようにしないと、もう量は決まっているわ

けですから、その中で環境林、低炭素社会をつ

くるための環境林整備にこれから取り組むよと

いうようなビジョンに変えたほうがいいんじゃ

ないかなという気がするんです。この長期ビジョ

ンの中に、森林、林業、木材産業と３つに区切っ

てありますので、この中でそういう将来的なも

のをやっていってもらいたいなという要望なん

です。今、先ほど伐採の現場の放置も言われて

いましたけれども、環境森林部長が、前回の質

問のときにきれいに指導をしていくよと言われ

ましたので、おいおいそれは直ると思うんです。

でも、県外業者が来た分については、宮崎市内

は特にやっぱり荒れ放題になっているわけです。

その部分を生かそうとすれば、やっぱり経済林

じゃなくて環境林のほうがいいんじゃないかと

思うんです。今後、長期ビジョンについてその

ような方針ができないものかなと思っているん

ですが、いかがでしょうか。

○那須環境森林部次長（技術担当） 放置林と

いいますか、土地まで買ってくれという方がふ
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えているというのは、最近とみに聞いておりま

す。県の予算としましては、森林環境税で市町

村が公有林化できると。特に重要な森林という

ことで決定したところはそういうことができる

としております。

それから、昨今、森林法の改正で森林組合県

連合会も森林の管理をできるというようなこと

が来年から施行をされると聞いておりますので、

そのあたりをうまく活用できるようにして、土

地まで買ってほしいという方が出た場合への対

処は検討をしていきたいと思っております。

○島田副委員長 今、言われたように、森林は

植えたら40年かかるわけです。長いスパンが要

るわけです。今、木質バイオマス発電に使う原

料代として早生樹というのを県が示してくれま

したので、利便性のいいところは早生樹を植え

てバイオ燃料に供給をする。経済林は一番土質

のいいところに、条件をつけたところに経済林

として指定をしていくようなことにしていけば、

うまくいくんじゃないかと思うんです。要は、

広葉樹林をどのようにしていくかというのが、

指定木がありますから、そのことをまた検討を

していただければ。

○那須環境森林部次長（技術担当） いや、おっ

しゃるとおり、ゾーニングのお話というふうに

承りましたけれども、市町村整備計画で大まか

には分けておりますが、なかなかそれは大き過

ぎてちょっとわからないというところがござい

ます。それはまさに今から森林データの情報を

特に集めて、それをもう少し細かく分析してお

示ししていくことが必要かなと思っております

ので、改定された長期計画の中にもそういうこ

とを含めて、杉一辺倒ではなくて、広葉樹も含

めた森林の造成ということを検討してまいりた

いと思っております。

○西山林業技術センター所長 済みません。今

の長計資料の６ページをごらんいただきたいと

思うんですけれども、この中に、今、島田副委

員長がおっしゃいましたように、資源循環の森

づくり、２つ目が、水源となる森林づくり、３

番目が、災害に強い森林づくり、その下が、人

の心を豊かにする森林づくり、そして最後に、

多様な生物を育む森林づくりということで、そ

れぞれの目的に応じた山づくりをするというこ

とで、まさに、委員のおっしゃったように、里

山は資源循環の山にする、上のほうは生物も住

むということで、長計の中できちっとうたって

おりますので、これを絵に描いた餅じゃなくて

実行に移していきたいと思います。

○島田副委員長 これを目的として、宮崎県は

森林県ですから、将来、宮崎県が酸素供給量を

どれだけやるよと、それで、炭素固定をどれだ

け、何トンあるよというものを示していって、

総合的な林業を守るというようなことをやって

いけば、経営林、公社造林、そういう部分を例

えば一つの団体に預けるというような方法をし

ないと、将来的には林業というのはなかなか業

として成り立たないような気がするわけです。

さっき出ているような林業公社もその中に入れ

ていく、県行造林も入れていくということになっ

てくると、逆に森林があるからこそ環境として

の交付金をもらえるような状況ができてくると

思うんです。数値をあらわすためにはやっぱり

そうじゃないと、固定量がないと数字はあらわ

れんじゃないですか。やっぱりこれをしっかり

守っていただければ、大きな事業が業としてな

るんじゃないかと思うんです。どうですか。

○那須環境森林部次長（技術担当） 委員のおっ

しゃるとおり、炭素固定量等を換算しますと、

本県は１兆9,000億ほど経済効果があると言われ
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ておりますので、それらのデータをちゃんと検

証しながら、そういうふうな社会的に必要な存

在として認められるというふうな交付税措置等

も関係者と検討をしてもらいたいと考えており

ます。

○山下委員 今、平成27年度で、伐採、丸太生

産が167万立方やったかな。皆さん方は、この長

計の中で最大どれぐらいまでの搬出の可能性と

いうか、200万立方までいくのかどうか。そこ辺

の数字はどう見ていますか。

○下沖山村・木材振興課長 前計画もそうです

けれど、今計画についても、平成32年度の目標

が190万立方メートルということで見込んでいる

ところでございます。

○山下委員 私は、需用と供給のバランスとい

うことを言うんですが、生産調整というのは無

理なんでしょうね。とにかく何ぼでも資源があ

るからと思って、やっぱりいろんな業界の人た

ちは足元を見ているのかなと。今の価格帯では、

いろんな事業を持ってきても再造林というのは

不可能だろうと思うんです。人手もいないし。

だから、抜本的にもうちょっと魅力のある山の

丸太価格帯に持ってこないと、僕は無理だろう

と思うんです。

それと、きょう、木材利用技術センター長が

お見えですが、ＣＬＴの話もちょっと、さっき

出たんですけれども、新たな技術展開、利用促

進というのは何かありますか。その２点を。

○小田木材利用技術センター所長 木材利用技

術センターでは、新しい杉の使い方ということ

で、先ほど技術移転という話もあったんですけ

れども、いろんな建物に木材を使いたいという

ことで、内装材あるいは木製の家具に使えるよ

うな木材自身の乾燥の仕方であるとか、あるい

は製材の仕方に加えて、家具をつくるための金

具、デザイン的にもすぐれたような外観である

ような机とか、そういうようなものをつくるよ

うな家具の開発といったのも進めているところ

です。

それから、先ほども話があったんですが、非

住宅の建物に使うということで、大断面の集成

材を使った、接合部に金物を使ったような大き

な建物をつくるための技術、それから、それに

加えて、ＣＬＴを使ったときにどのような接合

の方法がいいかとか、あるいは、建て方の細か

い建築の手順、それをどういうふうにしていけ

ば、もっと効率よく建物がつくれて、全体とし

てコストが下がるような木造の建物がつくれる

といったような技術開発も進めているところで

す。

あと、さらにもう一点なんですけれども、都

市部で木材を使うために、例えば、ウッドデッ

キであるとか、あるいは内装で床材として宮崎

の杉を使ったときにどのようなメリットがある、

においであるとか、あるいは足ざわりであると

か、さまざまな面も言われているわけですけれ

ども、それを実際に使ったときに、あるいは、

薬剤を注入したときに耐用年数が10年、15年も

つようなことができるというような技術につい

ても今、検討を進めているところです。

○下沖山村・木材振興課長 １点目の生産調整

はできないかというような御質問ですけれども、

経済行為ですので、なかなかそのあたりを行政

が指導をすると難しい面があります。ただし、

各業界というか製材工場等と意見交換をする中

で、やはり安く材料、原木を買いたたくばっか

りじゃ、今後、立ち行かなくなってくるという

良心のある業界の方もいらっしゃいますので、

そういった方とも意見交換をしながら、そういっ

た考えが業界全体に広まるように今後、意見交
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換等を業界ともしていきたいと考えています。

○図師委員 17ページの鳥獣被害についてなん

ですが、人工林にやはり大きく被害がふえてお

るところなんですが、これは、再々造林が行わ

れているんですか。再造林の人工林が被害に遭っ

ているわけですよね。その後の対応を。

○渡森林経営課長 鳥獣害の被害で人工林が

ふえているということでございますけれども、

被害がふえた市町村というのを調べてみますと、

高千穂町、日之影町、日向市、美郷町、諸塚村、

椎葉村ということで、主に人工林の再造林が進

んだ地域ということでございます。この市町村

だけで約4,800万円余りの被害額が増加をしてお

りまして、この市町村の造林面積は878ヘクター

ルということで、26年度に比べまして150ヘクタ

ールほどふえておりますので、やはり侵食面積

がふえたことも一つの原因ではないかと考えて

おるところでございます。

森林整備事業で、防護柵というのを張ってお

りますけれども、後の管理が行き届かなくて防

護柵の下から潜り込みの被害があるとか、そう

いう事例もありますので、防護柵の管理等につ

きましては、今まで以上に指導徹底を図ってま

いりたいと考えております。

○図師委員 被害があった後の再造林、再々造

林というのは行われているんですか。

○渡森林経営課長 程度によると思うんです

けれど、全損ということで、もう全て被害で苗

木がだめになるということであれば、森林整備

事業の補助対象に再度なるということでござい

ます。樹勢が回復しまして整林をすることもあ

りますけれども、獣害にあうと一般的に成長が

おくれますので、形質も悪くなるという状況は

あるかと思います。

○図師委員 わかりました。続けて。先ほどの

口頭の説明はなかったようですが、資料の中

に、18ページの①の最後のほうに出てきている

んですが、ヒヨドリの被害が地元では大変多く

なっておりまして、キャベツとか白菜とか葉物、

果物以外のところでも被害が拡大をしていると

いうことで、このヒヨドリ対策なんですけれど

も、捕獲用のネットというか、網があろうかと

思うんですが、これが何か規格があって、余り

大規模に捕獲ができないというような話も聞い

ておるんですが、この対策の状況はどうなって

いますでしょうか。

○廣津自然環境課長 野生鳥獣害の被害の９割

は、イノシシ、鹿、猿というところで、残り１

割の中で、委員のお話がありましたヒヨドリと

か、あと、カラスとかそういったものが含まれ

ていまして、ヒヨドリについては捕獲、カスミ

網というものがありまして、それを使いますと

ヒヨドリなどの小鳥類、鳥類が捕獲しやすいん

ですけれど、これは使用を禁止されております

ので、使えない状況です。捕獲するとしたら、

やっぱり銃による捕獲がメインになってくるか

なと思いますけれど、それではちょっと効率が

悪い状況ということでございます。

○図師委員 私は、小さいころ、ヒヨドリなの

かムクドリなのかわからんけれど、よう網にか

けてとって、それを食っちょった。そんな頻繁

には食ってはなかったですけれど、地区で先輩

から羽のむしり方やら教えてもらって、たまに

食べよったような記憶があるんですけれど、何

で網は禁止になっているんですか。

○廣津自然環境課長 カスミ網が禁止になって

おりますのは、結局鳥側から見ると見えにくい

からかかるわけでございまして、ヒヨドリだけ

がかかるわけではなくて、ほかの鳥類もかかっ

てしまうというようなこともあって禁止という
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ことでございます。

○図師委員 捕獲には、もう銃でという話です

が、全然現実的じゃないと思うんですが、もう

本当キャベツ畑、白菜畑に数十羽一遍におりて

きて、好き放題やって帰っていくというような

話なんですが、追い払うぐらいしか、今のとこ

ろ対策はないということなんでしょうか。畑周

辺だけとか期間限定とかいう形で、カスミ網と

かいうのは使用できるような緩和策みたいなの

はないんですか。

○廣津自然環境課長 もう禁止ということで使

えなくなっております。守るためには、先ほど

もおっしゃったような追い払いとか、あと、小

さな畑とかでしたら、それこそネットで囲うと

いうようなことはできるかと。そういったこと

で守っていくしかないかなというところです。

○図師委員 また、生産者とちょっと協議をさ

せていただいて何か妙案がないか、また、出て

きたときにお伝えしたいと思います。

○廣津自然環境課長 鳥獣被害センターを設置

して、そこでいろんな捕獲の仕方、守り方を研

究して、また、皆さんにお伝えしていくという

こともやっておりますので、そういった中で有

効な方法がないか、また、検討させていただき

たいと思います。

○井上委員 都城盆地の硝酸性窒素削減対策実

行計画ですけれど、いよいよ最終ステップに入っ

てきたわけですけれど、32年度で目標とすると

ころまで本当に行けるのかどうか。そこのとこ

ろはどういう見通しなんですか。

○川井田環境管理課長 32年度で、一応この計

画は終了いたします。今、議員がおっしゃいま

すように、32年に目標を達成するのかというよ

うな御意見だと思いますが、非常に厳しいと考

えております。ただ、この対策は、やはり非常

に長いスパンがこれまで以上にかかるんだろう

なということは予想をしておりますので、32年

度、この協議会の計画は終了しますけれども、

その後のことについても、この協議会で今後ど

うするかということを協議しまして、また、対

策をとっていこうと考えております。

○井上委員 農地の堆肥を積んでおくこととか、

家畜排せつ物とか生活排水とかいろいろあるわ

けだけれども、人工的にやれといったら生活排

水というのは可能じゃないですか。コントロー

ルができる一番やりやすいあれなんだけれど、

都城盆地といっても広いわけだけれども、排水

処理施設の計画的な整備というのはそれほど難

しいですか。今、大体何％で、大体32年までに

どのくらいまでいけそうというような、そうい

う見通しというのはなかなかつくれないもので

すか。

○川井田環境管理課長 排水処理関係について、

今度、窒素を減少させるということは非常に重

要でございまして、実は、生活排水対策関係か

ら言いますと、この盆地全体のいわゆる負荷量

から考えますと大体５％程度の寄与率になりま

す。

一番最大限の問題は、やっぱり家畜排せつ物

の対策でございまして、この負荷が約半分ぐら

い、50％近くあります。ですから、要は、今後

一番取り組んでいきたいのは、農政のほうとも

一生懸命協力しながらですが、そこの家畜排せ

つ物を、まず堆肥化して、それを適正な施肥を

行って、余っている堆肥は都城圏外へ何とか出

していくと、あるいは燃料として焼却に使うと

か、そういったことで対策をとっていくのが最

大の、それが一番影響をするだろうなと考えて

おります。

○井上委員 いや、始まってから、今もう最終
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に入っているからという意味で質問をさせてい

ただいているんですけれど、家畜排せつ物の対

策については、都城盆地について私たち、そっ

ちのほうの水を飲んでいるもんだから、だから、

こんな太っているんだけれど。そういうことと

かがあって、考えられる内容であったし、そこ

については、やっぱり着目をしてきてずっとこ

れまで対策をとってきたのに、でも、やっぱり

今でもそこはなかなかうまくいかないというの

には、何かがあるということだと思うんです。

だから、確かに農政も努力をしてくださってる

けれど、そこをどうかして、やっぱり何か知恵

を出さないと、４年間の間に少なくとも到達は

できなかったとしても、厳しかったとしても、

ある程度減らしていけるような状況をつくり上

げていくための何かをしないと。28年度から言

えば５カ年だけれども、５カ年間でそんなふう

に少し変えることが、50％影響があるというと

ころのことをどうやって少し減らすことができ

るかというのは、よほどのことをやっぱり考え

て計画的にやらないと。だから、１年１年の事

業も含めてそうだけれども、どうやって予算を、

どんなふうに組み立てて、どんなふうにするの

かというのが、具体性はわからないので、そこ

んところを関係部署とはもっと丁寧に話さない

と、ずっとこのまま残っていく可能性というの

はあるのではないかなと思ってます。でも、家

畜排せつ物の処理の関係というのは、生活排水

もそうだけれども、これはやったほうがいいこ

となので、少し何か計画的にそこら辺はやれな

いのかなと気がかりなんです。例えば、鹿児島

県のほうが悪いっちゃと言われれば、また、そっ

ちかよという話なんだけれど、だけれど、ちょっ

と何かやっぱり知恵を絞る必要というのがある

んじゃないかなと思いますけれど。それはどう

なりますか。

○川井田環境管理課長 おっしゃるとおり、こ

の図２の表を、グラフを見てもこのとおりでご

ざいまして、ただ確かに、濃度的には、当初17

年からしますと下がってはきております。確か

に、これは下がってきておりますが、超過して

いる井戸の数がなかなか減らないということで

ございまして、地道でありますが、この努力は

ずっと続けていけば、いつかは濃度的には落ち

着いてくるんではないかなと考えています。た

だ、それが、あと５年で達成ができるかという

と、これは非常に厳しいと実感をしております。

おっしゃるとおり、この協議会は毎年毎年、

幹事会も開きまして、その対策をその都度評価

をしまして、また、その追加の対策はないかを

まだ入れていきますので、そういった面で、ま

た、農政とも協力をしながら、もちろん環境の

部門も一緒になって対策を講じていきたいと考

えております。

○井上委員 築地の豊洲のような状態にはなら

ないということを期待しておりますが、具体的

な策には具体的な予算措置が必要なのよね。だ

から、そこはどんなふうになるのかということ

が見えないわけ。結果、こうなりました、少し

数値が下がりましたという話はあったとしても、

その数値を下げていくための具体策は予算措置

が必要なのよ。だから、例えば農政側がそれを

持つのか、環境森林部が持つのか、それはちょっ

と事業としてどうしていくのかというのが、報

告だけを私たちは聞いておけばいいんですよと

いう話になるのか。そこのところがいつも報告

を受けるたびにわからないところがあって、だ

から、やっぱりこれをちゃんとするためには具

体策として、具体的に事業が立ち上がる、予算

措置はあってということなんだけれど、それが
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ないと、なかなか難しいんじゃないかなと思わ

ざるを得ないんですけれど。

○川井田環境管理課長 農政のほうもそれぞれ

の事業を組みまして予算化をして事業を行って

おります。例えば、家畜排せつ物対策でいきま

すと、堆肥の広域流通を今、やっておりますが、

攻めのみやざき堆肥流通促進事業というもので

行っているとお聞きしております。私たちの環

境管理課のほうで所管をしています合併処理浄

化槽の普及につきましても予算化をして、毎年

確保をしながら合併浄化槽への転換を進めてい

るところでございます。具体的に予算額が幾ら

かとかいうのは、ちょっとここで具体的にはお

示しが今のところできませんけれども、それぞ

れの部門部門で事業を行っておりますので、今

後ともしっかりと対策を行っていきたいと思い

ます。

○井上委員 環境管理課だけで具体的に全てを

しゃべれるということはないから、ちょっと汗

をかきながらというふうな答弁になるんでしょ

うが、また、これはやっぱり農政サイドとしっ

かりと、具体的な事業名と一緒に出てくるよう

にして、そして、こうやって数値を下げるとい

うことをしていかないと。何かはっきりしない

ものを常に報告を受けて、それに、これで最終

ですかと、いや、それは厳しいですという話を

繰り返さなければならなくなるので、やっぱり

そこは実行したほうがいいに決まっている内容

のものが出ているので、ぜひ、ここは農政サイ

ドに、私たちも発言をさせていただきますが、

農政サイドとしっかりと具体的な施策の中で具

体的な何かを導き出すということをぜひ丁寧に

やっていただいたほうがいいと思いますので、

そこを心がけていただいて、農政サイドと議論

をしていただきたいと思いますが。

○川井田環境管理課長 今後もしっかりと農政

サイドと協議をしながら対策を講じていきたい

と思っています。

○山下委員 私も都城出身ですから、この状況

は一番わかっています。都城盆地は、すり鉢型

なんだよね。井戸が地下120メーター、30メータ

ーぐらいのところに水がめがあって、45億トン

ぐらいの埋蔵量はあるよということで、それに

いずれ硝酸態が入ってくるんじゃないかという

ことで非常に懸念されている問題なんです。

それで、平成13年、家畜排せつ物の適正利用

というのが法整備をされて、それから改善がずっ

と進んでまいりました。それで、もちろん野積

みから養豚農家あたりの穴を掘ってふん尿の地

下浸透をさせていた。それも全面禁止になって、

そして、養豚農家も浄化槽をつけて、適正利用

というのはもうずっと進んできているんです。

それで、これは深井戸の結果ですよね。ちょっ

と確認をしていきたいんですが、浅井戸と深井

戸で110カ所が２回程度検査をされた数値がここ

に出ていると思うんですが、人体に影響する数

値というのはペーハー何ぼなの。

○川井田環境管理課長 環境基準が10ミリグラ

ムパーリッターとしております。飲料水の基準

も同じで、10ミリグラムパーリッターです。こ

の基準は非常に安全率を見越して決めておりま

す。実際に飲んで影響が出るのは何ミリグラム

ぐらいかと言いますと、体重１キログラム当た

り330ミリグラムです。ですから、体重３キロの

赤ちゃんが990ミリグラムを摂取したといたしま

すと、約半数が死亡をするというデータです。10

ミリグラムを摂取するのと、１リッター飲んで10

ミリグラム、それと990ミリグラムですから、か

なりの数字の差はありますけれども、その程度

になっています。
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ちなみに、日本では、この事例はまだござい

ませんが、欧米では飲料して、それで乳幼児が

亡くなるという事例はあるということで報告は

受けています。

○山下委員 これは浅井戸の結果ですから。以

前、市議会議員のころ、私も調べたときがあっ

たんですが、今、都城が四十五～六本、ボーリ

ングがしてあるんです。それで、ペーハーが4．

何ぼだったというような記憶をしているんです

が、人体に影響はありませんという結果なんで

す。今、浅井戸の水を飲んでいる人たちという

のも少ないと思うんです。都城盆地は、ほとん

どもう地下水が100％ですから。河川水を飲料水

に使っているわけでもありませんし、もう全部

地下水で間に合っていますから。

それで、実行計画の（２）の中の①、ここで、

農用地への施肥算定４％増、家畜排せつ物15.5、

生活排水が8.2％の減という、ここで統計が出て

いますが、これの調査した根拠というのは、こ

の数字というのはどういう調査のものですか。

○川井田環境管理課長 これはまず、農用地の

施肥でありますが、これは、ある面積にどんだ

け作物をつくったかということで、原単位を各

作物ごとに決めておりまして窒素量で換算をし

ております。これは農用地の面積で換算をして

おります。

家畜排せつ物につきましては、飼養頭数で、

そこへ排出される家畜のふん尿、これに単位を

掛けまして、窒素の排出量というふうに計算を

しています。実際にはかったわけじゃなくて、

あくまでも計算上で窒素の原単位で決めており

ます。

○山下委員 農用地への施肥算定４％増という

のは、これは化学肥料も入っているの。

○川井田環境管理課長 これも入っております。

○山下委員 化学肥料も入っているんだね。そ

れで、都城盆地も、いわゆる窒素の施肥量は多

いということで、過去七～八年前か、ニンジン

からやっぱり硝酸態のペーハーが高いというこ

とでニンジンの加工に持っていけなかった時代

があったんです。それで、施肥基準もしっかり

と守って、やはり堆肥の入れ過ぎはいけないと

いうことで、今、大分改善も進んできて、特に

もう鶏ふんなんかは南国興産に持っていって、

あそこで焼却をしていますから。発電のほうで

使ってくれていますから、非常に都城でもいろ

んな対策は講じてきていると思うんですが、い

ずれやっぱりここを改善していかないと、水が

めに浸透していった場合に、物すごい勢いで地

下水をくみ上げていますから、一日９万立米ぐ

らいだったかな。市役所のビルがあるんですが、

西館と東館の建物の容積ぐらいを毎日くみ上げ

ているということですから、かなり地下水を今、

くみ上げているんですけれども、やっぱりこれ

はしっかりと対策を講じて、意識を持っていっ

てやってもらわないといけないなという思いで

す。

硝酸態が深井戸に入っていくと、ボーリン

グ、120メーター～150メーターのところに入っ

ていくと、もう硝酸態というのは分解できる要

素がないんです。だから、今、都城では大きな

課題ですので、しっかりとこれは検証をしていっ

ていただくとありがたいと思いますが。

○川井田環境管理課長 今、深井戸の話が出ま

した。確かに、県と市のほうで深井戸を観測し

ております。大淀川の左岸側にあります深井戸

のほうでは、硝酸態はほぼゼロでございます。

だから、盆地の中の水がめみたいになっている

ところの左岸側ではまだ浸透はしていないと言

われています。ただし、右岸側のほうでは、ど
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ちらかというと三股寄りといいますか、そっち

のほうに行きますと、岩盤が手のひらを全て覆っ

ておれば全く問題がないんですけれども、少し

これが開いたような状態になっている。このす

き間から100メーター以上のところの深井戸のと

ころに入っているんじゃないかなと予想されて

おります。おっしゃるとおりでございまして、

濃度的には２ミリグラムパーリッターあるいは

３ミリグラムパーリッターぐらいの濃度で、今、

深井戸のほうも観測をされております。基準が10

でございますので、まだ、ずっと低いんですけ

れども、もうこれ以上、数値を上げるわけには

まいりませんので、しっかりと観測も続けてい

きたいと思っています。

○山下委員 いい話をしてくれたと思うんです。

大淀川の左岸側というのは霧島山系なんです。

霧島山系って山が高いですから下流域に物すご

い湧水が出るんです。だから、浸透するんじゃ

なくて、やっぱり上のほうに吹き出てくるとい

うことですから、その辺の違いかなと。

右岸側は鰐塚山系の、割と山が霧島山系に比

べて浅いですから、その辺の影響かなというこ

とは私たちも理解をしているところです。ぜひ

対策を講じてやってください。

○黒木委員 説明がありました県産材の需要拡

大に係る当面の取り組みについて、ここの中に

ないんですけれども、宮崎県は東京オリンピッ

ク・パラリンピックに木材利用促進というので

提案をしていますけれど、それの現時点での状

況、何らかの動きがあるのかどうか、わかりま

したら。

○三重野みやざきスギ活用推進室長 オリン

ピック・パラリンピックの県産材の木材利用と

いうことで、昨年から要望活動なりといったこ

とを進めてきたところでございます。現時点で

ございますが、建物の新国立競技場の実施設計

といった段階に入ってございまして、いよいよ

どの材料を使っていくかというところが明らか

になってくる。実施設計がまとまってまいりま

すのは10月から11月にかけてと言われておりま

すので、そこの計画が固まった段階で、また、

どの材を使っていくかということが明らかに

なってくるのではないかと考えてございます。

○黒木委員 今回、リオのオリンピックだった

んですけれど、開会式のときに非常に環境に配

慮をしているという物すごいメッセージが発信

をされて。世界に向けて日本が森の国日本だと

いうのを訴えて、そして、やっぱり国民にも木

材を使うこと、そして、森林を守ることが大切

なことだということもすごいメッセージになる

と思うので、林業をリードする宮崎県としては

もう積極的に、もう時間は余りないと思います

ので、これは一緒になって応援をしていけるよ

うによろしくお願いいたします。

○大坪環境森林部長 この件につきましては、

ことし当初からあちこちに営業活動に回りまし

て、本当にたくさんの方に話を聞いていただき

ました。今現在は、具体的に、どのくらいの量

をどのくらいの価格で集められるかという、そ

ういう見積もりの作業に入っている段階だと聞

いているところでございます。林野庁では、で

きれば全国の木材を使いたいという意向もあり

ますし、それともう一つは、東日本大震災の復

興のためにということもあって、東北の材もよ

り多く使いたいという意向もあるやに聞いてい

ますけれども、やっぱり林業県宮崎県としては

応分な使い方がされるように、最後まで努力を

していきたいと思っています。

ちなみに、新国立を設計した隈研吾さんの事

務所にも諸塚村長と一緒に行ってお願いをした
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んですが、隈研吾さんの事務所と諸塚のほうで

ジョイントをして木のおもちゃをつくっている

んです。それが今度フランスの大会に出展をさ

れるということで、木についてもいろんな利用

の方法というか、つながりがあるんだなという

ことも実感をしているところでございます。先

ほども木材の価格がどうのこうのという、とて

も重要な御提言があったんですが、やはりいろ

んな場面で木材の需要を拡大することが、ひい

ては価格を上昇することにもなろうかと思いま

すので、国内外に向けて需要を喚起するという

この戦略は精いっぱい努力をしてやっていきた

いと思っているところでございます。

○外山委員 １点だけ。建設工事におけるコス

ト調査、これは恐らく県土整備部の主導でやる

んでしょうけれども、これは非常にいいことだ

と思うんですが、この中で教えてほしいのが、

決算金額と契約金額との差異が生じた場合。任

意の回答だけれど、決算金額と契約金額の差異

が生じた理由、どっちのほうを想定されていま

すか。

○廣津自然環境課長 ここで調べようとしてい

ることについては、結局今、90％ぐらいの入札

率になっているんですけれど、その入札率の状

況で、結局決算をしたときに赤字になっている

工事が出てきているんじゃないかということで、

その分を決算金額の中で直接工事費の部分とか

間接工事費の部分、そういった細かいところま

で記載をしていただいて、どこに問題があるの

かということを、今回でいきますと、工事の種

類でもいろいろありまして、地域ごとでもあり

ますので、そういったところにふるい分けしな

がら、その原因の部分を突きとめていこうと。

それについて建設企業の方にも、こういったこ

とでという部分を、任意ということであります

けれど、書いていただきたいということであり

ます。

○外山委員 そうですね。結果を見た上でしょ

うけれども、いろんな事情がありますから公共

事業は総体量が減っている状況ですから、適正

な最低制限価格が上がるように、そういう結果

が出ることを望んでおります。

○右松委員長 ほかにありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、その他、何かありま

すでしょうか。

○廣津自然環境課長 本日、環境省のほうから、

本県で特定外来生物が発見されたという発表が

ございましたので御報告をさせていただきたい

と思います。１枚紙でプレスリリースのペーパ

ーをお配りしていると思います。

確認をされましたのは、スウィンホーキノボ

リトカゲということで、県内では初めての発見

になります。

１の捕獲の状況でございますが、ことしの８

月の18日と28日に日向市で捕獲されたもので、

飼い猫がつかまえてきたというようなことのよ

うです。

２番で、このトカゲの特徴でございますけれ

ど、原産は台湾で、体長二～三十センチ程度と

いうことで、アリやチョウの幼虫、そういった

ものの、いわゆる昆虫類を捕食するというよう

なことです。

３の懸念される影響ということで載せており

ますけれど、人に危害を加えるといった報告は

ないということでありますけれど、さっき言い

ました捕食で、昆虫に影響があると。そういっ

た昆虫を食べている在来のほかの動物、鳥類に

競合ということが想定をされるというような状

況です。
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対応状況、４でございますけれど、９月９日

に環境省のほうに同定を依頼しまして、１２日、

おとといですけれど、スウィンホーキノボリト

カゲということが確認をされたということで、

今後、市町村等への注意喚起のための通知を行

いたいと。それとあと、県庁のホームページで

県民の皆さんに向けての啓発をしたいというこ

とで考えております。

もう一つ、御案内がありますように、逆に県

民の皆さんからこういったものを見つけたらお

知らせいただきたいというような情報提供のお

願いもしたいと考えております。

最後、６の法律規制でございますけれど、こ

のトカゲは、新たに特定外来生物に指定をされ

たということで、10月１日以降は、飼育や販売、

譲渡、野外へ放す、そういったことは原則、も

う禁止されるということになります。

報告は以上でございます。

○右松委員長 質疑等があれば。よろしいでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、以上をもちまして環

境森林部を終了いたします。執行部の皆様、大

変お疲れさまでした。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午後２時40分休憩

午後２時41分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

あすは、10時再開としまして、農政水産部の

審査を行います。

その他、何かありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 なければ、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後２時41分散会
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午前９時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

農政水産部次長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

農政水産部次長
宮 下 敦 典

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
成 原 淳 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 福 嶋 幸 徳

農 政 企 画 課 長 戎 井 靖 貴

新農業戦略室長 牛 谷 良 夫

農業連携推進課長 山 本 泰 嗣

ブ ラ ン ド ・
原 拓 実

流 通 対 策 室 長

農業経営支援課長 大久津 浩

農業改良対策監 長 友 博 文

農 地 対 策 室 長 花 田 広

農 産 園 芸 課 長 甲 斐 典 男

農 村 計 画 課 長 竹 下 裕一郎

畑かん営農推進室長 山 下 恭 史

農 村 整 備 課 長 甲 斐 康 真

水 産 政 策 課 長 田 原 健

漁業・資源管理室長 外 山 秀 樹

漁 村 振 興 課 長 田 中 宏 明

漁港整備対策監 押 川 定 生

畜 産 振 興 課 長 坊 薗 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 吉 田 勝 己

総合農業試験場長 加勇田 誠

県立農業大学校長 後 藤 俊 一

水 産 試 験 場 長 兼 田 正 之

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

○右松委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○郡司農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、私のほうからお礼とお

わびを申し上げたいと思います。

まず、初めに、先月８月の26日に広域農道西

臼杵地区の竣工式につきましては、右松委員長

に御出席いただき、御祝辞をいただきました。

まことにありがとうございました。平成４年に

スタートしたこのプロジェクトですけれども、24

年という長い月日を経て完成ということになり

ました。祝賀会もありましたけれども、私も出

まして、本当に地区の方々が喜んでいただいて
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いるのを見て、本当にうれしくなったところで

あります。重ねて皆様方の御支援にお礼を申し

上げたいと思います。ありがとうございました。

それから、次に、おわびを申し上げたいと思

います。４月及び６月の常任委員会でも御報告

させていただいております総合農業試験場茶業

支場におけるお茶の穂木の誤提供についてでご

ざいます。このことにつきましては、農家の皆

様を初め、県民の皆様に御心配、御迷惑をおか

けし、改めまして心からおわびを申し上げたい

と思います。

後ほど説明をさせていただきますが、先般、

被害を受けました農家の方々と和解契約が成立

いたしまして、損害賠償金をお支払いするとい

うことになっております。今後とも、農家の方

々への丁寧なフォローアップに努めますととも

に、再発防止に向けた対策を徹底してまいりた

いと考えております。本当に御迷惑をかけて申

しわけございまでした。

それでは、座って説明をさせていただきたい

と思います。

お手元の環境農林水産常任委員会資料のほう

を開いていただきますとまず目次というのがご

ざいます。本日は、予算議案１つと、Ⅱの議会

提出報告ということで２点、それから、次のペ

ージをあけていただきまして、その他報告とい

うことで６点を御報告申し上げるということに

いたしたいと思っております。

まず、Ⅰの予算議案につきましては、１ペー

ジでございますけれども、議案第２号「平成28

年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算

（第１号）」についてでございます。この補正は、

決算剰余金の確定に伴う補正でございます。補

正額につきましては、下から３段目の合計の欄

にございますけれども、特別会計、沿岸漁業改

善資金2,882万円の増額補正をお願いしていると

ころであります。この結果、農政水産部全体の

補正後の予算額は、一番下にありますとおり、455

億7,795万8,000円となります。

補正内容の詳細につきましては、後ほど水産

政策課長から御説明させていただきたいと思い

ます。

次に、開いていただきまして、委員会資料２

ページからは、議会提出報告ということになっ

ております。まず、１の損害賠償額を定めたこ

とについては、先ほどおわびを申し上げました

が、茶穂木の誤提供に関する報告でございます。

それから、４ページあけていただきますと、

この４ページからは県が出資している法人等の

経営状況についてであります。これは、地方自

治法及び宮崎県の出資法人等への関与事項を定

める条例の規定に基づき、農政水産部所管の７

つの法人の経営状況等について御報告をするも

のでございます。

最後に、15ページをお開きください。

15ページからはその他報告ということでござ

います。１枚開いていただきまして、最初に、

第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の平成27

年度取組の概要についてがありますけれども、

この報告を初め６項目について御報告をさせて

いただきたいと思っております。

詳細につきましては、関係課長・室長から説

明をさせていただきますので、よろしくお願い

をいたしたいと思います。

私のほうからは以上であります。

○田原水産政策課長 水産政策課でございます。

お手元の歳出予算説明資料で御説明をいたした

いと思います。49ページをお開きください。

当課の９月補正予算額は、特別会計で2,882万

円の増額補正をお願いしてございます。この結
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果、９月補正後の特別会計の予算額は、右から

３番目の欄にありますように１億7,378万3,000

円、一般会計を合わせた全体の予算額は28

億1,385万2,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明をいた

します。51ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計の（事項）沿岸漁

業改善資金対策費2,882万円の増額でございま

す。この資金は、沿岸漁業について、経営改善

や新規着業等に必要となる資金を無利子で貸し

付けるものでございますが、今回の補正では、

昨年度の決算上の剰余金が確定したことに伴い

まして、これを本年度分の貸付財源として組み

入れるものでございます。

水産政策課の説明は以上でございます。

○右松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はございますでしょうか。

○図師委員 説明はもう理解できるところなん

ですが、決算剰余金が確定ということなんです

が、要は余ったということなんですけれども、

それだけ申請数が少なかったのか、どういう傾

向にあるのかを教えてください。

○田原水産政策課長 これは、資金需要の波が

結構ございまして、平成22年度は大体１億円近

い借り入れの申し込みがございました。だんだ

んそれが減少していって、昨年度は3,000万円ほ

どの貸付の申し込みだったということでござい

ます。

○図師委員 無利子といえ借り入れになるわけ

ですから、やはり、今その事業が順調に推移し

てないと、なかなかここにも手を挙げにくいと

いう現状があるということですか。

○田原水産政策課長 そのとおりでございます。

○右松委員長 ほかにございますでしょうか。

議案についてはよろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、次に報告事項に関す

る説明を求めます。

○戎井農政企画課長 農政企画課でございます。

常任委員会資料の２ページをお開きください。

損害賠償額を定めたことについてでございま

す。

事案の内容につきましては、全て４月と６月

の常任委員会で御報告させていただいておりま

す総合農業試験場茶業支場における茶穂木の誤

提供によるものでございまして、１つ目の欄の

ところ、都城市在住の茶農家大石朝治氏ほか12

戸の農家と１法人に対しまして、損害賠償が発

生したところでございます。賠償金額につきま

しては、最高で292万1,334円、最低で８万6,350

円ということで、全ての合計で1,137万5,522円

となっております。これらにつきましては、和

解契約を締結をいたしまして、全額お支払いを

しているところでございます。今後は、損害を

受けました農家への継続的なフォローアップに

努めますとともに、二度とこのような事案が発

生することがないよう再発防止に全力を尽くし

てまいりたいと考えてございます。

以上でございます。

○花田農地対策室長 農地対策室でございます。

公益社団法人宮崎県農業振興公社の経営状況等

について御報告いたします。常任委員会資料の

４ページをお開きください。

１の沿革です。当公社は、昭和35年に宮崎県

農業開発機械公社としてスタート、平成19年に、

県農業後継者育成基金協会と統合し、社団法人

宮崎県農業振興公社となり、24年４月に公益法

人へ移行しております。

２の組織です。役員は、常勤の２名を含め17

名、職員は23名の体制となっております。
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３の出資金等は、出資金が6,000万円、農業担

い手確保育成基金が９億8,000万円余でありま

す。

次に、５ページの４の事業です。（１）の農地

部門は、農地中間管理事業を中心に、農地の貸

付や売り渡しを希望する出し手から、一旦公社

が中間保有し、担い手へ、集積・集約を行う事

業に取り組んでおります。（２）の担い手支援部

門では、農業体験・研修から就労・定着に至る

体系的な支援等に取り組んでおります。（３）の

畜産施設部門では、草地・飼料畑の造成や、畜

舎等の整備を実施しております。（４）の新農業

支援部門では、本県の６次産業化サポートセン

ターとして、農業経営の多角化に向けた人材育

成の支援等を行っております。

下の参考の（１）の長期保有地につきまして

は、残り１カ所0.6ヘクタールとなっております。

また、（２）の一般正味財産期末残高につきまし

ては、経営改善の取り組み等によりまして、１

億8,900万円となっておりまして、前年度よ

り1,600万円の増となっております。

次に、平成27年度の事業報告並びに28年度の

事業計画について御説明いたします。

お手元の平成28年９月定例県議会提出報告書

（県が出資している法人等の経営状況について）

の93ページになります。

２の事業実績をごらんください。（１）の農地

部門では、事業費が３億8,700万円余で、農地中

間管理事業により、約1,900ヘクタールの農地を

貸し付けるとともに、31.5ヘクタールの農地を

買い入れております。次に、（２）の担い手支援

部門では、事業費が１億8,800万円余で、基金事

業・就農支援等を行っております。（３）の畜産

施設部門では、事業費が３億600万円余で、２地

区におきまして畜舎の整備等を実施しておりま

す。（４）の新農業支援部門では、事業費が7,500

万円余で、６件の総合化事業計画が認定される

とともに、６次産業化チャンレンジ塾により、48

名の人材育成等に取り組んでおります。

次の94ページから102ページにつきましては、

平成27年度の貸借対照表と正味財産増減計算書

等を掲載しておりますけれども、経営状況につ

きましては、経営評価報告書で御説明いたしま

す。

同じ資料の183ページをごらんください。

まず、中ほどの枠の県の関与状況について、

人的支援では、９名の県職員を派遣しておりま

す。

次に、財政支出等ですが、27年度の県委託料

は2,900万円余、県補助金は５億7,500万円余、

負担金として300万円となっております。27年度

は前年と比較しまして、補助金が１億6,000万円

ほど減少しておりますけれども、これは、畜産

公共事業の補助金が減少したこと等によるもの

でございます。

右の欄の県からの借入金残高は4,300万円余

で、就農支援資金の原資分であります。次の損

失補償債務残高は、農地の借入資金の原資等の

９億2,000万円余であります。また、下の県職員

の人件費につきましては、９名分で5,400万円に

なっております。

次に、下の段の主な財政支出の内容につきま

しては、先ほど上段の財政支出等で御説明しま

したものを、４つの事業部門別に掲載しており

ます。一番下の活動指標では、②の就農相談件

数は達成したものの、①の農地中間管理事業の

借入面積及び③の６次産業化計画認定件数につ

いては、目標を下回っております。

農地中間管理事業については、26年度実績か

らしますと、約５倍の実績が上げられましたけ



- 50 -

平成28年９月15日(木)

れども、目標達成に向け、さらなる推進が必要

と考えております。また、６次産業化について

は、国の認定基準が変更され、経営状況の審査

が厳格化されたことが未達成の大きな要因と

なっております。

次に、184ページをお開きください。

上段の財務状況です。左手の正味財産増減計

算書をごらんください。金額については、27年

度の欄となります。１段目の公社が事業を行う

ための経常収益から事業経費を差し引いた２つ

下の当期経常増減額は1,300万円余、また、その

３つ下の当期経常外増減額は200万円余で、その

結果、また、その３つ下の一般正味財産期末残

高は１億8,800万円余となっております。また、

その１つ下の当期指定正味財産増減額はマイナ

ス1,300万円余となっておりますけれども、その

結果、下から２段目の指定の正味財産期末残高

は11億3,700万円になっております。

この結果、先ほど申し上げました一般と指定

を加えた、一番下の正味財産残高は13億2,600万

円余となっております。

次に、右側の貸借対照表をごらんください。

１段目の資産につきましては、27年度の欄の28

億円余、主なものは、中間保有しております農

地や事業基金であります。３つ下の負債は14

億7,300万円余で、主なものは、農地の買い入れ

のための債務残高や畜産公共事業の未払い金等

でございます。この結果、２つ下の資産から負

債を差し引いた正味財産は、先ほど申し上げま

した13億2,600万円余となっております。

次に、その下の枠の財務指標ですけれども、

①の県補助金等比率につきましては、目標値90

％に対して112.2％、②の法人運営のための管理

比率につきましては、目標値1.4％に対して0.9

％となっております。

次に、一番下の枠の中の総合評価のうち、右

側の県の評価でございますけれども、独自の経

営計画に基づきまして、計画的な事業運営に取

り組んでいることに加え、事業の質の向上や地

域ニーズに応じた事業実施等、効果的な事業が

展開されていると評価しております。

27年度の報告は以上であります。

続きまして、お戻りいただきまして、報告書

の103ページをお願いいたします。

28年度の事業計画についてであります。本年

度の事業概要、計画は、例年と大きな変化はな

く記載のとおりでございます。

次に、104ページをごらんいただきたいと思い

ます。

104ページの３の正味財産増減予算書でござい

ますけれども、Ⅰの一般正味財産増減の部（１）

の経常収益、この計につきましては、次の105ペ

ージの上段枠内の経常収益計14億200万円余とな

ります。それに対しまして、その下にあります

（２）の経常費用につきましては、これも飛び

まして10 7ページ上段枠内の経常費用計14

億1,900万円余となっておりまして、27年度と同

程度の予算を見込んでおります。

また、同じページの下のほうになりますけれ

ども、Ⅱの指定正味財産増減の部につきまして

は、基金の運用益等の振替処理によりまして、

当期指定正味財産増減額は6,000万円のマイナス

を見積もっておりまして、一番下のⅢの正味財

産期末残高は12億8,600万円余を見込んでおりま

す。

以上で、振興公社に関する報告を終わります。

○外山漁業・資源管理室長 一般財団法人宮崎

県内水面振興センターの経営状況について御説

明いたします。

委員会資料の６ページをお開きください。
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１の沿革です。当センターは、内水面におけ

る漁業及び養殖業の振興を図るとともに、水産

動植物の保護培養等を行い、内水面の振興に資

することを目的として、平成６年11月に設立さ

れております。

２の組織です。役員は理事長以下計８名、職

員は11名となっております。

３の出資金等です。出資金は3,000万円で、こ

のうち県が1,500万円となっております。

４の事業ですが、ここに示しております４つ

の事業を実施しております。

詳細につきましては、議会提出報告書で説明

させていただきます。

お手元の平成28年９月定例県議会提出報告書

の109ページをお開きください。

平成27年度事業報告書についてでございます。

２の事業実績は、（１）の内水面における漁業及

び養殖業の振興に関する事業では、うなぎ稚魚

の取扱いに関する条例に基づく調査業務や内水

面漁業の振興に関する法律に基づく、ウナギ稚

魚の池入れ量の制限に係る指導・監視を行いま

した。

（２）の内水面における秩序維持対策に関す

る事業では、巡回パトロールによる河川環境の

監視及び河川利用秩序の指導のほか、県警や海

上保安部と連携し、稚魚の違法な採捕の防止に

努めました。

（３）の内水面の増養殖用種苗の採捕、供給

等に関する事業では、大淀川と一ツ瀬川におき

まして、ウナギ稚魚の採捕を行い、採捕量は65

キロ、収入額は7,300万円余でありました。

（４）の内水面の水産動植物の保護培養及び

環境保全に関する事業では、アユやウナギの放

流等を行い、自然の保護・培養に努めました。

次に、経営状況の詳細につきましては、出資

法人等経営評価報告書により、御説明いたしま

す。報告書の191ページをお開きください。

まず、中ほどの県関与の状況の欄をごらんく

ださい。

人的支援では、役員が８名、うち１名が常勤

であり、県退職者です。残る７名は非常勤で、

うち２名が県職員です。また、常勤職員11名の

うち２名が県職員となっております。その下の

財政支出等につきましては、県委託料が4,000万

円余、県補助金が980万円余のほか、その他の県

からの支援等といたしまして、経営基盤強化対

策資金が5,000万円となっており、詳細は、その

下の表、主な県財政支出の内容に示してあると

おりです。

さらに、その下の活動指標ですが、①の県内

産のウナギ稚魚全体に占めるセンターの採捕量

の割合は、目標値30％に対し実績は18.7％、達

成度は62.3％となりました。②の県内各河川の

監視・指導回数は、目標値200回に対し、実績

は207回、達成度は103.5％となり、③の稚魚放

流量は、目標値12万尾に対し、実績は13万600尾、

達成度は108.8％となりました。

続きまして、192ページをごらんください。

財政状況についてです。左上の正味財産増減

計算書と書いてありますが、平成27年度の欄を

ごらんください。

事業活動による経常収益は１億2,800万円余、

経常費用は１億1,300万円余で、当期経常増減額

は1,400万円余の増加となりました。一般正味財

産期末残高は500万円余、指定正味財産期末残高

は7,500万円余となり、その結果、一般と指定を

合わせまして正味財産期末残高は8,000万円余と

なりました。

右の貸借対照表をごらんください。

一番右の平成27年度の欄ですが、資産は１
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億3,600万円余で、その主なものは、基本財産や

経営安定対策資金でございます。３つ下の負債

は、短期借入金等などで5,600万円余となり、こ

の結果、資産から負債を引いた正味財産は8,000

万円余となっております。

次に下の枠の財政指標です。①の自主事業収

入額は、目標値8,200万円に対し、実績は7,300

万円余で、達成率は89.4％となりました。②の

短期借入金縮小額は、目標値1,000万円に対し、

実績も同額となりました。なお、総合評価の枠

内右上の県の評価につきましては、ウナギ稚魚

採捕の不漁により、採捕収入が減少した中でも、

経営改善努力によって正味財産を増加させるこ

とができたことは評価でき、引き続き、経営改

善計画に沿った経営の安定化、効率化に努める

とともに、資源の減少が危惧されているウナギ

資源の適正における役割をさらに果たしていく

必要があると考えております。

事業報告につきましては以上でございます。

続きまして、平成28年度の事業計画について

御説明いたします。

恐れ入ますが、報告書の115ページにお戻りく

ださい。

今年度の事業計画は昨年度と変更はございま

せんが、近年のシラスウナギの世界的な不漁な

ど、資源の状況は変化しており、従来の事業の

安定供給と秩序維持の観点だけではなく、養殖

業の持続的な発展のため、ウナギ資源の適正な

管理を推進する役割を果たしていく必要があり

ますことから、２の事業計画を実施することと

しております。

116ページに移りまして、３の収支予算ですが、

Ⅰ事業活動収支の部につきましては、中ほどの

欄にありますように、収入を１億3,700万円余と

しており、117ページに移りまして、下から11行

目の事業活動支出の計を１億2,300万円余と見込

み、その下の欄の事業活動収支差額は1,400万円

余としております。

Ⅱ投資活動収支の部につきましては、118ペー

ジに移っていただきまして、上から７行目の投

資活動収支差額をマイナス400万円余、Ⅲ財務活

動収支の部につきましては、短期借入金圧縮額

となる下から５行目の財務活動収支差額をマイ

ナス1,000万円と見込んでおります。

内水面振興センターにつきましては以上でご

ざいます。

○坊薗畜産振興課長 畜産振興課でございます。

私のほうから４つの団体について御報告を申し

上げます。

まず、公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団の

概要でございますが、常任委員会資料の８ペー

ジをお開きください。

１の沿革にありますように、この財団は平成23

年の３月に、口蹄疫によって重大な影響を受け

ました県内経済の回復等を図ることを目的に設

立されまして、同年９月に公益認定を受けまし

たけれども、ことし８月末をもって解散をいた

したところでございます。

２の組織でございますが、役員は、理事長ほ

か監事を含む８名でございます。今後、法人の

清算がございます。職員につきましては、事務

局長、それから、事務局次長を県の職員が行っ

ておりまして、常勤の専属職員はことしはござ

いません。

次に、３の出資金等でございますが、（１）出

捐金につきましては、1,000万円、全額県からで

ございます。（２）の運用型ファンドにつきまし

ては、県が地方債を発行して調達した資金1,000

億円を借り受けて基金を設置しておりましたが、

平成28年３月29日に全額県に返還をいたしてお
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ります。

次に、４の事業でございます。８ページから

９ページにございますように、畜産の新生、フ

ードビジネス振興、中小企業振興、誘客対策、

地域振興及びその他の分野におきましてそれぞ

れ支援を行ってきたところでございます。

続きまして、27年度の事業報告及び28年度事

業計画について御説明をいたします。９月の提

出報告書の119ページをお開きください。

平成27年度の事業報告でございます。１の事

業概要につきましては、先ほど申しましたよう

に、復興から新たな成長への観点から、将来の

産業基盤の構築につながるものに重点を置い

て、26年度に引き続き支援をいたしております。

２の事業実績についてでございます。主な実

績について御説明をいたします。

まず、（１）の畜産新生分野につきましては、

①の生産性向上等支援事業といたしまして、生

産性の向上に資する機器整備の支援、それから、

③の地域防疫等支援事業におきましては、自衛

防疫推進協議会が実施します地域防疫の取り組

みについて支援をいたしております。

120ページをお開きください。

（２）のフードビジネス振興分野におきまし

ては、アのマーケットイン強化事業でございま

すけれども、商品開発や販路開拓等への取り組

みに対して、中小企業団体、中央会等を通じて

支援を行っております。その下のイの６次産業

化総合支援事業につきましては、農業者等が行

います６次産業化、この取り組みに対して新商

品開発等に対する経費の支援を行ったところで

ございます。

一番下の（３）の中小企業振興分野におきま

しては、中小企業者等が取り組みます成長産業

化に資する事業に対して支援を行ったところで

ございまして、右の121ページ、中ほどの（４）

の誘客対策分野につきましては、スポーツラン

ドみやざきの推進、それから、コンベンション

等の開催支援、教育旅行の誘致、記紀編さん1300

年事業の推進に資する取り組みへの支援を行っ

てきたところでございます。

続きまして、122ページをお開きください。

（５）の地域振興分野でございますけれども、

西都・児湯地域の広域的な統一コンセプトに基

づきます拠点整備、それから、交流人口の拡大

を図る取り組みといたしまして、西都市、高鍋

町、新富町へ、また、西都児湯地域以外の市町

村に対しましては、活力を引き出すための取り

組みに対して３市８町村に対して支援を行った

ところでございます。

一番下の（６）その他の分野におきましては、

都農町に開設しましたふれあいの居場所、ここ

を核とした地域づくりの活動に対する取り組み

等に対して支援を行ったところでございます。

次に、経常状況等について御説明いたしま

す。205ページをお開きください。出資法人等経

営評価報告書でございますけれども、これで説

明をさせていただきます。

一番下の活動指標でございます。３つほど上

げておりますけれども、①につきましては、口

蹄疫からの復興・再建の把握といたしまして、

県内の家畜飼養頭数を出してございます。それ

から、②につきましては、交流人口の回復、拡

大を図る意味から、観光客数、③につきまして

は、事業の適切な執行を図るための支援団体数

を示しておりまして、それぞれ達成度につきま

しては、88％、101％、125.7％となったところ

でございます。

続きまして、206ページをお開きください。

財務状況についてでございます。27年度の実
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績でございますけれども、左側の正味財産増減

計算書でございますが、一番上の27年度の欄、

経常収益につきましては５億9,515万5,000円で

ございまして、その下の経常費用につきまして

は、５億9,671万円4,000円、その結果、当期経

常増減額については、マイナスの155万9,000円

となってございます。

右側の貸借対照表についてでございます。資

産につきましては、一番上でございますが４

億6,465万5,000円、負債につきましては、３つ

下でございます。２億6,861万3,000円でござい

まして、正味財産は１億9,604万2,000円となっ

てございます。

一番下の県の総合評価でございますけれども、

右側の県の評価につきましては、県内家畜飼養

頭数などまだ未達成な指標もございますが、こ

れまで、財団の支援につきましては、多くの団

体に対しまして行っていき、口蹄疫からの再生

・復興から、持続的な経済成長に向けた波及効

果の高い事業への支援を実施してきたところで

ございます。その結果、成果は大きくなり、当

財団の事業終了後も、支援団体による発展的な

取り組みが期待されるものと評価をいたしてご

ざいます。

以上が、27年度の事業報告でございます。

続きまして、また戻っていただきまして、126

ページをごらんください。

今年度の事業計画でございます。１の事業の

概要にありますように、今年度解散をいたしま

した。ということで、今後、清算に向けた手続

をすることとなってございます。２の事業計画

にありますように、今年度の事業費について

は600万余を計上いたしまして、財団の解散、清

算に向けた手続等を行うことといたしておりま

す。

続きまして、127ページをお開きいただきたい

と思いますが、３の収支予算書でございます。

収支につきましては、真ん中の法人会計の欄の

ところでございますけれども、当期経常増減額

の合計の欄にありますとおり640万円のマイナス

となる予定でございますが、これにつきまして

は、前年度からの繰越額、一般正味財産期首残

高から充当することといたしてございます。

最後に、右の次の128ページ、４の特定資産等

収支見込みでありますけれども、これは、1,000

億円のファンド積立金のところでございますが、

返しておりますので、本年度は収支ゼロとなっ

てございます。

口蹄疫復興財団については以上であります。

続きまして、一般社団法人宮崎県肉用牛枝肉

価格安定基金協会の概要について、常任委員会

資料10ページをお開きください。

まず、１の沿革でございますが、本法人は、

平成８年の２月に設立されまして、平成25年11

月に一般社団法人に移行いたしております。

２の組織でありますが、役員は、会長理事ほ

か監事を含む17名でありまして、職員は県の経

済連に事務委託いたしておりまして、法人とし

ての専属の職員はございません。

３の出資金でありますけれども、寄託金とい

たしまして6,166万円、そのうち県から2,000万

円でございます。

続いて、４の事業でございますが、和牛肥育

農家からの積立金によって基金を造成し、枝肉

価格の低下時に補塡をするという交付事業を

行ってございます。参考といたしまして、積み

立て頭数と補塡頭数をお示しいたしておりま

す。27年度は、積み立てが２万960頭、補塡頭数

は3,560頭となってございます。単価につきまし

ては、１頭当たり通常で2,500円、補塡について
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は１万円を上限という状況でございます。

続いて、議会提出報告書の185ページをお開き

ください。

経営状況等の詳細について、出資法人等経営

評価報告書により御説明をいたします。

県関与の状況としましては、非常勤の役員に

県職員が１名でございます。活動指標につきま

しては、一番下にございますけれども、基金造

成、それから補塡を業務といたしておりますの

で、それぞれの額を設定いたしております。達

成度は105.9％と87.3％となってございます。

次に、186ページをお開きください。

財務状況の27年度の実績でございます。左側

の収支計算書でございますけれども、一番上の27

年度の欄、収入につきましては8,966万5,000円、

その下の支出が8,960万6,000円でございまして、

当期の収支差額は５万9,000円のプラスとなって

ございます。

右側の貸借対照でありますけれども、一番上、

資産は１億189万7,000円、３つの下の負債につ

きましては、１億４万円でございます。資産か

ら負債を差し引いた正味財産は185万7,000円と

なってございます。

なお、負債につきましては、未払い金と価格

差補塡準備金を流動負債に、各会員の出資額、

それから、預かり寄託金を固定負債として計上

いたしております。続きまして、財務指標でご

ざいますけれども、営利団体でないことから、

適正運営の指標として収支バランスを示してお

り、平成27年度の達成度は100.1％となってござ

います。

一番下の総合評価、右の県の評価でございま

す。枝肉相場は高い価格で推移しておりますけ

れども、肥育素牛の高騰、飼料価格の高どまり

等によりまして、農家経営は厳しい状況が続い

ております。その中で、当協会の活動は、和牛

肥育農家の経営安定に重要な役割を担っており

ます。

また、補塡につきましても、基金の範囲内で

行われており、財務内容が健全であるとともに、

管理費も基金運用の範囲内に抑えられており、

組織運営も良好であると評価いたしております。

肉用牛枝肉価格安定基金協会の説明は以上で

ございます。

続きまして、家畜改良事業団でございますが、

委員会資料の11ページでございます。

一般社団法人宮崎県家畜改良事業団の事業概

要でございますが、１の沿革でございます。昭

和44年９月に、前身の社団法人宮崎県家畜改良

協会が設立されておりまして、昭和48年３月に

社団法人宮崎県家畜改良事業団に改組し、平成24

年10月に一般社団法人に移行いたしております。

２の組織でございますが、役員が、理事長ほ

か監事を含む22名、職員は23名でございます。

３の出資金でありますが、寄託金といたしま

して9,800万円のうち、県から4,000万円でござ

います。

続いて、４の事業でございます。ここにあり

ますように、肉用牛種雄牛の繋養管理、凍結精

液の製造と譲渡、産肉能力検定の実施、液体窒

素の購入、販売等を実施いたしております。参

考といたしまして、最近の精液の譲渡本数を示

しております。

続きまして、議会提出報告書の187ページをご

らんください。

出資法人等経営評価報告書で御説明いたしま

す。

まず、県関与の状況でございます。常勤の役

員に県のＯＢが１名、人的支援として入ってお

りまして、非常勤の役員に県職員が１名、県Ｏ
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Ｂが１名でございます。財政支出につきまして

は、平成27年度に補助金といたしまして、9,381

万円を支出いたしております。

その下に主な県財政支出の内容が書いてござ

いますけれども、①の直接検定及び現場後代検

定事業では、種雄牛の産肉能力検定を実施する

ための費用を助成いたしております。それから、

②新規種雄牛早期造成緊急対策事業、③の肉用

牛産肉能力検定促進事業は、産肉能力検定を円

滑に実施するための推進費について助成をいた

しております。

それから、一番下の活動指標でございますが、

指標といたしましては、凍結精液の譲渡本数を

指標として設定いたしており、年間目標値の11

万6,900本に対しまして、実績が11万6,272本、

達成度は99.5％となってございます。

次に、188ページをごらんください。

財務状況でございます。27年度の欄の収入の

部分でございますが、一番上、４億9,333万4,000

円、それから、支出につきましては、４つの下

の支出は4億2,088万1,000円でありまして、当期

収支差額は7,245万3,000円のプラスとなってご

ざいます。

右側の貸借対照表でありますけれども、一番

上の資産が８億9,336万3,000円、３つ下の負債

につきましては、２億9,925万8,000円、正味財

産につきましては、５億9,410万5,000円となっ

てございます。

続きまして、財務指標につきましてでござい

ますが、①の自己収入比率の達成度は115.1％、

それから、②の管理費比率の達成度は107.5％で、

良好な管理体制で運営されております。

一番下の総合評価、右側の県の評価でござい

ます。家畜改良事業団は、口蹄疫後、県ととも

に早期の種雄牛造成に取り組み、種雄牛頭数は

口蹄疫以前の規模にまで回復する中、非常に能

力の高い種雄牛も誕生しておりまして、今後の

主力となる状況が期待されております。また、

種雄牛の分散管理によりますリスク分散、防疫

対策にも取り組んでおりまして、緊急時の避難

地確保にも取り組むなど、危機管理対策がとら

れておりまして、将来にわたって、本県畜産農

家へ安定した精液の供給が可能な体制が構築で

きておると考えております。

家畜改良事業団の説明は以上でございます。

続きまして、酪農公社について御説明いたし

ます。

常任委員会資料の12ページをお開きください。

１の沿革にありますように、平成25年に一般

社団法人に移行いたしまして、名称が一般社団

法人宮崎県酪農公社でございます。一番最初が

昭和43年に霧島地域酪農開発公社ができまして

以降、名称を変えて現在に至っておるところで

ございます。

２の組織でございますが、役員が理事長ほか

監事を含む11名でございます。職員は10名でご

ざいます。

次に、３の出資金等でありますけれども、１

億6,058万円のうち、県の出資額が8,000万円で

ございます。

続いて、４の事業であります。主なものとい

たしましては、（１）にありますように、酪農家

からの乳用牛を預かる預託事業でございます。

それから、素牛供給とか生乳販売、和牛の生産、

販売、自給飼料生産等を行っております。参考

といたしまして、預託頭数の平均在場頭数を示

してございます。

それから、定例県議会提出報告書の189ページ

をお開きください。

経営状況等について御説明をいたします。



- 57 -

平成28年９月15日(木)

県関与の状況でありますけれども、人的支援

といたしまして、非常勤の役員に県職員が２名

ついてございます。それから、財政支出といた

しまして、県から委託料が769万円、補助金とい

たしまして696万8,000円を支出いたしておりま

す。また、その他の県からの支援のところにあ

りますように、宮崎県酪農公社協会育成事業に

よりまして１億2,000万円の貸付を行ってござい

ます。

次に、主な財政支出の内容でありますが、①

の運営強化対策事業につきましては、公社の施

設整備に係る起債償還額を出資割合に応じて補

助しております。それから、②の生乳生産性向

上・経営安定化対策事業につきましては、公社

が酪農家に対して和牛の受精卵を供給するため

の経費等を支援いたしておるところでございま

す。

一番下の活動指標でございますが、３つ出し

ておりまして、①と②が預託の頭数でございま

す。上のほうが若い牛で82.4％、中間の育成

が121.8％となってございます。③の年間生乳出

荷数量につきましては58.3％の達成でございま

した。なお、28年度の目標については、昨年度、

策定いたしました新たな計画の目標値といたし

てございます。

次に、190ページをお開きください。

財務状況でございます。27年度の実績につい

てでございますが、左側の売上高、損益計算書

でございますけれども、当法人につきましては、

平成25年度までは公益法人会計基準を採用いた

しておりましたが、26年度からは企業会計基準

に基づいた会計処理に変更いたしておりますの

で、少し区分が変わっておりまして、25と26の

ところで表示が変わっておりますことについて

は御了承いただきたいと思います。

それで、27年度の財務状況でございますけれ

ども、一番上、売上高につきましては３億8,410

万円、その下の売上原価が３億1,427万4,000円、

販売経費及び一般管理費は7,280万1,000円と

なっておりまして、営業利益が297万5,000円の

マイナス、一番下の当期純利益につきまして

は、264万1,000円のマイナスとなってございま

す。

右側の貸借対照表でありますけれども、27年

度の欄一番上、資産でありますが、２億7,094

万6,000円、３つ下の負債につきましては、４

億8,454万3,000円となっておりまして、純資産

はマイナス2億1,359万7,000円となっておりま

す。

その下の財務指標でありますけれども、①の

当期収支差額が単年度目標としましては、27年

度単年度黒字を目指しておりましたが、結果と

してマイナスとなりましたので、達成度はゼロ

といたしております。それから、②の自己収入

比率、③の管理比率については87.2％、88.1％

でございました。

それから、その２つ下にあります直近の県監

査の状況でございます。平成27年度の財政援助

団体等監査におきまして、会計処理に関して２

件の注意事項があり、公社の経理規定及び適用

する会計基準に従い、適正に会計処理するよう

指導しております。

一番下の総合評価でございます。右側の県の

評価でありますが、平成24年度に策定した前期

の27年度を目標とした改善計画に取り組んでま

いりましたが、27年度、結果として、預託頭数

等は目標を上回りましたが、収益を大きく改善

することはなかったところでございます。しか

しながら、今後、また、昨年度策定いたしまし

た新たな計画に基づきまして、関係機関と連携
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して、徹底した進捗管理を行って、29年度以降

の単年度黒字化に向けて対応していきたいと考

えております。

以上でございます。

○田中漁村振興課長 漁村振興課でございます。

一般財団法人宮崎県水産振興協会の経営状況に

ついて御報告いたします。

常任委員会資料の13ページをお開きください。

まず、当協会の概要について御説明いたしま

す。

１の沿革でありますが、昭和56年４月に県営

の栽培漁業センターとして、放流用の稚魚の生

産によるつくり育てる漁業の根幹を担う施設と

して、延岡市熊野江町に設置されましたが、平

成25年４月に一般財団法人宮崎県水産振興協会

へと移行しております。

次の２の組織につきましては、役員10名、う

ち２名が県職員です。職員は10名でございます。

続きまして、３の出資金等につきましては、

２億8,600万円のうち、県が50％の１億4,300万

円を、残りは沿岸市町と水産関係団体が出捐し

ております。

14ページをお開きください。

４の事業でございます。当協会では、大きく

区分して（１）から（４）の４つの事業を実施

しております。まず、（１）の栽培漁業振興事業

では、ヒラメ、カサゴ等の放流用種苗の生産・

供給と、つくり育てる漁業に関する普及啓発を

実施しております。（２）の魚類養殖適正管理指

導事業では、養殖業の健全な発展のため、ブリ

稚魚の需給調整や漁場の適正行使に関する指導

等を実施しております。（３）の技術開発事業で

は、放流用や養殖用の新魚種量産化等の技術開

発に取り組んでおり、放流用の新魚種として、

アマダイの種苗生産を行っております。（４）の

種苗供給事業では、養殖現場のニーズに対応し

た種苗の生産供給を実施しており、現在、マダ

イ、シマアジ、アユを生産・供給しております。

続きまして、当協会に対する県関与の状況に

ついて御説明いたします。

平成28年９月定例県議会提出報告書の193ペー

ジをお開きください。

中ほどの表の県関与の状況でございます。財

政支出等でありますが、平成27年度の県の委託

料は、アマダイ種苗生産事業等で531万円余、県

補助金は放流用のヒラメ、カサゴ等の生産・供

給に対する支援といたしまして、3,494万円余と

なっております。また、県職員人件費につきま

しては、県から派遣している職員３人に対

し、1,676万円余を直接支給しております。

次に、一番下の表の中ほど、活動指標でござ

います。指標といたしまして３つの項目を上げ

ております。まず、①の放流用種苗生産尾数で

すが、平成27年度の目標値34万尾に対して、達

成率126.2％となっております。②のヒラメの放

流魚混獲状況ですが、目標値は、ヒラメの漁獲

量に占める放流ヒラメの割合で、平成27年度の

目標値13.5％に対して、達成率117％でございま

す。③の栽培漁業に関する普及啓発につきまし

ては、目標値は、当協会見学者数等とホームペ

ージの閲覧者数の合計値を設定したもので、平

成27年度の目標値は3,450人に対しまして、達成

率は138.8％でございます。

続きまして、194ページをお開きください。

平成27年度の財務状況でございます。左上の

正味財産増減計算書でございます。中ほどやや

下に示しております当期一般正味財産増減額は、

１億5,021万円余の減となっております。これは、

特定資産として保有しておりました、財団法人

宮崎県漁業振興基金の残余財産である１億6,960



- 59 -

平成28年９月15日(木)

万円余を、平成28年２月に公益社団法人宮崎県

漁村活性化推進機構へ寄附を行ったことによる

ものであります。したがいまして、一番下の正

味財産期末残高は、平成26年度の４億1,097万円

余から平成27年度は２億6,075万円余に減少しま

した。

次に、右上の貸借対照表をごらんください。

平成27年度の資産合計は３億1,408万円余で、

３行下の負債合計は5,332万円余となっておりま

す。したがいまして、その３行下ですが、平成27

年度末の正味財産は２億6,075万円余となってお

ります。

続きまして、下の財務指標でございます。財

務指標、まず、①の１人当たりの自主財源収入

金額につきましては、目標値750万円余に対して、

達成率は178.2％となっております。また、②の

収支比率につきましては、平成27年度は特定資

産の寄附がありましたので、支出合計から特定

資産の寄附１億6,960万円余を除外して算定しま

したところ、目標値は103.6％に対して達成率

は117.9％となっております。③の主な収益事業

魚種の販売収入ですが、目標値4,074万円に対し、

達成率は246.2％でございます。

最後に、下の表にあります総合評価でござい

ます。表右の県の評価につきましては、経営改

善計画アクションプログラムに沿った運営を

行った結果、特定資産の寄附を除外した平成27

年度の財務状況は黒字決算となり、平成25年度

から平成27年度までの３期連続の黒字となった

ことから、経営改善が認められるものと考えて

おります。

以上で、一般財団法人宮崎県水産振興協会の

経営状況について報告を終わります。

○右松委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑をお願いします。

○河野委員 報告書183ページ、農業振興公社で

幾つか教えてください。

まず、財政支出で、26年度に比べて県委託料、

県補助金が減額されていますが、もう一度理由

を確認させてください。

○花田農地対策室長 県補助金等につきまして

は、畜産の公共事業等の減額によるものでござ

います。委託料につきましては、ちょっと時間

をいただきたいと思います。

○河野委員 この公社の事業の①農地中間管理

機構事業というのがありますが、これの活動指

標を見ると、目標値が3,000ヘクタールというこ

とで、平成27、28、29年度いずれも3,000ヘクタ

ールとなってますが、この設定根拠を確認した

いんですが。

○花田農地対策室長 現状、担い手の集積率が50

％前後となっておりまして、それを平成35年ま

でに80％にしようということで今定めて推進し

ておる中で、年間3,000ヘクタールというふうな

ことで今推進しているというようなことでござ

います。

○河野委員 担い手が担当する最終面積という

か、そういうのも決まっているんですか。

○花田農地対策室長 農地面積が現在６万8,000

ヘクタール程度ございますので、その８割を集

積していこうということでございます。

○河野委員 ５万5,000ぐらいということです

ね。

○花田農地対策室長 ちょっと細かな数字は今

あれですけれども、掛け算でそのような形にな

ると思います。

○河野委員 ということは、あと８年でその目

標達成するということをみたときに、この実施

値というのが、27年度では1,903となってますが、

昨年度からの反省で手を打ったことを考えれば、
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この目標値については、今後クリアできると見

ているということでよろしいでしょうか。

○花田農地対策室長 26年度からスタートして

おりまして、その当時は370ヘクタール、27年度

については、頑張って1,900ヘクタールまで伸び

てきたということでございます。今年度につき

ましても、その上積みということで頑張っては

いるところなんですけれども、３年目にしまし

て制度が、協力金とかがなかなか厳しい支援体

制になっているような状況もございます。

現在のところは、昨年度と比較しまして、10

月１日現在で300ヘクタール強ということで昨年

度よりは多いんですけれども、昨年度につきま

しては、協力金が充実してたということなんで

すけれども、この年につきましては、協力金が

去年実績並みでいっても３分の１ぐらいしか出

ないということもございまして、非常に推進に

当たっては苦慮をしているという状況でござい

ます。

○山下委員 今の農地中間管理事業で、ことし

の実績が1,900ヘクタールやったかな、畑と田ん

ぼの比率がわかる。

○花田農地対策室長 済みません、詳しい数字

はあれですけれども、詳細はちょっと時間をい

ただきたいと思いますけれども、水田のほうが

多くなっております。

○山下委員 今、何とか農地の集積を図ってい

きたいということで、それぞれ担い手に農地の

集積を図ろうという取り組みもしているんです

が、さっき説明があったように、去年からこと

しにかけて事業のあり方がかなり変わってきた

んですよね。例えば、大規模の基盤整備をやれ

ばいいんでしょうけれども、何とか集積しよう

という取り組みをしているところもあるんです。

事業に乗っけて、限られた予算内で農地の整備

をしようと、いろんな事業を寄せて受益者負担

がないようにしていこうということでかなり努

力しているんですが、さっき言われた農地中間

管理事業に対する補助金の設定がどんどん制度

が変わってくるもんですから、なかなか思うよ

うにいかないというのが今の現状なんです。

それで、皆さん方が取り組んでいる中で、目

標値に対して63％ですから、非常にこのことは

大きな問題かなと思うんですが、どうしたら思

うように農地の集積がいくのか、貸し手が、借

り手がいろいろあると思うんですが、何が一番

壁ですか。

○花田農地対策室長 地域で、今、人・農地プ

ランというのを推進している中で、やはり地域

での話し合い活動というものがどのようになる

かというのが一番鍵かなと思っております。そ

の話し合い活動の中で、中心的なリーダーの存

在、やはりそういった方がいらっしゃると、地

域の将来像というのを明確にしながら、誰がこ

の農地を守っていくのかというふうな人の位置

づけなり農地の位置づけなりを話し合い活動の

中でやっていただく地域については進んでいく

のかなと考えております。

そのようなことで、昨年度1,900ヘクタールの

中で、高千穂町あたりが270町歩を占めて、２位

を占めているんですが、やはり、そういった話

し合い活動の素地があるというところでは伸び

てきていると考えております。

○山下委員 農村社会も高齢化して、事業の説

明をしても、我々ですら、もうこれだけ制度が

くるくる変わってくると、なかなか理解しづら

い。だから、もうちょっとわかりやすい説明資

料というんでしょうか、話し合いの場になると

市役所の職員も来てくれるんですけれども、結

局、制度そのものを飲み込むのにかなり時間か
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かっちゃうと。だから、どこも言われるように、

担い手は少なくなって、農地を集積して、面積

をかなり拡大して耕作しないといけないという

論理はわかるんですが、じゃあそのために受益

者負担なしで、どのような政策をもって皆さん

方が環境をつくるかということに対して、まだ

周知徹底しないと、なかなか思うようにこの土

地の出し手が、そして、本当に農村社会の基盤

をしっかりとつくろうという啓発がまだまだ周

知徹底が足らないと思うんです。だから、リー

ダーが先頭を切ってそこら辺の周知徹底を図っ

てくれることも大事なんですが、そのリーダー

をどういうシステムの中でちゃんとリーダーと

して育てるか、そこ辺の仕組みをしっかりとや

らないといけないと思うんです。そのことを前

向きに進める考え方をお聞かせください。

○花田農地対策室長 委員がおっしゃるとおり

でございまして、やはり、そういったリーダー

の育成というのもかなめかなと思います。私ど

もの課では、いろんな研修を通じまして、そう

いった人材育成にも努めておりますので、そう

いったものに参加していただくことを呼びかけ

ながら進めていきたいと考えているところでご

ざいます。

○図師委員 私の記憶では、この農地の中間管

理事業を国が提示したときは、80％を目標にし

なさいではなくて、90％以上、95％とかそんな

むちゃくちゃな数字を出してきておったと記憶

しております。現実、やっぱりここあたりの数

字におさまってくるんだろうということと、こ

れからがさらに大変ですよね。今までは集積し

やすいところがどんどん出されてきてますので、

さらに、今、山下委員が言われましたように、

中山間地に入っていくとか、いわばリーダー育

成がままならない地域に関しては、なかなかこ

れからの数字はもう伸びてくる伸び代がどんく

らいあるのかなという心配をしてます。あげく

国は協力金を３分の１に削るとか、もう最初の

制度内容からも全然設計が変わってきてて、私

はこういう流れを見ていると、国はもうこれで

農地の中間管理事業というのはもう１つ山越え

たと、もうこれで収束してというか、減速して

もいいなというぐらいな思いでその事業展開し

ているんじゃないかなって悲観的に考えてしま

うんですが、室長率直な御意見いかがですか。

○花田農地対策室長 農地中間管理事業が始ま

る前から、農業経営基盤強化促進法というのが

施行されまして、その前に農用地利用増進法と

いうのが昭和55年に施行されて以降、農地の集

約化については推進を図ってきているという状

況ございます。そのような中で、国のほうは当

初90％、次いで80％ということを示しておった

んですけれども、県のほうでもやはり農地の集

積、集約化については、基盤強化法に基づく基

本方針におきまして、当初から65％という目標

を持って進めてきたこともございます。

本県、熊本、鹿児島に比べますと農地面積非

常に少のうございまして、中山間地域等の棚田

等も多いような状況の中で、水田と畑が半分ず

つというような条件の中で、水田については、

東北地方等集約化はどんどん進むと思うんです

けれども、畑地帯については、先日も木城町の

ほうに農林水産省から担当がおみえになって、

畑の中で隣同士が全然違った作物をつくってい

るというふうな状況を初めて見られたようで、

これじゃやっぱり進まないわなという感想は持

たれたということはございます。

ただ、やはり、今後の農地集落を維持してい

くためには、耕作放棄地がふえてはまずい状況

ございますので、何とかみんなで守っていくシ
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ステムの中では、やはり担い手集積していくと

いうのは必要と考えております。非常に高い目

標ではございますけれども、一歩一歩進んでま

いりたいと考えております。

○図師委員 本当に室長のその熱意というのは

よく伝わるところでありますが、今、国の方が

現場を見られて、これじゃあ進まんわなという

のを今ごろ言うのかと、もう最初からそんなの

わかっているのに、こんな事業を持ってくると

いうのはもうさらさらおかしい話なんですが、

ただ、やっぱり建前として、この集積、集約化

というのは、もう農地を守っていく上で必然だ

と思いますので、最善を尽くしていただきたい

と、我々も応援していきますので、頑張ってい

きましょう。

○花田農地対策室長 今後とも御協力のほうよ

ろしくお願いいたします。

○山下委員 お願いをしておきたいと思うんで

すけれど、米政策は30年で大きく見直しがあり

ますよね。それで、今回も一般質問でも取り上

げさせていただいたんですが、やはり、末端の

人たちは、米政策にＷＣＳ、一般米、加工米、

飼料米です。その中での政策が進んでくると。

今の国の水田政策の補助金のあり方です。米で

８万円が基本に、今飼料米とかなっているんで

すが、そういう政策がしっかりと続いていかな

いと、担い手に農地を集めてもやっぱり採算が

合わないと思うんです。それをなお国のほうは、

結局、農地を集積して、基盤整備をしっかりと

やって、いわゆる生産原価を下げさせることに

よって、米価を下げていく、将来的に国の米政

策の補助金も減額していこうという方針だろう

と思うんです。であれば、今しっかりと水田政

策を進めておかないと、もう田んぼをつくれる

人はいなくなると思うんです。だから、やっぱ

りその見通しをしっかりと明るい方向というん

でしょうか、やれるんだよと、そのためには基

盤整備と農地の集積というのをやっていかない

と生産費というのは下がらないわけですから、

そこ辺をしっかりと意に介して担い手につない

でいかないと、面積の規模拡大というのは、な

かなか希望が持てないと思うんです。そのこと

を、しっかり国と協議をして、早くそういう政

策を示してほしいなと。国の動向が見えない限

り、その方針というのは出せないんでしょうけ

れども、荒地が出ないような政策を、耕作放棄

地が出ないような政策をしっかりと要望して

いっていただくとありがたいと思ってます。

○花田農地対策室長 地域の実情に合った施策

というのを中間管理を含めて引き続き要望して

まいりたいと考えております。

○坊薗畜産振興課長 先ほど委員のほうからあ

りました振興公社の26年度から27年度の補助金

の額が減少しているというお話でありまして、

その主なものが畜産の事業だということでお答

えさせていただきますけれども、済みません、

詳細の数字はございませんが、26年度までが宮

崎中央地区を行っておりまして、宮崎中央の繁

殖センターとかをつくった事業がこの年に集中

いたしまして、25年度からの繰り越し予算とか

を充てまして、26年度に少し事業を多くやった

ものでございます。27年度については、通常予

算でやりましたので、結果として減額をされた

ということでございます。

○図師委員 茶の穂木の件をお伺いしたいんで

すが、和解というのが早目に進んだのはよかっ

たなとは思っております。１つお伺いしたいの

は、この損害賠償額がそれぞれ違うんですが、

これはもう穂木の提供数に比例すると考えてよ

ろしいんでしょうか。
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○戎井農政企画課長 基本的な算定は茶の提供

した本数によって計算をしておりますので、若

干の計算の違いはありますけれども、基本的に

は穂木の本数に比例すると考えていただいて大

まか間違いはないと思います。

○図師委員 単純に苗の再配給等もあるでしょ

うし、あとはもう植えている部分の再度農地の

整備、そういうの込みの本数に比例するという

ふうな理解ですか。

○戎井農政企画課長 そのとおりでございます。

○図師委員 これ改めて見て思ったんですが、

県外の方も結構買いにこられてるんだなという

ことで、おまけに産地を見ると、それぞれのブ

ランド茶を抱えている産地のところがあります

ので、やっぱり宮崎の穂木が向こうのブランド

として市場に出てくるのがあるんだなというの

を改めて思ったんですが、これは逆もあるとい

うか、宮崎も県外から買いつけたりするのは市

場としては当然あることなんですか。

○甲斐農産園芸課長 うちの県の品種について

もほかの県が買うように、我が県につきまして

も、茶業協会を通じまして、ほかの県の品種に

ついて購入しておりますので、その辺を茶業協

会があっせんしている状況でございます。

○加勇田総合農業試験場長 この「なごみゆた

か」という品種は新しい品種でございます。こ

の品種を育成したのが、宮崎県の茶業支場でご

ざいます。ほかの県にはこの品種が全くないと

いった状況でございますので、まずは、宮崎か

ら外に出るということがありますんで、こういっ

た数字になっているかと思います。宮崎からま

ずは出るということになるんで、ほかの県は持っ

てないんで、宮崎に頼まないとこの品種が得ら

れないということになります。宮崎のこの品種

育成は国のお金もいただきながらやっておりま

すので、ほかの県に提供しないわけにはいきま

せんので、提供していくという形になりますん

で、ほかの県からの要望に応えていくといった

状況でございます。

○図師委員 牛のストローとかを考えると、全

然業種によって違うんだなと改めて理解させて

もらいました。

○花田農地対策室長 先ほど山下委員のほうか

らありました、農地中間管理事業における水田

と畑の割合なんですけれども、水田のほうが昨

年度実績で63％で、畑のほうが37％と、やはり

水田のほうが多くなっている状況でございます。

○山下委員 10ページの枝肉価格安定基金協会

ですよね。この参考資料がついてるんですが、

積み立て状況に対して補塡された頭数というの

は3,560頭なんですが、この対象牛というのは何

ですか。

○坊薗畜産振興課長 この牛は、和牛の肥育牛

が対象になっております。

○山下委員 去年はじゃあまだ素牛価格はそん

なに上がってなかったと思うんですが、何の要

因ですか。

○坊薗畜産振興課長 この枝肉価格安定基金協

会は経済連が主体となって運営をしておりまし

て、県内の経済連系列で出荷された牛から積立

金2,500円ずつを集めまして積み立てて、そして、

基準価格を四半期ごとに決めております。その

基準価格を下回ったときに発動するという仕組

みで、2,500円ずつ毎年集めて、大体４頭分ぐら

い１万円ぐらいになるんですけれども、上限１

万円を最大発動するんですが、一応基準価格を

四半期ごとにこの基金協会のほうで設定をいた

しておりまして、その基準価格が下がったとき

に発動しております。結果として、27年度は発

動がありましたので、１万円ずつ3,560頭に出し
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ているという状況でございます。

○山下委員 それでは、家畜改良事業団、先日、

皆さん方から情報をもらったんですが、真華盛

やったかな、ＢＭＳが9.3。全国的なレベルとし

ては最高のレベルなのか、そこの評価をお聞か

せください。

○坊薗畜産振興課長 今回、真華盛は、県内歴

代で一応最高の記録となりました。全国的には、

ＢＭＳだけの数値でいいますと、それよりもい

いのがたしか一、二頭いたと思いますが、全国

的な評価の仕方は、全国和牛登録協会の育種価

評価でやっておりますので、優劣がちょっとつ

けられない状況でございます。また、ＢＭＳだ

けでいえば、全国で２頭ほど確か9.3よりもいい

数字の牛が出てたと思います。

○山下委員 27日に小林で、来年の全共に向け

たプレがあると思うんですが、今回はどの系統

で勝負をかけているんですか。

○坊薗畜産振興課長 今回、肉牛の部につきま

しては、７区から９区でやるんですけれども、

結果がわかっている牛で３頭、それから、結果

がわかってない牛３頭を一応候補として、今、

肉牛の交配をやって肥育に入っております。今

回の27日にプレ全共でやりますのは、種牛の部

の繁殖雌牛の大きな部分、４区、５区、６区を

対象にやろうと思っております。先ほど申しま

した７区、８区、９区につきましては、結果が

わかっている牛でいいますと、義美福、それか

ら、忠高盛、秀正実、この３頭が口蹄疫以降、

間接検定で結果がわかった牛でございます。あ

と若い牛につきましては、愛日向、それから、

満天白清、泰美国、まだこれから結果が出てく

る牛でやるということになります。

○山下委員 わかりました。ありがとうござい

ます。11ページの一番下の中に精液のストロー

の供給状況が書いてあるんですが、さっき説明

の中で出たんですね、事業団の売上が３億何ぼ

だったですかね。平均どれぐらいで売っている

か教えて、譲渡価格。

○坊薗畜産振興課長 ちょっと平均的な数字は

出してございませんけれども、一般的にたくさ

ん出ている牛というのが、義美福、秀正実、耕

富士、それから、美穂国、このあたりが出てお

りますけれども、ここら辺の精液の価格は3,000

円から4,000円になってございます。

○図師委員 内水面の件で基本的なところを教

えていただきたいんですが、県が支出している

法人等の経営状況についての資料の109ページに

あるんですけれども、その（３）、ウナギ稚魚の

採捕についてなんですが、65キロで収入額

が7,300万円余で、事業費が5,100万円余がかかっ

ておるんですが、この事業費の主なものを教え

てほしいんですが。

○外山漁業・資源管理室長 採捕にかかる経費

につきましては、まず、採捕するときに、採捕

者、これを委託するという経費が一番多くなっ

ております。あとこれを管理していく、監視し

ていく職員の経費ということが２番目にきてお

ります。

○図師委員 わかりました。これだけの費用か

かっているということは、それだけの人数と期

間が要されているというふうに理解しますが、

そこを踏まえた上でなんですが、同じものの191

ページで、一番下の活動指標に、その採捕量の

目標値が30％に対して18.7ということなんです

が、この採捕量を30％。県内市場の中で流れる

稚魚の30％は内水面がとりますよと。ただ、半

分ちょっとしか達成できてないということなん

ですが、この30％の設定根拠というのはどこに

あるんですか。
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○外山漁業・資源管理室長 まず、県内で必要

なシラスウナギの全体量といいますのが毎年3.5

トン、そして、県内で採捕されたということで

報告が上がってきている量といいますのが、27

年度が347キロ、約10分の１、そして、その中で、

内水面振興センターの採捕量が65キロというの

が昨年度の結果ですけれども、この３割という

ことにつきましては、当初、養殖業者の方に安

定的に種苗供給するということで、種苗という

のは、まず県内の種苗、そして、県外の種苗、

さらに外国産の種苗ということで、その種苗に

つきまして、この３割というのを設定しており

ます。

○図師委員 本当初歩的で申しわけないんです

が、この内水面センターが採捕される量をもっ

とふやしたほうが、違法的な採捕量が減ってく

るんではないかという安直な考えなんですが、

このあたりいかがですか。

○外山漁業・資源管理室長 種苗を採捕する方

といいますのが、まず内水面の漁業協同組合員

の方か内水面振興センターになるんですけれど

も、内水面の漁業組合員の方が約77名今回いらっ

しゃいます。この方々に県内の養殖用種苗の採

捕をしていただくことが安定的な養殖用種苗の

供給につながるということで、内水面振興セン

ターでは、その運営が十分可能になる程度とい

うことで、この３割というのも設定しておりま

す。

○成原農政水産部次長（水産担当） 図師委員

がおっしゃるように、要するに、適切に管理を

されながら安定的に供給することを広げていく

というのがとても重要だと私たちも考えている

わけですけれども、今、室長が申し上げたよう

に、内水面振興センターとは別に、一般の採捕

者の方々もおられるので、その振興センターが

管理をしながら、監視をしながら、他河川も秩

序のある採捕ができますように頑張っていきた

いと基本的には考えている。その中で、過去の

実績値を総合して考えると、大体県内でとれる

やつの３割ぐらいをセンターが供給すれば、安

定的な供給につながってきてるので、それを一

定の指標値にさせていただいたということなわ

けです。今後とも、非常に秩序が乱れていると

ころについては、内水面振興センターが、委員

がおっしゃるように出ていくのも必要かもしれ

ませんけれども、一般的にいうと、皆さん方自

身が、秩序ある採捕をしていただくようにして

いただくのが理想的な姿だろうと考えておりま

す。

○図師委員 よくわかりました。河川によって

は、非常にルール違反をされている方が多いと

ころもあると聞きますし、ルール違反したくて

しているんではなくて、意図的なのかもしれま

せんが、生活のためには、もう背に腹かえられ

んとじゃとかという方も中にいらっしゃったり

して、そういう方をも会員としてといいますか、

登録してもらえれば、もちろんさっき言った事

業費の中からお支払いできる部分もあるんで

しょうし、登録人数をふやすとか、そうするこ

とによって、この30％の達成が少しでも上がっ

てくるとかいうのにもつながるでしょうから、

広くそういう採捕者の意見聞きながら運営をさ

れるといいかなと思いまして。

○山下委員 189ページの酪農公社なんです

が、27年度の計画の生乳出荷量に対して58.3

％、2,340トンの目標に対して1,365トンの実績

なんですが、これ何か理由があったんかな。

○坊薗畜産振興課長 27年度まで前期の経営改

善計画をつくっておりまして、やっぱり酪農公

社は預託がメーン事業であるんですけれども、
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それだけではなかなか改善ができないというこ

とで、乳用牛をたくさん飼って、乳をたくさん

搾ろうという計画を立てておりました。この施

設だけではよく飼えないもんですから、ほかの

２件の農家さんに委託をして、頭数をふやして

出荷をしてたんですけれども、やっぱりそこも

なかなかうまくいかず、結果として、そこをも

う廃止して、御池の農場だけでしっかり乳牛を

飼っていこうということで27年度になりまして、

予定してた頭数、それから、出荷乳量が出せな

かったという結果でございます。

○島田副委員長 これ25年度からスタートし

て、25年度の当初から赤字ということなんです

けれど、やっぱりこれは県の指摘事項の中にも

会計処理という財務会計の指摘があるんですが、

今さっきの山下委員が質問の内容だから実績が

上がらなかったということですか。

○坊薗畜産振興課長 酪農公社につきましては、

やっぱり長年少し経営が余り思わしくなくって、

累積もふえておりましたので、24年度に３カ年

計画を立てて改善をしようということでやりま

した。内容としましては、乳牛をふやして乳量

を搾って収益を上げようとしたんですが、結果

として、そこが技術的にうまくいかなかったと

いうこと、それから自給飼料で、御池の、霧島、

高千穂の峰の麓で飼料をつくるんですけれども、

天候に非常に左右されやすくて、トウモロコシ

とかうまくとれなくって、自給飼料費も嵩んで

しまった、収益が上がらなかったということで、

この３年間は経営が少し思わしくなかったとい

う結果になってございます。

それで、今度、27年度、昨年度中に、今年度

から30年度に向けました３カ年の経営改善計画

を策定いたしまして、預託料を、農家の理解を

得て値上げさせていただいたりとか、農場の集

約をしたりとかいうことで、収益改善を図って

いこうということで今頑張っているところでご

ざいます。

○島田副委員長 27年度、県から委託料が7,000

万ありますけれども、過年度の赤字があるわけ

だから、よっぽどの改革がないと次のステップ

が大変だと思うんです。やっぱりそこは真剣に、

今だからやれると思うんで、よろしくお願いし

たいと思います。

○坊薗畜産振興課長 預託料600円から750円と

いうちょっと大き目の値上げをさせていただき

ました。これは、本当に農家にとっては非常に

大きな負担だと思ってますけれども、そこを理

解いただいたということは、やっぱり酪農公社

がなければいけないという理解もいただいてい

るんだと思いますので、我々も一緒になって経

営改善計画をしっかり取り組んでいきたいと思

います。

○図師委員 口蹄疫復興財団の件でお伺いした

いんですが、議会としては、このファンド事業

をもう少し延長できないものかという申し入れ

等もさせてもらった、それは国の方針上やむを

得んところがあると思うんですが、この財団、

またファンドの運用に関してかなり効果は上

がったと思っております。

私が、このバランスシートの見方がわからな

いだけなのかもしれないんですが、資料の206ペ

ージに、一番上の財務状況で一般正味財産が１

億8,000万余は残っておるというふうな感じに私

は受け取るんですが、これが、28年度の収支予

算書が127ページに今度は出てきているんです

が、これのどこに反映されているのか、これと

全く異質なものといえばそれまでなんですが。

あともう一つ、これはもう全額県に３月29日

付で返還しているということになっているんで
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すが、127ページの最終的な残高にもやっぱり１

億3,000万円余、ここに残っているという表記に

なっているんですが、これどういう理解をした

らよろしいんでしょうか。

○坊薗畜産振興課長 まず、127ページの１

億2,300万の正味財産期末残高でございますけれ

ども、これは２月の理事会時点でこのくらいの

残が出るであろうということで示させていただ

いた金額でございます。

それから、１億9,000何がしかは、27年度の事

業も終わりまして、実際に残っている金額になっ

てございます。

○図師委員 それは、この127ページには反映さ

れない、全然異質の収支書になるんですか。

○坊薗畜産振興課長 性質としては一緒なんで

すけれども、時点が違いますので、２月時点で

の見込みと、実際の決算との差でございます。

○井上委員 本当にこの口蹄疫からの再生と復

興って、農政水産部の皆さん大変な思いをされ

たと思いますし、そのことが、本当に宮崎県の

やっぱり畜産業を変えてきたという、また力に

もなったんではないかなと思うわけです。結局、

もうこの予算の確保の問題についてはまたそれ

ぞれ考えないといけないことがあると思うんで

すけれど、この口蹄疫からの再生と復興という

ときに、宮崎県の畜産業というのがどう変わっ

たのかということをきちんと整理しておく必要

があるのではないかと思うわけです。他県の方

たちも、まさか宮崎はここまでっていうふうに

思っておられなかったと思うんですが、本当に

皆さん方の努力でここまで来たということは大

変すばらしいことだったと思います。やっぱり

畜産業というのが、どういうふうにして今後こ

の、うちはすごい経験をしたわけですから、そ

のことによって、日本の畜産業に対して残さな

いといけないのか、何をメッセージし続けてい

かないといけないのかというのは、どのように

お考えなんですか。今回この財団がなくなれば

いいと私も思わないわけですけれども、メモリ

アルで皆さんと一緒に常にまた点検しつつやっ

ていかないといけないことなんでしょうけれど

も、これからのなりわいとしてずっと続けてい

くためには、何を私たちはここから学び取って

いかないといけないとお考えなのか、そこを聞

かせていただけますか。

○坊薗畜産振興課長 平成22年の口蹄疫が発生

して、頭数からいいますと約４分の１がいなく

なりました。現時点で、頭数ベースでいいます

と、９割までは回復をいたしております。産出

額についても、発生前、今価格がいいというこ

とも要因でありますけれども、産出額について

も、以前までの水準に回復してきているという

状況です。やっぱり本県の畜産は、全国でも有

数、もうベスト３、３本の中に入っているとい

う畜産でございますので、口蹄疫で非常に痛手

は負ったわけでございますけれども、これまで

関係者とか農家の方々が御努力いただいて、今

の水準まで返ってきたということは非常に感謝

をしているところであります。

その中で、やっぱり全国３位、特に和牛の供

給県という宮崎にとって、和牛の質、頭数をしっ

かり維持していくことが一番重要であろうと

思っておりますので、そこについてはしっかり

取り組んでいきたいと思ってます。生産基盤も

しっかりしていくと。あわせて、日本一の生産

性のある宮崎というようなことも取り組んでい

きたいということで、畜産新生プランを平成27

年までやったんですけれども、改めて今後５年

間、畜産新生推進プランというのをつくりまし

て、生産基盤、それから、生産性の向上に一緒
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になって取り組んで、全国でのモデルとなるよ

うな畜産を目指していきたいと考えております。

○井上委員 私たちは国との関係とかっていう

のも、こういう非常に危機的な状況になった場

合の、産地としてのありようと、それから、そ

れに対して、国の支援のあり方とか、きちんと

整理しておく必要というのはあるのではないか

なと思うんです。宮崎は、再生と復興というの

に真摯に取り組み、今の状況を取り戻すことが

できたけれども、ある程度やっぱり私たちが学

び取ったものについて提言すべきものというの

は非常に大きいものがあるのではないかと思い

ます。

宮崎は、本当に正直申し上げてよく頑張って、

ここまで本当によくやられたと私は思います。

もう壊滅になってもいいような状況の中から復

興してきたわけですから。だから、一つの産業

を守り通していくことに対しての私たちの持つ

モチベーションが高かったということでもある

と思うんですが、だから、そのことについては

ちゃんときちんと整理したものがずっと残され

ていくべきだと思いますし、単にここで再生と

復興を、例えば文字上でということではなく、

産業がずっと続くということを大前提として、

根底にそれがなければいけないのではないかな

と思います。メモリアルで支援事業を今後もやっ

ていかれるとは思いますが、だから、国の予算

のあり方、立て方を含めてそうですけれども、

やっぱりきちんと産地としてやるべきこと、言

うべきこと、それはきちんと整理した形で国と

確認をし合っておくということは、必要な作業

ではないのかなと思っているところなんですけ

れども、そこについてはどうお考えなのでしょ

うか。

○坊薗畜産振興課長 まず１つは防疫面といい

ますか、発生した宮崎県として、やっぱり二度

と発生させないという強い決意を持って防疫に

はしっかり当たっていく必要があるだろうと

思ってます。今回の本県の経験をもとに、国の

ほうでは、家伝法とかを改正されて、いろんな

仕組みも変えられました。それから、補償の関

係も整理をされたということで、我々の経験は

生かされてるんではないかと思っております。

もう一つは、先ほど申しました生産基盤、本

県の畜産をしっかり伸ばしていくためには、国

との連携は当然必要だと思ってますので、国の

ほうも畜産の生産基盤をしっかり強化していこ

うという予算等も準備していただいております

ので、相談をしっかりしながら、本県畜産の振

興に役立てていきたいと思ってます。

○井上委員 改めて、本当皆さんにお疲れさま

でしたと申し上げたいと思います。本当にお疲

れさまでした。

○山下委員 午前中ちょっと時間がありますの

で、口蹄疫の復興のまとめも井上議員からあり

ましたので、私も申し上げたいと思うんですが、

今回の一般質問でも申し上げたんですが、口蹄

疫が発生したのが22年ですよね。その22年度と

いうのは、口蹄疫、鳥インフルエンザ、そして、

新燃岳の噴火がありました。本当に災害が出た

中で、私は、ようこそやっぱり口蹄疫復興とい

うのを、財団つくって、あれだけのことをやっ

てもらったと。そして、何よりかによりやっぱ

りよかったのが、24年度だったか全共で２連覇

できたということ。これにやっぱり一つは口蹄

疫復興というのが、同じ歯車の中で回っていっ

てきてくれたこと、これがもう宮崎県のフード

ビジネスの展開にもつながってきたし、僕は総

合政策部長にお伺いしたんでしたけれども、今、

郡司部長として、その口蹄疫復興財団を、今回
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もう解散されるに当たって、今井上議員が言わ

れたような、部長としての総括をお聞きしてお

きたいなと思って。

○郡司農政水産部長 口蹄疫、22年４月20日に

発生したわけですけれども、29万7,808頭という

牛豚の命を奪ったというこの事実は重いと思っ

ております。この命に対する責任を我々はやっ

ぱり果たさなければならないという思いが非常

に強いです。そういう中では、やはり、日本一

の防疫体制、このことをまずは宮崎からしっか

りやって発信していきたいなという思いが一つ

非常に強くあります。

それと、もう一つは、フードビジネスの話が

ありましたけれども、この畜産という産業が、

我が県の産業の中でどんな位置づけにあるのか

が、不幸な出来事ではありましたが、我々にしっ

かりとわからせてくれたなという中でお話にも

ありましたけれども、フードビジネスという一

つの県の方向性というのが明確になったという

ことがあろうかと思います。

それと、もう一つは、やっぱりゼロからいろ

んな生産者が挑戦を始めたと。この挑戦の息吹

というやつは、広くやっぱり我が県の農業にプ

ラスの方向に働いているのかなと、そんな気が

いたしております。

そのような中で、本当に力を合わせて団結し

て勝ち取った全共の２連覇、これは一つの象徴

であったのかなと、そんな気がしているところ

であります。

本当大変な口蹄疫だったわけですけれども、

歴史をそのうち振り返ってみるときに、あのと

きから宮崎の畜産は変わったと言われるように、

我々がまた引き継いで頑張っていかなければな

らないと、そんな思いであります。

○右松委員長 ほかにありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 では、15分ありますから、その

他報告事項、この長計の２つまで終わらせたい

と思ってますので、よろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○戎井農政企画課長 農政企画課でございます。

第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の平成27

年度の取り組み概況につきまして御説明をさせ

ていただきます。詳細につきましては、別冊で

水色のカラーの冊子で配付をさせていただいて

おりますけれども、ポイントをまとめました資

料を御用意しておりますので、そちらで御説明

をさせていただきます。

常任委員会資料の16ページをお開きいただき

たいと思います。

まず、農業産出額と担い手の推移についてで

ございます。

本県農業産出額につきましては、畜産と園芸

が大宗を占める中で、先ほど話がありました平

成22年度に口蹄疫、こちらの再生・復興に取り

組みまして、平成26年には全国第５位の3,326億

円ということで、口蹄疫発生前の水準に産出額

につきましては回復したところでございます。

次に、担い手についてでございますが、中段

左の認定農業者数につきましては、平成27年時

点で全国８位の状況になります。全国同様に減

少傾向にあるということでございますが、一方

で女性認定農業者、この占める割合につきまし

ては増加傾向にあるところでございます。また、

中段右の農業法人数、こちらにつきましては、

平成27年で755法人と増加傾向にございまして、

他産業からの参入も増加傾向にあるというとこ

ろでございます。
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次に移りまして、下段左の集落営農組織数に

つきましては、伸び悩みの状況にあるところで

はございますけれども、地域農業の重要な担い

手であると認識しておりまして、今後とも引き

続き組織化、また法人化を推進してまいりたい

と考えております。

また、下段右側の新規就農者数につきまして

は、近年300人前後で推移をしておりますけれど

も、平成27年度につきましては、前年度を81名

上回る341名、こちらを確保したというところで

ございます。なお、半数以上が、農業法人へ就

農する形となっておりまして、法人につきまし

ては、新規就農者の受け皿の面からも大変重要

な担い手と認識したところでございます。

続きまして、右の17ページの上段をごらんい

ただきたいと思います。

まず、産地づくりに向けた取り組みというこ

とで、昨年度取り組みました産地づくりに向け

た具体的な取り組みを御説明をさせていただき

たいと思います。

本県農業の成長産業化を図る上で、産地が一

体となって生産・販売に取り組むことが重要で

ございますので、家族経営体の集まりであるＪ

Ａ部会、これを対象に、生産者それぞれの技術

や経営の位置づけがわかるようなマトリクス分

析というのを活用した産地分析を全部で59部会

を対象に行っております。営農指導とあわせて

技術経営レベルの底上げを図ったというところ

でございます。この産地分析の実施によりまし

て、右側にお示しをしておりますけれども、例

えば、ＪＡ都城のいちご部会では、１戸当たり

の販売金額が約40％も増加するなど、生産者の

所得アップにも大きく貢献をしているというと

ころでございます。

次に、中段をごらんいただきたいと思います。

産地づくりに向けましては、人財の育成・確

保が重要でございますので、中段左にあります

ように、知事を塾長とします「みやざき次世代

農業トップランナー養成塾」、こういうのを開催

いたしまして、地域のリーダーとなる若手経営

者育成に向けたマネジメント能力の強化に取り

組んでおります。また、その右側でございます

けれども、農業大学校の10ヘクタールの圃場を

活用しまして、農業関連メーカと先駆的な経営

者が連携した経営実証というような形で、次世

代型農場チャレンジファームを開設していると

いうところでございます。

次に、下段をごらんいただきたいと思います。

産地化に向けましては、生産を支える基盤の

強化や高度化も重要でございます。国富町のほ

うに、ＩＣＴ等の新技術を駆使した生産性の高

い次世代施設園芸拠点を整備いたしまして、ま

た、あわせて畜産のほうでは、地域の収益性向

上と繁殖基盤強化に向けまして、クラスター事

業等を活用しまして、各地域で畜舎の整備や家

畜導入を一体的に支援したというところでござ

います。

次に、資料をおめくりいただきまして、18ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

こちらから長期計画に掲げました農業の成長

産業化に向けた４つの視点で、昨年度の取り組

みをまとめてございます。

まず、初めの儲かる農業の実現でございます

けれども、上段左側でございますが、近年多様

化を見せる消費ニーズ、また、健康志向への高

まりに対応しまして、新たなロゴデザイン「カ

ラダ・グッド」というようなものを活用した売

り場づくりなどイメージＰＲを展開しておりま

す。また、このほか、その右側にございますが、

宮崎県が有する世界トップレベルの分析技術を
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活用しまして、一般社団法人宮崎県食の安全分

析センターを設立しまして、これによりまして、

より迅速かつ高度な残留農薬や機能性成分の分

析体制を整備したというところでございます。

中段左手のほうをごらんいただきたいと思い

ますが、公社の先ほどの説明でもありましたが、

農地の利用集積の状況についてでございますが、

農地中間管理事業の推進によりまして、認定農

業者への集積率は52.1％となっておりますが、

今後、さらなる施策の推進によりまして、これ

は35年の目標に掲げておりますが、担い手等へ

の農地集積を80％まで向上させてまいりたいと

考えてございます。

あわせて右側でございますが、効率的な営農

を展開する上では、生産基盤の強化が大変重要

でございます。中段右の圃場整備の写真にござ

いますように、水田の基盤整備や畑かん営農の

推進によりまして、高収益・効率的な営農を、

これは中間管理事業とあわせて推進をしている

ところでございます。

下段のほうに移りまして、農産物の輸出でご

ざいます。香港などの東アジアやアメリカを中

心に輸出が伸びておりまして、輸出額は過去最

高の22億円となってございます。さらに、９月

に開催されましたミラノ国際博覧会では、宮崎

県ブースを設置をしまして、宮崎牛を初め、県

産品の認知度向上に取り組んだというところで

ございます。

続きまして、19ページ、こちらの上段をごら

んいただきたいと思います。循環型社会と低炭

素社会への貢献ということでございますが、左

手のグラフにありますように、家畜排せつ物の

エネルギー利用を推進するとともに、酒造メー

カーと畜産農家とのマッチング等によります焼

酎かすのエコフィード生産を推進をいたしまし

た。これによりまして、県内の資源を有効活用

をしているというところでございます。その右

手でございますが、地球温暖化に対応した亜熱

帯果樹として、ライチの安定生産技術の現地実

証に取り組んでいるというところでございます。

中段に移りまして、連携と交流による農村地

域の再生でございます。こちらにつきましては、

ワンストップ窓口として、みやざき６次産業化

サポートセンター、こちらによる企業間連携強

化の支援等によりまして、農商工連携、また、

６次産業化を推進するとともに、右手のほうの

知事も写っている写真でございますが、昨年12

月には、焼き畑や棚田、また、それを支える人

財育成など、山間地域特有の農林業が複合した

営農システムが評価されまして、高千穂郷・椎

葉山地域が世界農業遺産の認定を受けたという

ところでございまして、こちらにつきましては、

今後さらなる活性化が期待されるというところ

でございます。

下段になります。責任ある安全な食料の生産

・供給体制の確立につきましては、各市町村に

おける食育計画の策定と実行によりまして、県

民一体となった食育・地産地消を推進しますと

ともに、また、宮崎県食の安全・安心推進条例

の施行を契機にしまして、県民との食の安全・

安心に関する協働活動を強化したというところ

でございます。

これら昨年度の取り組みの成果を踏まえまし

て、今年度６月には長期計画の後期計画のほう

を策定したところでございまして、引き続き、

みやざき農業の成長産業化に向けまして、一層

の取り組みを推進してまいりたいと考えてござ

います。

農政企画課からは以上でございます。

○右松委員長 ありがとうございます。ごめん
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なさい。水産政策課は午後に回したいと思いま

すので、一旦ここで暫時休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後０時59分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

○花田農地対策室長 午前中の河野委員の御質

問の回答がおくれて申しわけございませんでし

た。

農業振興公社の委託料が、27年度約2,700万円

減額になった主な理由につきましては、口蹄疫

埋却地再生活用事業が1,800万円の減及び６次サ

ポートセンター事業で国からの割り当て減とい

うことで800万円の減というのが主な理由でござ

います。

遅くなり、申しわけございませんでした。

○田原水産政策課長 水産政策課でございます。

委員会資料の20ページをごらんください。

第五次水産業・漁村振興長期計画の平成27年

度の取組の概要についてでございます。

まず、一番上に本県水産業の現況を示してご

ざいます。

漁業生産額は、直近の平成26年で334億円であ

り、全国14位でございます。

左の図に、漁業生産額と漁業種類別構成比の

推移を示しておりますが、カツオ・マグロ及び

まき網で約６割を占め、近年養殖の割合が増加

してございます。

右の図は、就業者や経営体数の推移を示した

ものであり、平成になって以降、減少傾向が続

いてございます。

このような厳しい漁業情勢を受けまして、現

在、第五次水産業・漁村振興長期計画に基づき、

各種施策に取り組んでいるところでございます。

それでは、平成27年度の取組の概要について、

長期計画の３つの柱に沿って御説明をいたしま

す。

初めに、１つ目の柱でございます（１）の水

産資源の適切な利用管理について、さらにアと

イの２つの取り組みとして整理してございます。

まず、アの水産資源の回復と適切な利用の推

進に関する取り組みでございます。

科学的な資源評価に基づいて、その資源水準

に応じた適切な資源管理の取り組みを進めるも

のでございまして、現在21魚種について、資源

評価により明らかとなった資源管理の方向性に

基づき、漁業者を中心に構成される協議会にお

いて、稚魚の放流や漁獲サイズの規制等を内容

とします資源管理計画を策定するもので、管理

効果の検証及び計画の見直しとあわせて宮崎モ

デルと呼ばれる資源管理を実践し、漁獲の安定

を図ってございます。

図は、左側が計画の策定数、右側が資源評価

対象魚種の漁獲量の推移を示したものでござい

ます。

続いて、その下ですが、日向灘の生産性向上

を図るために、マウンド魚礁などの整備や表層

型浮き魚礁の更新整備に取り組んだところでご

ざいます。近年では、真ん中の図に示しました

ように、海底に石を沈めて高さ15メートルほど

の山、マウンドといいますけれども、これをつ

くりまして、海底から上向きの潮の流れを起こ

すことで、プランクトンの増殖等、海域の基礎

生産力を高めることを目的とした増殖場の整備

を進めてございます。

図は、魚群探知機で見たマウンド魚礁と、そ

こに集まった魚群の分布状況を示してございま

して、魚を集める魚礁としての効果も高いこと

がわかってございます。

21ページをごらんください。
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イの水域環境の保全と環境変化への対応に関

する取り組みでございます。

ページの中ほど、漁業者グループが行う藻場

造成や干潟の保全活動の支援についてでござい

ます。左のグラフに示してございますように、

藻場の保全活動面積は着実に拡大しており、こ

の結果、右の写真のように、海藻を食べるウニ

の密度が適正に管理されることで、藻場の回復

が図られたところでございます。

次に、２つ目の施策の柱でございます（２）

の安定した漁業経営体づくり、これのアの収益

性の高い漁業経営体の育成に関する取り組みと

して、漁協系統組織の機能・基盤強化を図るた

めに、信用事業の信漁連への譲渡や販売事業、

購買事業の合理化を進めたところでございます。

左の図にありますように、信用事業譲渡が着実

に進むことで、漁協等系統組織の基盤強化が図

られております。

22ページをごらんください。

一番上の、漁船の小型化等によるコストの削

減や付加価値向上の実証に取り組んだところで

ございます。左側の表に示しましたように、カ

ツオ・マグロ漁業を中心に、７隻が漁船の小型

化によるコスト削減や漁獲物の付加価値向上に

よる収益性の改善モデルの実証に取り組み、確

認が進められてございます。

次に、一番下のイの競争力のある生産・流通

の構築に関する取り組みとして、販路拡大に向

けた海外へのトライアル輸出などの新たな取り

組み支援と、県産水産物の新商品開発、販売促

進等の取り組みの支援についてであります。

真ん中の図にありますように、国内外での新

たな流通に関する取り組み件数が増加しており、

特にトライアル輸出を含めた国外への取り組み

が増加してございます。また、販売促進や消費

拡大の取り組みを強化してございまして、昨年

は、県漁連の販売機能を活用したシイラの買い

支えと、商流の出口としての学校給食市場の開

拓に取り組んだところでございます。

次に、23ページをごらんください。

ページ中ほどの、（３）の漁港機能の強化と漁

村の活性化のアの漁港機能・漁業生産基盤の保

全・強化に関する取り組みとして、係留漁船の

港内の安全性を確保するため、防波堤等のほか

防風柵を整備し、漁業者の財産保全と作業環境

の向上を図るとともに、漁港機能の適切な保全

を図る老朽化対策を実施したところでございま

す。

最後に、イの漁村振興地域の活性化に関する

取り組みです。

漁業就業者確保育成センターと連携し、就業

情報の提供やマッチング、研修支援等に取り組

んだところです。

左側の図に、棒グラフで海面漁業の新規就業

者数の推移を、折れ線グラフで就業３年目の定

着率を示してございます。昨年の新規就業者は45

名となり、計画の最終年においても目標を下回

る結果となりました。また、地域の活性化とし

て、チョウザメ養殖やキャビアの生産販売等を

支援したところでございます。写真にあります

ように、宮崎キャビア1983がＡＮＡの国際線ファ

ーストクラスの機内食として採用されるなど、

知名度や販売の拡大が図られたところです。

今後は、先般見直しを行った第五次長期計画

の後期計画に基づき、関係団体との連携を強化

しながら、各種施策を着実に実行し、基本目標

である資源回復と経営力の強化による持続可能

な水産業・漁村の構築の実現に取り組んでまい

りたいと考えてございます。

最後に、別冊として添付してございます青い
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冊子の平成27年度取組の概要についてですが、

それぞれの施策に対する取り組み状況をより詳

しく記載してございますので、後ほどごらんい

ただければと思います。

以上でございます。

○牛谷新農業戦略室長 新農業戦略室でござい

ます。常任委員会資料の24ページをお開きくだ

さい。

野生鳥獣による農林作物等の平成27年度の被

害額についてでございます。

本件につきましては、昨日の環境森林部の審

議におきましても同じ資料で説明が行われてお

りますので、私からは農作物関係を中心に説明

させていただきます。

それでは、まず、１の平成27年度被害の状況

についてでございます。

（１）の部門別被害の状況のうち、農作物に

つきましては、平成27年度の被害額は５億209万

円となっておりまして、平成26年度の６億2,814

万9,000円に対しまして、約１億2,000万円余り

の減少となっております。

次に、（２）の作物別被害の状況につきまして

は、水稲、野菜、飼料作物、果樹の順で被害額

が大きくなっておりまして、この４部門で被害

額の約75％を占めております。

次に、（３）の鳥獣別被害の状況につきまして

は、鹿による被害額２億7,806万9,000円と、イ

ノシシによります２億1,252万1,000円を合わせ

た被害額は、全体被害総額の約79％を占めてい

るという状況でございます。

続きまして、25ページをお願いいたします。

２の被害額増減の要因についてでございます

が、農作物につきましては、集落点検や各種研

修会、追い払い活動などの地域ぐるみの対策、

交付金を活用した防護柵の整備や有害捕獲等の

取り組みが進んだことなどによりまして、県全

体の被害額が減少したものと考えております。

しかしながら、防護柵を設置していない隣接

地域への野生鳥獣の拡大でありますとか、被害

対策の難しいヒヨドリなどの鳥類被害の増加が

確認されている地域もございます。

次に、３の今年度の主な取組についてでござ

います。

一番上の白丸のところでございます。

鳥獣被害対策支援センターや地域鳥獣害対策

特命チームなどと連携しながら、鳥獣被害対策

マイスターや地域リーダー等の人材の育成を図

りますとともに、モデル集落におきましては、

集落被害対策ビジョンの作成や実践を支援し、

優良事例として各地域へ波及させてまいりたい

と考えております。

また、交付金などを活用しまして、被害の増

加しております鳥類等への対策を、鳥獣被害対

策支援センターと連携しながら実証ほ等により

技術確立を図りますとともに、昨年に引き続き、

防護柵の整備や有害捕獲を推進し、さらなる被

害の軽減に努めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

新農業戦略室からは以上でございます。

○大久津農業経営支援課長 農業経営支援課で

ございます。委員会資料の27ページをお開きい

ただきたいと思います。

県立農業大学校の学科再編等に伴う学校用地

の活用方針について御報告いたします。

まず、１の農大校の学科再編の内容ですが、

平成６年に現在の農業大学校を整備・発足して

以来、外部有識者等も入れた在り方検討会議を

随時開催しながら、時代の要請に応じた農大校

の運営改革を行ってまいりました。

しかし、昨今の少子化に伴う学生数の減少や、
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農業高校と農大校による新たな一貫教育の仕組

みを構築するための高鍋農高との高大連携のモ

デル的取り組み、さらにはフードビジネスの拡

大に向けた人材育成の強化に対応するため、来

年度からの学科改編等を予定しております。

具体的には、学生募集を現在の３学科の７コ

ースごとから、農業学科と畜産学科の２学科募

集に変更するとともに、関係者から要望の多かっ

た養豚専攻とフードビジネス専攻を新設いたし

ます。

また、学科改編に伴い、現在、非農家出身や

普通科系高校からの入学生も多いことから、１

年次の前期は総合学習を行い、後期から従来の

専攻ごとの学習に移行するとともに、農場実習

やインターンシップなどを活用した現場研修の

強化、さらには食品加工技術等の習得を目指し

たカリキュラムを充実してまいります。

こうした動きの中で、宮崎アグリトピア構想

に基づき、農大校の周辺地域における主要プロ

ジェクトといたしまして、１つ目には、先進的

な農業のための教育研修機能の充実、２つ目は、

食品加工関連産業等の集積促進、３つ目は、優

良種苗等の供給機能の充実などを目的に随時整

備が進められてきておりまして、（２）の表にあ

りますとおり、農大校用地の一部につきまして

も、ジェイエイアグリシード株式会社種苗供給

センターを初めとする貸し付けや売却等により

まして、アグリトピア構想推進の後押しを図っ

てきたところでございます。

次に、28ページの（３）に記載しております

が、近年の学生数や家畜飼養頭数の若干の減少

等に伴いまして、農大校が所有する施設・実習

圃場の管理や活用につきましては、一部民間活

力を有効活用した取り組みを進めているところ

であります。

具体的には、29ページの農大校の全景写真も

あわせてごらんいただきたいと思いますが、赤

と白の枠内が学校用地であり、黄色枠の農業科

学公園と研修センター、さらには下の実践塾等

は平成27年度から指定管理者制度を導入してお

ります。

なお、学校用地のうち、右端の白枠の部分に

つきましては、まず次世代型農場チャレンジファ

ームとして、10ヘクタールの圃場を使って最新

技術の営農を展開する先駆的農業者と民間、今

回は農業機械メーカー等ですが、共同で経営・

実証を行っておりまして、農大校生を初め、農

業高校生、営農指導員等を対象に随時研修を行っ

ております。

また、一番上にある、飼料畑3.2ヘクタールに

つきましては、排水が悪く、湿畑で、長年不耕

作状態であり、優良農地として再生するために

は多額の費用がかかることがわかりまして、チャ

レンジファームとしての活用が難しい状況に

至っております。

なお、学校用地の水田4.7ヘクタールにつきま

しては、赤枠でございますけれども、ことしま

で早期水稲のみの作付でしたが、現在、地下排

水方式と圃場区画を60アールと90アールに拡大

する造成工事に着手したところでございまして、

来年度からは、チャレンジファームとして水田

裏もフル活用した営農モデルを開始することと

しております。

また、資料の中に、参考として、九州各県の

農大校の農場実面積と学生１人当たりの面積等

を示しておりますが、他県では本県の３分の１

から10分の１と狭く、農場運営の集約・効率化

が進められている状況にある中で、本県では農

大校が中心となって可能な限り利用拡大に努め

ているところでございます。
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しかしながら、こうした取り組み経過等を踏

まえまして、平成29年度からの学科再編を進め

るに当たりましては、先ほど説明いたしました

白枠の部分を農大校の教育用用地から外します

が、先進的農業研修や農大校生等の新たな技術

習得のための教育の場にもつながるような取り

組みに対しまして、使用許可や譲渡などを前提

に、民間活力を活用した取り組みを今後検討し

たいと思っております。それによりまして、若

者に魅力を持ってもらえるような農大校運営に

今後とも努めていきたいと考えているところで

ございます。

説明は以上でございます。

○甲斐農産園芸課長 農産園芸課でございます。

常任委員会資料の31ページをお開きいただきた

いと思います。

早期水稲の作柄と価格動向についてでありま

す。

まず、１の生育・作柄概況及び検査状況につ

いての（１）生育状況及び作柄についてであり

ます。

１つ目の丸にありますように、本年は田植え

後の４月から５月の高温や日照不足等の影響に

よりまして、分けつ数が少なくなりました。１

穂当たりのもみ数は平年並でしたが、穂数が少

ないことから、全もみ数も平年に比べて少なく

なりました。

３つ目の丸にありますように、登熟につきま

しては、７月上旬以降、おおむね天候に恵まれ

まして、日照時間も平年をやや上回り、やや良

となりました。

４つ目の丸にありますように、８月15日現在

の作況指数97、やや不良が見込まれる状況となっ

ております。

次に、（２）の検査状況でございます。

表にございますように、８月末までの検査状

況でございます。

検査数量が１万8,933トン、１等米比率は59.9

％で、昨年よりもやや下回っております。格下

げの要因といたしましては、晩生品種「夏の笑

み」におけますカメムシ類による被害や、出穂

直後の急激な温度変化や一時的な日照不足の影

響による心白腹白の発生が原因となっておりま

す。

次に、２の価格の動向についてであります。

（１）の相対取引価格の推移につきましては、

史上最低の米価でありました26年産から全国的

に飼料用米への作付転換が進みまして、流通在

庫が減少したことから、価格が上昇に転じてお

りまして、27年産は全国で10％、宮崎コシヒカ

リで７％程度高くなったところであります。

また、宮崎コシヒカリは、日本一早い新米と

して、全国の平均価格に比べて約1,000円程度高

い価格で推移している状況でございます。

次に、（２）の28年産宮崎コシヒカリの相対取

引価格についてでございますが、スタート価格

は27年産同時期に比べまして、60キロ当たり200

円程度上昇しておりますが、出荷ピークの価格

を比較しますと、太枠で示しております、本年

は昨年より５日早い状況でございまして、前年

の１万4,300円から１万5,000円と、700円程度上

昇している状況であります。

早期水稲につきましては、施設園芸との組み

合わせで欠かせない作型であることや、日本一

早い新米として一定の需要が見込まれることか

ら、今後とも安定生産に向けて推進を図ってま

いりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○竹下農村計画課長 農村計画課でございます。

建設工事等におけるコスト調査の実施について
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御説明いたします。

常任委員会資料の32ページをお開きください。

このことにつきましては、環境森林部からも

説明が行われまして、内容が重複するところで

ございますけれども、農政水産部からも改めて

説明をさせていただきます。

まず、１の目的でございます。

今回の調査は、県が発注した建設工事及び建

設関連業務につきまして、受注された企業の採

算性を分析・把握するためのコスト調査を実施

し、最低制限価格の検証を行うための基礎資料

とするものでございます。

次に、２の調査内容でございます。

まず、①の調査対象案件の抽出について、県

公共三部が発注しました建設工事等のうち、平

成27年４月１日以降に発注し、平成28年６月30

日までに完成したものの中から、地域、工種、

契約金額等を考慮し調査対象案件を抽出いたし

ます。

なお、調査対象案件につきましては、既に抽

出されておりますけれども、工事は全体件

数1,172件の中から303件、関連業務につきまし

ては、全体件数1,060件の中から287件となって

おります。

次に、②の調査票の作成でございます。

調査対象案件の受注企業に調査票を送付させ

ていただきまして、決算金額における詳細な内

訳、右側のページの工事費の構成に記載してお

りますけれども、直接工事費、間接工事費、一

般管理費等を記入していただくこととしており

ます。

また、決算金額と契約金額との差異が生じた

理由につきましても、任意に回答していただく

こととしております。

次に、③の集計・分析でございますが、調査

対象案件ごとに決算金額と契約金額から損益率

を算出しまして、損益率に影響を与える要因別

に分類して分析を行います。

最後に、３の調査実施期間でございます。

調査期間は平成28年７月から平成29年３月ま

でとしており、これまでに調査票の郵送や各地

区での説明会は終えておりまして、10月上旬ま

でに調査票の回収を、またその後、集計・分析

を行い、その結果を踏まえまして、最低制限価

格の見直しの必要性について検討を行うことと

しております。

説明は以上でございます。

○右松委員長 その他報告事項に関する執行部

の説明が終了しました。

質疑はありますでしょうか。

○外山委員 一点だけいいですか。

この前、農大校も行きましたけれども、この

チャレンジファーム、今、この参加者は何名で

したっけ。チャレンジファームの受講生という

か、何名ぐらいが今携わってましたか。

○大久津農業経営支援課長 みやざき農業実践

塾でしょうか。

○外山委員 それです、ごめんなさい。これは

また違うんだっけ。

○大久津農業経営支援課長 そちらは、ことし

は希望者がふえまして、６月で12名が卒業しま

して、新たに７月から17名が参加で１年間の研

修に入っております。

○外山委員 済みません、勘違いしてました。

これは違いますもんね。

ついでだから聞きますが、一点だけ、その中

の人から、入って、ある程度農業技術を取得は

したんだけれども、そこを出るときに、自分の

農地と、もちろんハウスがないという状況になっ

て、また資金もないということで、きょうのと
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はずれますけれど、なかなか農業に就業できな

かったという前例もあるんですが、これはやむ

を得ないってことなのかな。

○大久津農業経営支援課長 長期計画の中でも

実績を出しておりますが、昨年は新規就農者

が341名ございまして、その中でＵＩＪターン、

そういった方たちも74名とかなりふえたところ

でございます。

ただし、200名近くは農業法人の就業というこ

とで、もうそこでしっかり就業できますから多

いんですけれども、今、委員おっしゃいました

ように、私ども、今、研修システムを持ってる

のが、県のみやざき農業実践塾と、宮崎中央農

協がキュウリを主体に研修を行っております。

そういったところに研修をされて、ある程度実

務を受けた方たちは、ある程度いろんなところ

の市町村とか普及センターの協力を得ながら探

しやすいんですが、一般の経験もない方たちが

就農したいといってもなかなか見つかりません

ので、そういった問題に対応するために、こと

しから宮崎中央農協みたいな農協でのトレーニ

ングセンター、こういったものが必要ではない

かということで、これまでもお願いしてきまし

たけれどなかなか進まなかったもんですから、

それをしっかりつくろうということで、今、検

討を進めております。

そういった中で、各農協単位に主力品目、こ

れについて、部会で、やはり後継者がいないと

か会員が減るというところについては県外から

の新規就農者も含めて、そういった新しい人材

を養成していこうというようなことで、そのた

めのトレーニングセンター等の仕掛けをしま

しょうということで、ことしから始めておりま

す。そういったことをやりながら、土地の見つ

からない方、いろんな方たちもしっかり定着で

きるような形を今後進めていきたいと思ってお

ります。

○図師委員 水産業・漁村振興計画のほうでお

伺いしたいんですが、本当に厳しい状況が続い

てるのは、地元の２つの漁港からもよく聞いて

おるところなんですけれども、最初にお伺いし

たいのは、資料20ページの一番上にあります漁

業の就業者数とか、23ページにあります新規の

漁業者数、これの中にはもちろん外国人の研修

生、実習生は入ってはないということでよろし

いですか。

○田原水産政策課長 入ってございません。

○図師委員 入った場合の数っていうのは、大

体どれぐらいになるもんですか。

○田原水産政策課長 今、研修生制度で３年間

の受け入れが可能になってございまして、それ

で大体220名前後を受け入れていると思ってござ

います。

それ以外に、またこれは労働力っていうこと

になりますが、マルシップという制度がござい

まして、それでまた同程度の数を受け入れてい

るということでございます。

○図師委員 じゃあ、外国人の方の労働者数と

しては、400から500ぐらいはいるという理解で

よろしいんですか。

○田原水産政策課長 大体440ぐらいだと思いま

す。

○図師委員 ちなみに、海洋高校の卒業生とい

うと、１学年何人ぐらいになるんですか。

○田中漁村振興課長 海洋高校は、手元に数字

がございませんが、１クラス30人とか40人のク

ラスが船長、機関長とか船舶職員を目指すコー

スと、加工業とかを目指すコース等に分かれて

いると聞いております。

漁業への就業状況では、例年二、三名という
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ことになっておりまして、二、三名の方が漁業

に就業されるというような形になっております。

平成27年度の数字でいきますと、海洋高校は１

名の方が漁業に着業されてると。県としまして

は、日南に高等水産研修所を持っておりまして、

そこは漁業者を育てるということで、27年度は

少なくて、５名という数字になってますが、例

年10名前後が新規で着業されてるということに

なっております。

○図師委員 海洋高校の今の数字を聞いて

ちょっとびっくりしたところですが、いわゆる

研修所からの就労者も10名程度いらっしゃると

いうことで、この残りの30名前後の方々という

のはどこからの新規の就労者になるんでしょう

か。

○田中漁村振興課長 その他の普通の中学校、

高校からも数名、一番多いのは他産業からの参

入者という形になります。

○図師委員 わかりました。それらの方々が、

３年以上定着する率は非常に高いということで、

なれれば長期間の労働力としては育っていって

るんだなというのがこのグラフからはわかるわ

けなんですが。

ちょっと視点を変えまして、別の質問を続け

て。同じ水産の関係で。

海外への輸出に関する数字も出ておるんです

が、23ページの一番上です。これは、東南アジ

アが中心になっておるようなんですが、加工品

で出てるんでしょうけれども、どういう品目が。

主なものを教えてもらえれば。

○田原水産政策課長 生鮮ブリで、加工はされ

てございますけれども、ラウンドの部分も一部

ございますが、大分部分が加工されておって、

それは３枚におろして出しているというような

状況でございます。

○図師委員 一度上海の視察に入ったときに、

長崎はもう活魚のまま輸出をかけてる。その話

を聞いたら、やはり歴史的な背景があって、も

う江戸時代からの流れの中でのおつき合いの延

長線上だみたいな話を聞いたんですが、宮崎県

として、活魚でというようなルートはないんで

すか。

○田原水産政策課長 現在、申し上げましたブ

リというのが、串間市の一漁業者の生産したも

のでございまして、そこの独自のルートで出荷

しているということで聞いてございます。

例えばブリ類の魚としてカンパチとかもござ

いますけれども、そういったものを国内の市場

に出すに当たってはそういった活魚船を使うと

いうことも聞いてございますし、例えば韓国で

昨年トライアル輸出をしたオオニベとか、その

辺については活魚で輸出をしてございます。な

ぜかといいますと、韓国では活魚で国内で流通

する、それが前提とした輸出になってございま

すので、そういった産地のニーズ、それを反映

したものだと理解してございます。

○山下委員 この次世代施設園芸拠点、国富やっ

たかな。今、現状はどうですか。何戸くらい入っ

て、どういう状況なのか教えてください。

○甲斐農産園芸課長 次世代施設園芸につきま

しては、平成27年に竣工しまして、今、１作が

終わったところでございます。

１作目につきましては、ジェイエイファーム

みやざき中央と農業生産法人３戸で、キュウ

リ1.8ヘクタール、ピーマン2.3ヘクタールの4.1

ヘクタールを栽培いたしました。１作が終わり

まして、大体、キュウリにつきましては計画比

の82％、ピーマンにつきましては107％の収量が

上がったところでございます。

１作を終えまして、次に２作目に入るところ
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なんですが、２作目につきましては、この農業

生産法人３戸の方々がいろんな諸事情によりま

して取り組みをやめられまして、今回、28年産

はジェイエイファームみやざき中央のみでキュ

ウリとピーマンを生産するということで、今、

段取りを進めてるところでございます。

○山下委員 本来の目的ですよね。次世代施設

ですからハイテクを使った体系だろうと思うん

ですが、これはヒートポンプでやるの。燃料は

バイオマスのあれやった。どういう仕組みです

か。

○甲斐農産園芸課長 これは、全て木質バイオ

マス暖房機で暖房はしております。

○山下委員 一番新型のハウスでしょうから、

一般の農家のハウスと比べて、労働的な生産性

やら合理化されてると思うんですが、その辺の

評価というのは。

○甲斐農産園芸課長 委員おっしゃいますよう

に、この次世代施設園芸ハウスは２つの特徴が

ございます。

１つは、大規模なハウスであること。一般的

な10アールとかそういうハウスよりか、１つの

ハウスが30アールとか50アールとか非常に広い

ハウスであって、その広さを生かして省力化を

図るということが１つの狙いでございます。

もう一つは、複合環境制御といいまして、中

の温度、湿度、土壌環境、これをセンサーで植

物の最適な条件にもっていくということで収量

を上げようという、２つの試みをやってるわけ

なんですけれども。

昨年は１作目ということもありまして、まず、

この次世代園芸は川の近くにあるということで、

地力が十分ないということがわかりまして、途

中でいろんな堆肥とか入れたんですけれども、

その辺が十分でなかったということ。

それともう一つは、パートさんを雇って、パ

ートさんに作業してもらいながらこれを管理し

ていくという方法をとったわけなんですけれど、

やはり初めてやる方々が多くて、たくさんの方

々を労務管理しないといけないということも

あって作業が非常におくれてしまったと。特に、

キュウリとピーマンでは、ピーマンのほうはあ

る程度よかったんですけれど、キュウリのほう

がやはり生育が早いということで、作業が追い

つかなくて病気あたりも出てしまったという点。

３つ目に、複合環境制御も入れたんですけれ

ども、この設定等で温度むらとか、そういった

問題が出てきてなかなか完全に動かなかったと

いう点で、期待以上の収量というのはなかなか

上げられなかったということで、ことしはその

辺のところを改良しながら作業を進めていきた

いと思っております。

○山下委員 これは次世代ハウスですから、ス

タート時点からその土地の状態なんてのはわ

かってたと思うんです。分析をしたらすぐ出る

ことから。だから、私はやっぱり業界も大変な

高齢化で、いかに新規参入をふやしていくか、

そのモデルになってくれるもんだろうと思って

期待してたんです。スタートからいい話が出て

こないと。つまずいとったんじゃ、普通の民間

の農家だったらもう経営が成り立たなくなるん

です。

さっき、ジェイエイ中央が経営されてる部分

と、法人って言われましたっけ、民間が入って

るんですかね。普通のハウスだったら、ピーマ

ンでもキュウリでも２反歩から３反歩がもう精

いっぱいだろうと思うんです。でも、この面積

を５反歩ぐらいをやろうということで、労働力

もそういう体制の中でやられるんでしょうけれ

ど、これが広められる可能性というのはあるん
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ですか。１反歩当たりのハウスの経費っていう

のはどれぐらいかかるの。

○甲斐農産園芸課長 これにつきましては、現

在、非常に広いハウスということで、やはり40

名とか50名とか、こういった人たちを雇用しな

がら進めなくちゃいけないということで、雇用

管理というのが非常に─委員おっしゃいます

ように、そのことはわかってたわけなんですけ

れども、でもやってみるとやはりそういう雇用

管理というのがなかなか。休む人もいたり、１

日の人たちを集めるのになかなか苦労があった

りということで、そういった労務管理のところ

から手直しをしていかないといけないというこ

とで、現在、その辺のところを試験場、農業普

及センター、また企業も入っていただいて、ど

ういった形で労務管理を行ったらいいか、技術

をどう変えていくかというところを毎月１回話

し合いながら、次世代に合った技術、次世代に

合った運営について進めてるところでございま

す。

○山下委員 ことし、我々常任委員会で志布志

の農業公社に行ったんです。去年だったかな、

私も公社の現場を見て。だから、そういう新規

就農者が就農できるシステムというのを、鹿児

島の志布志市農業公社は考えてたんです。だか

ら、私はこの拠点というのがそういう体制で期

待できるのかなと思ってたんですが、全く方向

が違うということで、じゃあ、あそこを拠点に

して新規就農者が参入できるようなシステムに

なってるのかどうか、どう見ておられるんです

か。

○甲斐農産園芸課長 ここの国富の次世代園芸

施設につきましては、ある程度大規模で非常に

新しい技術を入れるということもあって、もち

ろん新規就農者のこういった施設もありますよ

という研修の場としては活用してるんですけれ

ども、基本的には、ある程度熟練した人が次の

ステップに上がるための研修の施設として活用

していきたいと考えております。

○山下委員 ３戸入られたと言ったっけ。何軒

やめられたの。その理由を教えてください。

○甲斐農産園芸課長 ３戸入られて、３戸の農

業生産法人と、もう一つジェイエイファームみ

やざきで経営してたわけなんですけれども、３

戸のほうが全て撤退されたということなんです

けれど、撤退の理由としましては、佐土原の方

が入られてました。そこで雇用されていた方が

何名か辞められて、佐土原で農業されてる方が

毎日指示するために通わないといけないという

こともあって非常に御苦労されて、やはり佐土

原から遠いということもあって、身体的な面も

あって、非常に腰を痛められたとかそういった

面もあって、なかなか毎回通えないということ

が１つ。

それともう一つが、この複合環境制御とか大

規模な施設については１年間やったということ

で、ある程度内容について理解できたというこ

とで、ことしはもう撤退されたということでご

ざいます。

○山下委員 あとは誰がやってるの。

○甲斐農産園芸課長 募集をかけたわけなんで

すけれども、次にちょっと手を挙がる人がいな

かったということもありまして、今回はジェイ

エイファームみやざき中央のほうで全ての面積

をやるということになっております。

○山下委員 これは、民間に貸し付けて、今、

ハウスの価格はわからないということだったん

ですが、法人の人たちはどれほどの負担なんで

すか。リース料っていうの。

○甲斐農産園芸課長 50アール規模の試算なん
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ですけれど、そのときに、おおよそリース料に

つきましては600万程度が予定されてます。

○山下委員 それは、何年間。

○甲斐農産園芸課長 １年でございます。

○山下委員 違う、何年継続でリース料払って

いくの。例えば、10年とか20年とか。

○甲斐農産園芸課長 これは、毎年毎年そこで

１年間契約して、毎年払う料でございますので、

１年間のリース料になります。それを何年か継

続された場合には、それを毎年毎年払っていく

というやり方でございまして、通常のリースを

何年かやって、その後自分で運営するとか、そ

ういった性格のものではなく、毎年毎年生産者

が変わる場合もあり得る、そういう内容の施設

になっております。

○山下委員 そのリース料はもう決まってるこ

となんでしょうけれど、かなり金のかかったハ

ウスだろうと思うんです。大体、今、ハウスが600

万、700万、坪２万ぐらい上がるのかな。上がる

品目だったらいいと思うんです。反当125万にな

りますよね。それだけの費用を払って、農家が

それだけ目指して、高付加価値のそのハウスで

採算ってやっぱりとれるんでしょうかね。そこ

がちょっと不安で、みんな入ってこないんじゃ

ないかな。

○甲斐農産園芸課長 委員おっしゃるとおりだ

と思います。この施設は、複合環境制御によっ

てもっと収量が上がるということで設定してお

りましたので、その量がとれれば、例えばピー

マンあたりの目標を最終的には反当15トンにし

てるわけなんですけれど、こういった量がとれ

れば十分やっていける内容だと考えております。

ですので、今の段階、先ほど申しましたよう

に、まだまだ複合環境制御の使い方とか大規模

さを生かしてないと、こういったところを、早

目に技術を詰めていって十分収量が上がるよう

な形にもっていきたいと考えております。

○山下委員 みやざき中央さんが頑張らんと

しゃあないですわね。これが失敗に終わったら、

もう元も子もないですから。頑張ってください。

○甲斐農産園芸課長 そうなるように、県もしっ

かりと普及センター、試験場と一緒に取り組ん

でまいりたいと考えております。

○黒木委員 担い手ということが関連してると

思うんですけれど、27年度が341名の新規就農者

ということで、これは大変うれしいことですが、

宮崎県で農業人材育成の中核となるのが農大校

だと思うんですけれども、定数が130名で、１学

年の定員数が65名ということで、65名に達して

はないですけれども、農大校を卒業して農業に

就業する人は何％ぐらいいるんでしょう。

○後藤県立農業大学校長 27年度の卒業生54名

おりますが、このうち就農は34名になっており

ます。ただし、この内訳がございまして、親元

就農が10名、それから法人就農が22名、それか

ら１年間の研修を経まして１年後に就農すると

いう者が２名おります。

○黒木委員 私たちは、常任委員会の県外調査

で、徳島県の農大校を視察したんですけれども、

あそこは宮崎県からすると試験場もコンパクト

だし、農大校もコンパクトな感じがしたんです

けれども、そこは６次産業化を担う人材育成と

いうものに、もうかなり力を入れて取り組んで

いましたから、それぞれやっぱり各県によって

その方針が違うし、もうかる農業を目指して皆

必死に取り組んどるなという気がしたんですけ

れども、九州内の農大校で、卒業生が就農する

割合が高いところ、低いところ、そういうのは

わかりませんでしょうか。

そして、それぞれこういう特徴があるという
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ようなところがあったら教えていただきたいん

ですけれども。わからなければいいです。

○大久津農業経営支援課長 ちょっと調べます。

○黒木委員 また後でいいですけれど、やはり

何といってもどういう人材を育成するかという

のが、水産業もそうですけれども、宮崎県の農

業が発展するか、それにかかってるんじゃない

かなと。全ての物事はやっぱり人材だなという

ような気がするんです。

そこで、農大校、かなりの割合で農業担い手

になってるなと思うんですけれども、この前の

８月14日、盆のときに、うちの地元では農事組

合法人がつくられていて、農地が分散して、高

齢化して耕作放棄する土地がふえてきた、何と

かせんといかんということで、農地を守ろうと

いうようなことで取り組みをしてるんですが、

それで地域の活性化イベントっていうのを年に

２回やってるんです。ちょうど盆の14日、それ

をやってるときに、高千穂でひとり農業を始め

た女性が、農大校の同期が私の近くにいるとい

うことでばったりあらわれて、そして、その場

の話で今後どうなるかっていう悲観的な話が

ずっと続いていたんですが、その人がぽっと飛

び込んできて、茶髪か金髪かわからんけれど、

それにもんぺ姿で来て非常に夢のある話をする

もんですから、みんな何か元気になって、それ

で今キュウリやってるんですかね。それからラ

ナンキュラスをやるという話をしてましたけれ

ども。

やっぱりああいう人を、何とか成功するよう

にいろいろ指導してもらいたいなと思うんです。

ああいう人がおるだけで物すごく地域が活性化

しますし、そういう人がぽつぽつ拠点に出てく

るというのが地域にとって大きなことかなと

思って、高千穂町にとっても大きな元気になる

だろうなっていうような気がしたもんですから。

本当、悲観的になってたのに、いや、これから

やるんですよという人があらわれて、地域の人

はびっくりして非常に刺激を受けたんですけれ

ども、ぜひいろんな面で指導していただきたい

なと思います。

○大久津農業経営支援課長 今、委員おっしゃ

いますように、先ほどから申し上げますように、

昨年も341名の就農者がおりましたけれども、か

なりの部分は沿岸畑、宮崎市近郊、さらには児

湯地域というところ、やっぱり条件のいいとこ

ろでの就農というのが多うございます。そこは、

やはりいろんな受け入れも、農家さんが研修で

受け入れたりとか、いろんな取り組みをしてい

ることによって地域になじんでいって就農に結

びつく。

そういうことで、先ほど申しましたように、

ほかの地域でも、しっかりトレーニングしたり

とか地域の人たちとなじむような、そういった

新規就農者を受け入れるような施設が要るん

じゃないかということで、ことしから、そういっ

た必要性を各地域も感じ取っていただきまして、

今、具体的に、いろんな市町村が、新たにトレ

ーニングセンターをことしから来年にかけて仕

組もうというような動きが少しずつ見えてきて

ますので、そういった事例を含めながら、そう

いった条件の悪い地域でもしっかり就農、また

地域のリーダーになるような形の人材育成に努

めてまいりたいと思っております。

○後藤県立農業大学校長 先ほど黒木委員から

御質問ございました、九州各県の就農状況でご

ざいます。

一番高いのが大分県、これは26年度の数字で

ございますが79.5％、低いのが熊本県の48.6％

です。
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それで、福岡から１つずつ申し上げます。

福岡県が51％、佐賀県が53.6％、長崎県が53.7

％、熊本県は先ほど申しました48.6％、大分県

が79.5％、宮崎県が60.4％、鹿児島県62.8％、

沖縄県もございまして72.2％。

ちなみに、全国の平均が26年、53.3％となっ

ております。

○井上委員 私も、大変これはうれしく思いな

がら見たんですけれど、女性認定農業者の占め

る割合は増加傾向にあるという書き方がしてあ

るんですけれど、これの具体性はどういうもの

なんですか。認定農業者数は減少してると。だ

から、減少してるからたまたま女性の人たちが

増加したという感じなのか、それとも完全に女

性の認定農業者は本当にふえているのかどうか、

そこはどうなってるんですか。

○大久津農業経営支援課長 この表は、実数の

数字を入れておりますので、全体的には青い方

が8,267という形までずっと減っておりますけれ

ども、その中で対比して、赤のほうがそのうち

の女性の認定農業者ということで、27年は若干

減りましたけれども、傾向的には若干ずつふえ

てきているというような状況をお示ししてるデ

ータでございます。

○井上委員 その女性の人たちっていうのは、

どういう参入の仕方なんですか。農業経験なく

て参入されているのか、それとももともと農業

をやっておられて、それが自立した形で自分が

認定農業者になられたのか、どっち。

○大久津農業経営支援課長 認定農業者につき

ましては、当然後継者として女性の方でも跡取

りとして残って、その方が後継者として育てら

れた方、または夫婦で家族協定を結んで、その

中でしっかり経営者としても位置づけられる女

性もおられますし、また加工とかいろんな形で

新たな展開をされる、そういった自立されるよ

うな女性の方たちも多くございますので、そう

いった方たちがだんだんと認定がふえてきてお

ります。

さらには、ことし発足いたしました、農業女

子「Ｈｉｎａｔａ・あぐりんぬ」という若い女

性活動といいますか、いろんな組織で、高齢化

が進む中で若い女性をもっと発掘していこうと。

元気を出そうということで、そういう人たちを

いろいろ発掘しますと、やっぱり地域地域でい

ろんな頑張ってらっしゃる方がいらっしゃいま

して、そういった方たちが中心となって、こう

いったいろんな自主的な活動もしていただきま

すし、いろんな経営計画をしっかりやって、自

分としても経営者になりたいというような方た

ちがだんだんとふえてきえるような状況でござ

います。

○井上委員 先ほどありました次世代農業の、

国富にあるのは何回か見せていただいて、そし

て実際やっておられる方たちからのお話も聞い

たりしたことがあるんですが、それこそ原油が

下がってきた段階のときに、バイオマスやって

るとか、いろいろな条件がなかなか難しくて、

どこを評価するのかっていうのは大変難しいん

だろうなと思うんです。次世代施設園芸拠点だ

から、ちょっと発想を少し変えたりしながら、

どう宮崎県のあれで次世代と呼べるものにして

いけるのかっていうのは、考えていったほうが

いいと思うんです。全部農協さんへというふう

になってくると、パターン化されて、１つの、

もうそれしかないということになってしまうの

で、せっかくあそこがあるので、それはやっぱ

り少し宮崎県農業のチャレンジというか、チャ

レンジファームじゃないけれども、そういう感

覚でこの次世代施設園芸拠点というのは活用し
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てみるといいのではないかなって思うんです。

大きいなら大きいまましか使えないのか、それ

とも別の方法があるのかということやらを考え

ていくといいと思うんです。

先ほど黒木委員からも出ましたけれど、県立

農大校は、本当に私が知る限りすごく変化して

いったと思うので、県立農大校のこの変化は、

絶対に農業高校を変えないといかんから。実際

は、教育部門のところの農業高校が、少なから

ずそれとリンクしたような形で変わっていかな

い限りはなかなか農業に従事する人たちの発想

が変わらないというか、頭が変わらないと私は

いつも思っているので、だからその人たちが本

質的に宮崎の農業を支えていく、日本の農業を

支えていくというときに、どうしていこうとし

ているのかっていうことが、担い手としてのあ

りようというのが少し考えられないといけない

し、それから、その人たちが何かにチャレンジ

できるような状況を残しておかないといけない

と思うんです。今つくってるものだけで全部が

いいかというと、そうはいかないので。

それで、女性の認定農業者という人たちをど

うやって今後育てていくのか、その人たちはど

ういう役割を持たせていくのかということは

しっかりと考えておく必要があるのじゃないか

なと思うんです。これは、すごくいいことだと

思うんです。私も女性の認定農業者のことがよ

くわかってないところがあるので、はっきりし

たことが言えないところもあるんだけれども、

生活に近いところで生きておられるから、その

人たちが何かを考えていくってなったときには、

ちょっと違うものが生まれてくる可能性がある

のかなと思います。

だから、農業高校は、今までの農業高校とは

違う生徒の募集のやり方と、それから育て方を

して農大校につないでいくとか、それとかいろ

いろなところにつなぎ込んでいくとかっていう

のをしっかりとやっていかないといけないので、

今回、長期計画の中で今後どう取り組んでいく

かというときに、そんなにマイナスの面を宮崎

県はあんまり持っていないので、逆にそれをプ

ラスにして前にどうやったら進めるのか。県立

農大校は、私も委員会で行かせていただきまし

たけれど、ああ、宮崎はいいなと。そして、３

試験場が全部うちは整ってますので、そことの

リンクとか、いろんな意味のことをしっかりと

リンクしないといけないんだけれど、そのリン

クがきちんとできないといけないし、コーディ

ネートができないといけないけれども、それが

やれると、宮崎県の農業は最近いいなって、農

業大学校いいなと思ってますので、だから、そ

こをどう生かして発信できるのかっていうこと

が大事なのかなって思うんです。

今、宮崎県の農政は、そういう意味で、価値

の部分をどう発信していくのかっていうことが

できないともったいない。黙ってて、誰かが気

づいてくれるのを待つというのは、ちょっとだ

めなんじゃないのかなっていうのが私の感想な

んだけれど、この計画の中で、ぜひそこをやっ

ていただきたいんだけれど、勝ってる部分が物

すごい多いのに、そこがなかなか発信できてな

いというところがもったいないのかなって思い

ます。だから、女性認定農業者のこれなんかも

確認しながら、うちは本当に県立農大校、随分

お金かけていただいた分だけ結果が出てるので、

その分をきちんとリンクしていくっていうか。

この次世代施設園芸拠点は、このままにしと

くと、本当に砂上の楼閣じゃないけれども、そ

のままになっちゃうので、そこをどう私たちが

アレンジできるかって、そのアレンジできる力
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があるのかどうかっていうのが問われてるん

じゃないかなと思うんです。だから、総体的に

そのあたりはどんなふうに考えていくのかって

いうことが大事なのではって思うんですけれど。

私は、教育委員会のほうには、今後、そのこ

とを強く求めていこうと思ってます。やっぱり

それがきちんとしていかないと、どこで稼ぐ力

を自分たちが発揮できるのかっていうのが子供

たちの中に伝わっていかないので、だから自分

にどのような力があるのかっていうことが伝

わっていかないので、それは農政サイドからも

教育委員会にアプローチするべき内容ではない

のかなと思うんです。固定的に事務職につけば

いいなどというような発想では困ると思うので。

ちょっと長く言いましたが、どこを答えてい

ただいたらいいのかがちょっと私もわかりませ

んが。

○右松委員長 幾つかポイントがありますから、

答えられますか。

○大久津農業経営支援課長 私のほうから、女

性の活躍の場と農業高校との連携という２点に

ついてお答えさせていただきます。

認定農業者も含めて、女性の活躍っていうこ

とでございますが、やはり先ほど言いました認

定農業者、または夫婦で経営をやられても、奥

様が経営にかなりしっかり参画されているほう

が経営がよいと、日本政策金融公庫の経営実態

調査とかいろんなものを見ますと出ております

ので、そういった形では、女性のほうも経営の

中にどんどん参画していただく。さらには、農

業委員ですとか農協の理事とか、やっぱり社会

参画、こういったものにもしっかり。さらには

女性の方々も、子育てとかいろいろ大変な部分

はありますけれども、やはり外に出ていくチャ

ンス、また勉強する場、これは普及センターが

いろんな形の研修会を今やっておりますので、

そういった形でしっかり育てていきたいなと

思っています。

それと、農業高校との連携でございますが、

これは昨年の４月に、文部科学省と農林水産省

が合同通知で、「農林水産業を学ぶ高校生の就農

・就業に向けた人材育成について」という通知

が出ております。その中で、農林水産業にしっ

かり今後携わる高校生を育てるために、４つの

視点で各県に通知が出ております。それは、農

林水産業界とほかの産業業界の連携強化をしな

さい、もう一つが、高度な技術実証なり国際交

流をどんどん促進しなさい、３つ目が、県の教

育委員会と農林水産部局の連携をさらに強化し

なさい、さらには４つ目が、農業高校と県立農

業大学校の連携強化をしなさいという、こうい

う通知が出まして、まさしく私ども、これにつ

きましては、国が通知する前に、知事も提唱し

ております農大校の日本一の総合研修拠点化と

いう形の中で、そういったいろんなチャレンジ

ファームを含めた研修の場、さらにはトップラ

ンナー養成塾みたいな形で経営塾、これもこと

しの補正で国がまた全国的に展開するような動

きになっております。

さらに、農業高校と農大校の連携強化のため

の高大連携、これについても、今、高鍋農業高

校と具体的に進めて29年度からしっかり取り組

むと。その中の一つで私も感心したのは、今回、

農業高校へのオープンキャンパス、中学生が高

鍋農業高校に来て、オープンキャンパスに来た

子たちが、全員ではないんですけれど、大半の

子たちを農大校にもそのままつれてきていただ

いたと。それで、将来的には農大校でもこんな

ことが勉強できるんですよと、そういうところ

も農業高校とも連携して、若い子をどんどん引
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きつけようと、それも一つの高大連携の取り組

みでございましたけれども、高鍋農高は全県下

から来られてますので、中学校の先生方とか親

御さんたちもかなり喜ばれたということで、そ

ういう形で農大校の取り組みについても、いろ

んなチャンスをこういった取り組みについては

発信して、いろんなことでまた学生に呼びかけ、

またしっかりした人材育成のために今後も一生

懸命頑張りたいと思っております。

○甲斐農産園芸課長 次世代施設園芸の波及に

ついてでございます。

全国で今10カ所次世代施設園芸をつくってお

りますが、ほとんどがトマト、パプリカという

ところで、うちの県はキュウリ、ピーマンとい

うのをやっておりますが、キュウリ、ピーマン

ではなかなかまだ複合環境制御あたりの技術モ

デルが十分確立してないところもありまして、

先ほどのような、山下議員の御質問に答えたよ

うな状況がございます。

今後、宮崎型の次世代をしっかりと確立する

ように、試験場、普及センターとともに取り組

んでまいりたいと考えておりまして、ことしか

らそういった複合環境制御あたりの施設を見て

もらうための研修会を計画しておりまして、県

内の技術者や生産者の方にも来てもらい、施設

については十分研修の場としても活用していき

たいと考えております。

また、効果といいますか、環境測定装置や炭

酸ガス発生装置につきましては、そういったきっ

かけもございまして、県内への波及というもの

がございまして、現在、環境測定装置は県内に

おいて36ヘクタール、炭酸ガス発生装置が61ヘ

クタールと、徐々にですが宮崎県にもそういっ

た技術が入ってきている状況でございます。次

世代施設を活用して、ますますこれが拡大する

ように研修などに活用していきたいと考えてお

ります。

○井上委員 私は商工観光労働部に物すごく不

満があるわけですが、というのは、やっぱり商

工観光労働部は労働政策をきちんとやらなけれ

ばいけないと思うんです。だから、次世代園芸

の拠点というのは、ある意味、一つは雇用の場

所でもあったわけです。その発想のもとに国は

つくったんです。自分が主体的な農業者である

と同時に、もう一つは別の形で働く場所の確保

でもあったわけです。だから、やっぱり農業を

考えるときに、業としてどうなのかということ

を、しっかりと産業としてのありようというの

をかためていき、雇用者もふやしていくという

発想がないと。

だから、商工観光労働部がフードビジネスの

いいところを持ってるわけですが、そのアピー

ルのところがどうかたまっていくのかっていう

のが、これはまた別の分野でも注視しなければ

いけないところなんですけれど、やっぱりそこ

あたりをしっかりと考えていかないと、業とし

て農業が成り立たないということになると思う

んです。農業が衰退をすればどうなるかという

と、やっぱり国の礎はないと言わざるを得なく

なるので、そこをきちんと取り上げていくとい

うことを丁寧に一つ一つやらないといけないの

ではないかなって思います。

ですから、固定した物の考え方をもうやめる

と、そして農業は非常に柔軟な形で受け入れを

することができるという分野にいるわけだから、

６次産業化も含めて、そういう意味では第七次

宮崎県農業・農村振興長期計画の中でそれがき

ちんとあらわされないと、それが発信されない

と。それをやっていただきたいなって思ってお

りますけれど。
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○大久津農業経営支援課長 就業環境をつくる

ということは大事なことということで、委員が

おっしゃいましたように、私どももフードビジ

ネスとか農林水産業の雇用の場づくり、または

建設業とかいろんなところの雇用というのが大

事だということで、これは昨年、商工観光労働

部の労働政策を中心に、そういった雇用の場づ

くりのための人材育成という形での県単独の交

付金を国のほうにお願いいたしまして、厚労省

から単独でいただいております。

その中で、大きくは建設業、それとＩＴ人材、

フードビジネスの人材、それと農水産業の雇用

という部分の人材を確保するためということで、

私どものほうも商工観光労働部の雇用労働政策

課のほうからその部分の分担金で、お試し就農

ということで、法人さんのほうにそういったチャ

ンス─従来、民間の派遣会社がございますけ

れど、あのシステムを使って農業でもマッチン

グをやって、何カ所か渡り歩いて、半年内で一

番気に入った農業法人さんと正式雇用していた

だく、こういった事業も去年、商工とも連携し

ながら取り組みさせていただいて、かなり成果

が上がって、ことしも同じような形でやらせて

いただくという形で進めてるところでございま

す。

各部局の縦割りではなくて、いろんな連携も

しながら、いろんな事業も使わせていただきな

がら、今委員おっしゃったようなところをしっ

かり取り組んでいきたいなと思っております。

○外山委員 一点だけお伺いしますが、この漁

船の小型化、この件でございますが、実証モデ

ル取り組み事例としてありますけれども、これ

は国の指導で入った制度ですけれども、現場と

してはおおむね経営的にもうまくいってるんで

すか。どうなんでしょうか。

○田原水産政策課長 外山委員がおっしゃって

るとおりでございます。今、一生懸命、収益性

の向上に向けて、国の事業を取り込みながらこ

の実証に努めているところでございまして。

目的としては、大体大きく３つに分けられる

と思ってございます。

１つは、今、委員おっしゃったように、船型

の小型化によって燃油の消費を削減しながら収

益性を上げるというところと、もう一つは短期

航海による高鮮度化等を図りながら、単価の向

上によって収益性を向上させるというところ、

もう一つは新しい、要は新漁法を導入すること

によって水揚げそのものを増加させると、そう

いったような３つの目的があるのかなと思って

ございまして、おおむねそれぞれのところで効

果が得られていると認識してございます。

ただ、我々が今一番関心を持っている、一番

上に書いてございます137トンから71トンのとこ

ろの実証につきましては、現在まだはっきり答

えが出てございません。今、取り組んでいると

ころでございまして、ここが明らかになって、

本県の近海カツオ一本釣り漁業というのは、今、

大型船が一番肝心な水揚げを揚げているという

ところで、そこの将来の方向性を左右すると認

識してございますので、しっかりこの実証結果

を見ながら普及に努めていきたいと考えてござ

います。

○外山委員 現場の声を聞きますと、もちろん

近海でもって19トンで、量が日々あればいいん

だけれども、たまたま近海で魚がいない、とれ

ないという状況になると、やはり130トンぐらい

ないと遠方に行けないという悩ましい事情も

あって、あと漁場の変化が一番問題ですよね。

小型船では対応できないという事情もあるわけ

で悩ましいところですが。
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この取り組みは、先進県として、全国におい

て宮崎が一番多いんですか。他県ではどんな状

況なんでしょうか。資料がありますか。例えば、

この取り組みをやってるところが、四国だとか、

焼津だとか、勝浦とかあるのかな。

○田原水産政策課長 委員御承知のとおり、宮

崎は近海カツオ一本釣り漁業で20年以上連続し

て１位ということでございますので、今一番宮

崎のほうが力を入れていると考えてございます。

○島田副委員長 長期ビジョンの中で一件だけ

要望したいんですが、農業振興地域を今見直し

をされていますけれども、農業振興地域の中で

農地転用をするとなかなか厳しくてできないん

です。だから、これから企業とコラボしていく

中には、そういうところはかなり出てくると思

うので、これもやっぱり将来見直していかない

と。休耕田を企業が利用していくということに

なってくると、そこに規制があるもんですから、

農地は農業してる人じゃないとかわれない部分

があるから、なかなかそこに規制があって、将

来もこれだけ休耕田がふえてくると転用という

のが出てくると思いますので、企業とコラボし

ていく中では、農業生産額を上げるという意味

では見直していくべきじゃないかなと思うんで

す。

今、我が串間市でも見直しをさせてもらって

るんですけれど、振興地域の中に農業と違う企

業を入れるわけですから、転用まで来るわけで

す。逆に、売買できればいいでしょうけれど、

企業ですから、農地の転売ができないというこ

となんです。やっぱりそこは今後の将来の長期

ビジョンの中に入れてもらえないかなと思いま

すので、よろしくお願いします。

○竹下農村計画課長 農振の見直しにつきまし

ては、各市町村全てがやってるわけじゃござい

ませんけれども、見直しをやろうとしてるとこ

ろがございます。そういったところにつきまし

ては、農地を守るということがまず大前提にご

ざいますけれども、企業の参入とか、そういっ

たものについては適正に農地の利用が、あるい

はそれ以外に使う場合については周囲の農地に

影響がない形で指導してまいりたいと考えてお

ります。

○島田副委員長 緩やかにしてもらえれば。も

ちろん、農地を守るために農振地域というのは

線引きされたわけですけれど、今、その農地を

荒らしているもんですから、じゃあ、荒らして

る部分を転用しようかということになると、そ

こに緩やかさというのがないとなかなかできな

いと思うんです。今言われたように、今、見直

しをされてますけれども、昔は農地を守るため

にしっかり線引きをされてるもんですから、そ

のときの線引きしたときの理由がなかなかこの

文書で崩せないというのがあって、今、足踏み

しなければならないということになってるんで

す。そこをまた今後の問題として検討していた

だければと思います。

○山下委員 早期水稲の価格動向を出していた

だいてるんですが、ことしは10アール当たりど

れぐらいとれてるの。

○甲斐農産園芸課長 国の発表によりますと、

予想収量は455キロ、作況指数97ということです

ので、平均収量に比べて３％程度悪い状況とい

うことでございます。

○山下委員 コシヒカリ相対取引価格が出てる

んですが、４月の22日までが１万5,200円という

ことで、この時期まだ出してるのはほんの一部

だろうと思うんですが、本県として、県南、日

南・串間が一番早いだろうと思うんですが、こ

の価格帯に太枠がしてありますが、ここが一番
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出荷量が多いということ……。どういう意味で

すか。

○甲斐農産園芸課長 ことしは出荷が非常に早

かったということもございまして、中段、１（２）

の上のほうにあります収穫最盛期が７月27日、

平年より４日早いということもありまして、一

番下の宮崎コシヒカリの２（２）の相対取引価

格の７月23日から28日、太枠で囲んであります

が、ここがピークとなっておりまして、昨年が

７月31日から８月６日がピークだったというこ

とに比べると、ことしは非常に早かったという

状況でございます。

○山下委員 わかりました。

それと、農業大学校の問題もさっきから出て

るんですけれども、定員が65名ということなん

ですが、今、入学生は五十何名でしたっけ。

○後藤県立農業大学校長 28年度の入学生は、63

名入学しております。

○山下委員 このうち、農業高校から来てる子

供たちが何割ぐらいですか。

○後藤県立農業大学校長 63名のうち17名が農

業高校以外から来ております。75％が農業高校

からの入学になっております。

○山下委員 ありがとうございます。

農業大学校といえば、我々も高等の研修所時

代から、モリさんというトップリーダーがおっ

て、何回かお叱りを受けたり、農業のロマンに

ついて話を聞く若いときの時代があったんです。

ＳＡＰといえばあそこが拠点でして、5,000人の

ＳＡＰのバレーボール大会とかをやったりして、

非常に我々の世代というのは今の農業大学校に

愛着があって、そしてあそこで育ってくれる人

たちというのに非常に期待しながら本県農業と

いうのは支えられてきたと思うんです。広大な

面積があるということに我々もすごいロマンを

感じて、あそこの場所に行くことを非常に楽し

みにして、誇りでもあった。

私も、この写真をいただいて、かなりの面積

をいろんなところに貸し付けたり売却がなされ

たりしてるんですが、いろいろ理由を聞いてみ

ると、やはり今の学生の内容、質の問題やらあっ

て、本当にうまく利用していくことも難しいと

いうことで。この農地の扱い方をいろいろ苦心

されて今日に至ってるだろうと思うんですが、

私は本来の農大校としての趣旨、これは何なの

かということをもう一回議論していただいて、

農業者があそこの卒業生だって誇りを持って、

我が母校に愛着を込めて家族も連れていったり、

私はやっぱりそういう場所なのかなということ

を─学生も四十何名しか集まらない時期も

あったし、その歴史というのを非常に寂しい時

期も私も思ってきたんですが、今回、この農大

校の新たな農地の改編というべきだろうと思う

んですが、そういう提案もなされてるんですけ

れども。

私は、趣旨として、農業大学校の皆さんの誇

りとして、職員が誇りを持ってもらうこと、そ

して今から本来農業っていうのは一番ビジネス

チャンスなんです。いつも言うんだけれど、世

界人口というのはどんどんふえていく。人口減

少というのは日本だけなんです。これだけやっ

ぱり宮崎県の食の安全安心というのを、日本全

国、そして世界にアピールする時代に来てるわ

けですから、私はさまざまな展開というのを、

農業大学校、農業高校もそうですが、そういう

起爆剤となり得る拠点を目指してほしいんです。

この土地の有効利用というのを基本的にもう一

回見直しをして、合理化するだけではなくて、

本来のビジネスチャンスにつなげるような食の

拠点、農業の学びの拠点として新たな方向も見
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出してほしいなと、その思いでいろいろ議論し

てきました。

その思いというのをお聞かせいただくとあり

がたいと思うんですけれど。

○後藤県立農業大学校長 農業大学校、今、委

員のおっしゃいましたように、ＳＡＰの会長は

農大校の出身者でございますが、やはり卒業生

の皆さんとの交流、今も農の匠という形で、１

年に数回、農大の卒業生に来ていただいて、学

生とワークショップという形で非常に懇意にし

ていただくような学習の場も設けさせていただ

いております。また、ＯＢの方々もよく来てい

ただきまして、50年ぶりに来たとか、そういう

話を校長室に来て２時間ほど話をされて帰ると

か、これも多々あることです。そういう意味で

は、宮崎県の農業者、やはり見渡しても中核的

な農業者の皆さんというのは私どもの学校の卒

業生が非常に多くいらっしゃいますので、そう

いう位置づけというのはやはりこれからもずっ

と持っておくべきだと考えております。

それと、委員から、先ほど入学者の御質問が

ございましたが、実はことしの63名のうち、34

名が農家以外の出身者になっております。非常

にこれは全国的な傾向ですが、全国的にはもう

７割、８割が農家以外の入学者という形があり

まして、従来のように農業のイメージというよ

りも、もっと基本的なところから農業教育をし

なきゃいけないというような状況もございます。

それと、あと卒業者も、先ほど申しましたよ

うに、法人就農の需要というのが非常にふえて

おりまして、大規模経営というようなものを実

体験させるというのは非常に必要になっており

まして、インターンシップであるとか長期研修

というものに積極的に学生を出すようにしてお

ります。そういう意味で、入学者、卒業生の進

路というものも従来と変わってきております。

ただ、やはり一番の柱は、私ども、やっぱり

宮崎県の農業の担い手を育てるという柱なので、

これはしっかりと守りながら、１つは法人就農

であったり農業団体の技術者としての育成で

あったり、そういう看板もやっぱり必要である

と。あと、今、振興しておりますフードビジネ

スを支えるような人材、そういうことも需要と

して出てきておりますので、少し従来の農業の

担い手の看板以外に、そういう２つの看板は掲

げなきゃいけないのかなということで今議論を

してきて、学科再編という形で進めてるところ

でございます。

あと、民間との関係ということで、今、私ど

もの土地の問題がございましたが、例えばチャ

レンジファーム、今、８号圃という圃場を５ヘ

クタールずつ、10町歩を２つの法人に活用して

いただいてますが、ここでは法人と農業機械メ

ーカー、１つがヤンマーさん、１つが井関さん、

こういう法人と機械メーカーが最新の機械で一

番効率的な大規模露地栽培を実現するという形

で、私どもの学生も定植、収穫、そういうとき

には当然研修に入らせていただいて、機械の動

きも見ますし、一番重要なのは、経営者みずか

らが学生に対してレクチャーもしてくれますの

で、そういう民間の活力というのを生かせる場

を、農大の中でできるというのは非常にありが

たいなと思っています。

委員からもございましたように、やはり従来

からの宮崎県農業のよりどころであるというこ

とは失わずに、しっかりとこれからの若い人材

を育成していきたいと考えているところでござ

います。

○山下委員 三十何名が非農家の子供だという

紹介でしたよね。今、農業高校も、非農家の子
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供たちが来てるんです。だから、この実態から

見ると、農業に対する教育の難しさということ

も、高校の現場でもそれは一緒なんです。だけ

れど、目的を持って非農家の子供も来るわけで

すから、その中で、農業っていうのが今からビ

ジネスチャンスだと、これはもうどうしても、

どうしようもない、本当にその方向だろうと思

うんです。だから、畜産にしても、園芸にして

も、やっぱりその辺のマネジメントも教えてや

らないといけないし。

農業っていうのは自然が相手ですから、それ

に対する厳しさ、前も一般質問のときに言いま

したけれども、精神的な教育ですよね。そうい

う根性もないと農業っていうのはできないんだ

よと。そういう思いってのは、学校の先生方で

教えられないのは法人経営者だろうと思うんで

す。だから、僕らがことし視察に行ったときに、

法人経営の人たちが言っておられましたが、根

性が足らないと。学生にも、我々の農業ってい

うのはそんなに甘くないんだと、そのことを伝

えることが我々の責任だという話もされてまし

たから。大学の教授陣だけに頼るんじゃなくて。

甘い中では卒業させてもだめだろうと思うん

です。やっぱりそれに対するチャレンジ精神と、

自立する気持ちで来てるわけですから、そこに

幾ら魂を入れるかでしょうから。民間の活力、

この農大をそういう拠点にしてくれたらありが

たいと。あそこの土地を有効利用できるんだっ

たら、その方向で十分進めていただければあり

がたいと思うし、目的を失わないように、しっ

かりとやっていっていただくとありがたいと思

います。

○郡司農政水産部長 ありがとうございます。

農業大学校に対する熱い思いをぶつけていただ

いたなと考えておるところであります。

農業大学校は、入ってみますとルピナスの碑

というのがあります。今の現行の天皇陛下、妃

殿下が来られたという歴史があります。口蹄疫

という厳しいことも経験しました。昨年は、担

い手サミットで皇太子殿下も来ていただいたと

いうような歴史もあります。

多くの卒業生がおられるわけですが、やはり

我が学びやはここにありと卒業生の方々にも

言っていただけるような学校にしていかなけれ

ばならないと思いますし、将来に向けても、や

はり宮崎の新しい農業の学びの拠点として発展

させていく必要があると。いろいろ新しい技術

も入れながら、今、チャレンジ中ですけれども、

皆さんに私の母校はいい母校だと言っていただ

けるような学校にしていく必要があるし、若い

人たちも、あの農大校で農業を学びたいという

ような方が出てくるような学校にしていかなけ

ればいかんなと、お話を聞きながら思ったとこ

ろです。今のお話では、農業にチャレンジする

のは農家の子弟だけではないよということなの

で、情報発信も含めて、今後しっかりとやって

いきたいなと、また決意を新たにしたところで

あります。ありがとうございました。

○右松委員長 ほかにございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 その他、何かありませんでしょ

うか。

○井上委員 お願いなんですが、昨日、環境森

林部の議論をしたときに、都城盆地の硝酸性窒

素の削減対策実行計画が最終ステップに来てい

ると。最終ステップは、平成28年から32年度ま

でなんですけれど、そのステップの内容につい

ては７月に策定をされてるんですが、その中に、

農政水産部としてお力添えいただきたい内容と

いうのがあります。昨日そのことについて、私、
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質問しましたら、多分今回の28年から32年の間

で、改善が最終的にもう全てよくなるというこ

とはないでしょうと、状況的には厳しいという

ことを答弁しておられたわけですが、できるだ

けそれを少しでも改善していくためには、やっ

ぱり家畜排泄物とか、化学肥料なんかを使われ

たりとされる内容のことがすごく多いわけです。

今まで、第２ステップとかの評価なんかでい

けば、家畜排泄物で15.5％の減をしていくとい

う自治体の結果があるわけです。それがうまく

いかなかった場合は、やっぱりそこでまた増に

なってしまうという結果が。昨日は、山下委員

はもちろん都城にいらっしゃるので、地下水の

問題とかをずっとお話をされたわけです。

だから、やはりこれは環境森林部だけででき

ることでもなく、農政水産部サイドでもこの問

題については、できるだけ野積みとか素掘りな

どの不適切な処理の監視、いろんな意味で、そ

の点での対策を農政水産部としても考えていた

だければと思うんですが。

部長にそのことを要望してよろしいでしょう

か。これは、ぜひやっていただきたいなと思っ

てるんですけれども。

○坊薗畜産振興課長 まず、先ほど出ました、

原因になってる一つであります家畜排泄物、こ

この硝酸性窒素を削減していくという意味での

取り組みについて少しお話をさせていただきた

いと思います。

都城盆地は、確かに地下水の硝酸性窒素が高

いということがありまして、平成十何年からか

取り組んできております。そういう中で、家畜

排泄物につきましては、特に都城は家畜が多い

ということもありまして、以前は素掘りとか野

積みという不適切な取り組みがされておりまし

た。これはもう、全国的にやっぱりやめようと

いうことで、平成11年に家畜排泄物法という法

律ができまして、５年間の猶予を経て、平成16

年からはもう素掘り、野積みはできませんとい

うことになりまして、その間、畜産サイドでは

家畜排泄物の適正な処理にずっと取り組んでき

ているところでございます。

現在では、法が適用される農家については、

不適切な処理はされてないと認識しておるとこ

ろでありますけれども、一方、出てくる家畜排

泄物からは、堆肥、それから浄化処理というも

のがされていきますけれど、浄化処理はもう浄

化されて川に流れていきますが、堆肥化された

ものは土に返していくことになりますので、土

に返していく堆肥の量については適正施用をし

ていくように指導はしていきたいと思っていま

す。

県内でもやっぱり過剰なところも若干ありま

すので、できたものを県内に使わないように、

今、取り組んでるのは、県外に持っていったり

とか、農外での利用、ハンズマンとかコメリと

か、そういうところに販売をしたりとか、そう

いう取り組みもして、県内での窒素負荷量を減

らしていこうという取り組みをしてますので、

これは引き続き努力していきたいと思います。

窒素分が一番大きいのは鳥なんですけれども、

ブロイラーのふんについては、県内３つありま

す鶏ふん処理施設、ここでほとんど燃やしてお

りますので、この分についてはかなり軽減され

てるんではないかと考えています。

引き続き、硝酸性窒素の削減に向けていろい

ろ取り組みをしてまいりたいと考えています。

○大久津農業経営支援課長 委員がおっしゃい

ました、この都城盆地の硝酸性窒素削減対策協

議会、これについては畜産も、また私どものほ

うは化学肥料、堆肥をまく、使うほうの指導と
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いうことで参画させていただいております。

当然ながら、化学肥料なり堆肥等については

適正施用ということで、土壌診断に基づきまし

てしっかり管理していくと、それがやっぱり品

質向上とか収量アップにつながるもんですから、

そういう形で今後もしっかり指導していきたい

のと、やはり大きな流れとして、今後、オリ・

パラも含めて新たなそういった削減の取り組み

というのが今後大きく動いてくるんではないか

と聞いております。そういったところにも、宮

崎の産地としてしっかり取り組んでいけるよう

な体制、また研究を踏まえて、それが結果的に

は硝酸性窒素の削減、こういったものにつなが

るように一生懸命頑張りたいと思っております。

○右松委員長 その他、ございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、請願の審査に移りま

す。

新規請願第14号「指定生乳生産者団体制度の

存続と機能強化に関する国への意見書提出を求

める請願」でありますが、執行部からの説明は

ありますでしょうか。

○坊薗畜産振興課長 特にございません。

○右松委員長 委員から質疑はございますで

しょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、以上をもちまして、

農政水産部を終了いたします。

長時間にわたりまして、執行部の皆様、大変

お疲れさまでした。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午後２時37分休憩

午後２時44分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、申し合わ

せにより、委員会審査の最終日に行うこととなっ

ておりますので、明日16日に採決を行うことと

し、再開時刻を13時15分といたしたいと思いま

すが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 ありがとうございます。それで

はそのように決定いたします。

その他、何かありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後２時45分散会
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午後１時15分再開

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

○右松委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして、賛否も含め、御意見があ

ればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、議案の採決を行いま

す。議案につきましては、議案ごとがよろしい

でしょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号及び第２号について、原案のとお

り可決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

続きまして、次に、請願第14号「指定生乳生

産者団体制度の存続と機能強化に関する国への

意見書提出を求める請願」についてであります

が、この請願の取り扱いも含め、御意見をお願

いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時16分休憩

午後１時16分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

請願第14号につきましては、採決との御意見

がございますので、お諮りいたします。この際、

請願を採決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、請願第14号の賛否を

お諮りいたします。請願第14号について、採択

すべきものとすることに賛成の方の挙手をお願

いいたします。

〔賛成者挙手〕

○右松委員長 挙手全員。よって、請願第14号

は採択することに決定いたしました。

ただいま請願第14号が全会一致で採択となり

ましたが、この請願は、意見書の提出を求める

請願であります。お手元に配付の「指定生乳生

産者団体制度の存続と機能強化を求める意見書

案」について、何か御意見はございますでしょ

うか。

暫時休憩いたします。

午後１時17分休憩

午後１時17分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。内容につきましては、意
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見書案のとおり、当委員会の発議とすることに

御異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 御異議ございませんので、その

ように決定いたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目としまして、特に御要望等あ

りませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時18分休憩

午後１時20分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ございま

せんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 ありがとうございます。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。環境対策及び農林水産業振興対策に関

する調査につきましては、引き続き閉会中の継

続調査といたしたいと思いますが、御異議ござ

いませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 御異議ありませんので、その旨

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時20分休憩

午後１時25分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

10月31日月曜日の閉会中の委員会につきまし

ては、休憩中の協議の内容で御異議ございませ

んでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 ないようですので、それでは以

上で委員会を終了いたします。

午後１時25分閉会


